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はじめに

2001年10月 、懸案のロシアの新土地法典が成立 し、2002年7月 には、農地取

引法が成立 した。土地をめぐる諸問題は、ロシア史に深 く根ざした帝政時代以

来の難問であり、今日まで未解決のま,ま残 されてきた。体制転換過程の1991年

にはロシアの土地法典が制定され、土地私有制を認めた。 しかし1993年 の現行

ロシア連邦憲法成立後、 この土地法典の基本的条項は失効 した。 しかも新 しい

土地法典は未制定のため、土地法の 「真空状態」と呼ばれる空白が最近まで続

いてきたのである。この空白は、約40の 連邦法、約30の 大統領令、数百の政府

決定、連邦構成主体の独自立法で補われていたが、それらは雑多な法令の集積

にすぎなかった。統一的な土地法体系の欠如のため、土地をめぐる法関係は明

確ではなく、その間隙を縫 って闇の土地市場が事実上成立 しているという状況

であった。

1991年 のソ連邦の崩壊後、市場経済の導入と民主社会の建設という課題に対

応した新法典が次々と成立をみた。憲法典、民法典(第1部 ない し第3部)、

刑法典、家族法典などである。2001年 後半には、新土地法典 とともに、労働法

典、刑事訴訟法典 も成立 した。基本法典のなかでまだ未成立なのは、民事訴訟

法典を残すだけとなった(そ の後2002年 に成立)。 こうして新社会 の法的枠組

みづ くりは、一応順調に進んできているのであるが、その中身をみると、近代

法の原則に十分には対応 していない条項 も多い。新土地法典と農地取引法も、

後述のように、市場経済の原則には十分には適合していない。それは中途半端

な妥協の産物である。とはいえそれは、社会主義崩壊後の試行錯誤的変革過程

の一応の帰結であり、現代のロシアにおいてはその実状に相応 しい落ち着くべ

きところに落ち着いたといえるかもしれない。

この間筆者は、ロシア土地法制の展開を追跡 し、1990年 代半ばまでの状況に
ゆ

っいては詳細に論 じたことがある。その後の展開と土地法関係の現状について

(1)「 現代 ロシアにおける土地所有制度改革」(『神戸法学雑誌』第42巻 第3号 、1992年)、



、
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は、2001年6月 の比較法学会で の ミニ シ ンポジゥム 「市場経済 化 に ともな う土

地 法の変容」で、 ロ シアを担当す るに際 してく か な り詳細 に研 究 したが、 その
　

結果は、簡単な概要を発表するに留まっている。今回本稿を執筆するに際して、

その際の研究と、今回の新法典の制定過程の研究を、一本にまとめて発表する

予定であった。しかしその時間的余裕がなく、ここでは、新法典の制定過程と

新法の基本的内容を紹介することに限定せざるをえない。なお末尾に新r土 地
こ　ン

法典』(2001年)と 『農地取 引法』(2002年)の 邦訳 を付す。

第1節 エ リツィン政権下の新土地法典制定の試み

エリツィン時代(1999年 末まで)に は、保守派の農業党主導で土地法典の立

法化が推進されたが、それは土地私有権の承認に消極的な内容であり、大統領

,の拒否権発動 により、結局成立 しなかった。

(1)第 一期下院(1994-1995年)時 代

1993年12月 の現行 ロ シア連邦憲法制定 直後 、 エ リツィ ン大 統 領 は、1991年

に制定 されたばか りの ロシア共和 国土 地法典 の主要 な条項 を(他 の一連 の関係

法令 とともに)失 効 させ る大統領令 を発 した。本来大統領 にそ のよ うな権限 は

ないが、 同年9月21日 のエ リツィ ン ・クーデ ターによ って最高会議 は廃止 され、

大統領直轄統治が行 われ ていた時期 の ことで ある。新憲法 は土 地私 有権 を認め

て お り、大統領派 は、新憲法 に適合 的な新土 地法典 の制定 を 目論 んで いたので

「ロシアにお ける私有化 の現況」(『神戸法学年報』12号 、1996年)。 これ らの基本 的部

分 は 『ポス ト社会主義社会 にお ける私的所有 の復活』'(多賀 出版、1997年)に 収録。

(2)拙 稿 「市場経済化 にともな う土地法 の変容:ロ シア」(『比 較法 研究 』 第63号 、2001

年)参 照。

(3)本 稿で は、 出典を示 す場合、次 のよ うな略号を使 っている。 またカ ッコのなか の数

字 は、年 ・月 ・日、または年 ・号 ・頁 を示す。P=議 会新聞、N=独 立新 聞、Kニ コ

メルサ ン ト・デイ リー、1=イ ズベスチ ャ、R=ロ シア新聞。SR=ソ ビエ トロシア
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.ある。 しか し新 憲法制定 と同時 に行 われ た新議会 の選挙 で は保守派 が勝利 し、

大統領派 の思惑 は外れ た。

新憲 法下 の新 議会 は1994年1月 に発足 した。 同年7月 、政 府の土地法典案 が

下 院 に上程 され た。 同案 はか な り進歩的 な もので、基本 的 に土地 の 自由な売買

を認 めて いた,た だ農地 の用途変更 は許可制 であ り、 外国人 は土地賃借権 のみ

認 め られ る等 の制約 が あった。 この案 には改革派 も保守派 も満足 しなか った。

改革派 の 「ロシアの選択 」派 は独 自の土地 法案 を提案 したが、 それ は外 国人 に

も平等 に土地 所有 権を認 め るとい うもので あ った。結局 これ らの法案 はいずれ

も否決 された。

翌1995年 には、下院 の農業 問題 委員会 が、土地法典起 草の イニ シアテ ィブを

とった。 同委員会 は保守 系の農業党 が主導権 を握 って いた。同年3・月22日 に下

院 に上程 された案 は、 保守色 が濃厚 であ った(以 下r下 院速記録』1995年 第15巻

426-455頁 による)。報告 を行 った農業 問題委員長 のチ ェル ヌイ シェ フ氏(農 業

党)は 、 「土地 の 自由な売却 を認 め る代議 員 は一 人 もいない」 と述 べ て い る・

同草 案 は、土地 の私有制 は認 めて いたが、 ファーマ ーは10年 間、法人 は5年 間

土地 を売却 で きない、用途 変更 の禁止、転貸 の禁止、土 地の優先買取権 の設定

等、土地取 引に多 くの制 限 を設 けていた。 外国人 は土地 の賃借権 しか もち得 な

い。 旧 コルホー ズ ・ソフホーズの構成 員の持分地 は、 旧 コルホー ズ ・ソフホー

ズに出資 す ることによ って後者 の所有 物 とな ることが予定 されてお り、 あたか

も旧 コル ホーズ ・ソフホーズ体制 へ の復帰 を目指 してい るかの よ うで あ った。

それで も共産党 は、土地 の私有 を認 め ること自体 に反対 して いた し、他方で改

革派 は、社会主義時代 への逆戻 りだ と批判 した。結 局 この案 は、左右両派 の反

対 で否決 された。賛成117票 、反対106票 、保 留12票 で あ った(可 決 に は議員定

数 の過半数 の226票 必要)。

1995年6月14日 に農業委員会 の提 出 した土地法典案 は、 さ らに保守 化 した も

のであ った(以 下r下 院速記録』1995年 第18巻314-332頁 による)。土地私 有権 は曖
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昧 にな り、賃借権 を中心 とした内容 に変 わ って いた。私有 が認 め られ るのは、

宅地付属地、菜園等 のいわ ゆ る副業経営地 に限 られて いた。 それで も共産党 は

草案 に反対 した。 同党 の シェベルーハ議員、は、 「(草案 は)宅 地付属 地、別荘経

営地、 ガ レー ジおよびその他若干 の土地 区画 に対す る私 的所有を導入 している。

われわれ は これに反対す る。私的所有 を導入 す る ことはで きず、土 地 は売買 の

対象 た りえず、担保 に供す ることもで きな いと考 える」 と演説 して いる。 共産

党 は、「私有」 の語 の一掃 と、 それ に代えて 「相続権 付終身賃 借 占有 」 な る概

念 を提唱 した。結局 この草案 も、賛成162条 、反対105条 、保留4票 で否決 され

た。

1995年7月14日 に下院 に提 出 された土 地法典案 は、 さ らに保 守的 な ものに変

わ っていた(以 下r下 院速記録』1995年 第19巻502-528頁 による)。 「私 的 所有 」 の

語 は姿 を消 し、 旧 コルホー ズ体制 への復帰 の理念 が表現 されて いた。 ただ私有

の語 は使 ってないが、宅地付属地、 家庭菜園、個人用住宅地 などの私有 は事実

上認 めていた。 ブ ァーマーに は土地 所有権 はな く、「相続可 能終 身 占有権 」 ま

た は賃借権 のみが認 め られた。 この土 地 は国家 や コル ホーズ等 に返還 す ること

がで きるだ けで、他 に売却 す ることはで きない。農業組織(旧 コルホー ズ ・ソ

フホー ズ)も 土地 を所有 で きず、恒 久的無期限利用権 また は賃借権 が認 め られ
ゆ

るだ けであ った。

この よ うな内容 であ って も、共産 党 はなお もこの案 に反対 で あ った。 同党 の

シェベル ーハ議員 は、 「私的所有」 の語 か ら 「私 的」 の語 が削除 され、・「所有」

の語 だ けが残 ったが、本質 は変 わ って いない と批判 してい る。「私 は声明す る一

土地 は天然 の ものであ り、売買 の対象 た りえないのだ。 それ は私 の もので も、

諸君 もので も、 だれの もので もな く、それ はわれわれが創 造 した もので はない

のだ。 だか らわれわれ は、土地 の所有 につ いて規定 して いる条項(そ れ は大 変

(1)以 上 の経過 について は、森下の紹 介rボ ィ コ:・ シアの土地所有 一終わ りな き歴史」

(『社会主義法の うごき』91号 、1995年)も 参照。
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な数 にな る)に 絶対的 に反対 す る」。 ここで は、かつて の ナ ロー ドニ キ の よ う

に、土地の 「私有」のみならず、土地の 「所有」一艀に反対するという原理主

義 的な立場が表明 されてい る。

土地 法典案 は投票 にか け られ た。賛成221票 、反対42票 、保留8票 で あった。

カー ド式(コ ンピュー ター)投 票 を しなか った議 員の うち2人 が挙手 で賛意 を

表明 したが、 なお賛成 は223票 で、 過半数(226票)に わずか に届 かなか った。

例 によ って再投票 にか け られたが、賛成222票 でや はり否 決 された。 議 場 は次

の議題 に移 ったが、 その後農業党主 の ラプ シン議員 が発言 し、土地法典 の問題

を このま ま放 置す るわ けにはいかな い とし、再度 の撰票 を求 めた。 そ こで土地

法典案 を第一読 会 として承認 す ると同時 に、第二読会 を準 備す るために各 フラ

クシ ョン代表か らな る特別委 員会 を設置 す るとい う議案 が投票 に付 された。 そ

れ は賛成224票 、 反対43票 、保留5票 で一旦否決 されたかに みえ た。 しか し6

人 の追加賛成者 が名乗 り出て{賛 成230票 で、 や っと可決 され たので あ る。 と

い っても まだ第一読会 で ある。賛成 したの は農業党や中間諸派 であ り、共産党

は賛成 と投票不参加、 反対 に分 かれ、 「ロシアの選択」 な どの改革 派 は、 投 票

不参加 と反対 に分かれ た。

土地法典審議 の第二読会 は、1995年 の年末 にかけて、11月22日 、11月24日 、

12月5日 の3回 行われ た。 しか しいず れ も法 案 を採 択 す るに は至 らなか った

(以下の記述 は 『下院速記録』1995年 第23巻70-80頁 、167-169頁 、280-281頁 による)。

各派 の発言 をみ る と、農業党、 民主党(中 間派)な どが賛成 、共産 党 は条件付

賛成、 改革派 の 「ロシアの選択 」派や 「統一 ・合意 党 」 は反対 、 政 府 代表 も

「絶対 的に反対」 と演説 してい る。 採決 は何度 も繰 り返 され たが、 いず れ も賛

成票が200票 に も届か なか った(可 決 には226票 必要)。1993年 憲法 下 の第 一 期

の下院議員 の任期 は1995年12月 で終了 したた め、土地法典案 の審議 は、次 期下

院 に持 ち越 され ることにな った。
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(2)第 二期下院(1996-1999年)時 代

1995年12月17日 、第二期 の下院議 員の選 挙 が実施 された。 その結果共 産党 は

第一党 に躍進 し、下院 の保守色 はい っそ う明確 とな った。 新期 の下 院 は、1996

年1月 に発足 した。土地法典草案 の第二読会 の審議 は、1996年4月17日 に行 わ

れた(以 下の記述はr下 院速記録』1996年 第4巻306-328頁 による)。 農 業 問 題委 員

長 のチ ェル ヌイ シェフ委員長(農 業議員 グルー プ)が 、提案報告 を して い る。

それによれば、 第二読会 の審議 にか け られた土地 法案 の特徴 は次の ようである。

外国人 ・外 国法 人 は土地賃 借権 のみ認 め られ る。宅地付属地 ・菜園等 にっ いて

は、市民 ・法人 は所有 権 を有す る。 フ ァーマ ーは、土地 の所有権 は もたず、相

続可能終身占有権 ・賃借権のみ認め られ る。既 に土地所有権 を取得 しているファー

マーは、それ を売却す る権利 を もたない。 ファーマー はその土 地 を抵 当 にいれ

ることはで きない。農業組織(旧 コル ホーズな ど)は 、 そ の土地 を売却 す る こ

とはで きない。 このよ うに、基本 的 には、私有 が認 め られ るのは、宅地 付属地

などの副業経営地 だけ とい うことになる。討論 の後 法案 は採決 に付 され、賛成

270票 、反対23票 、保留3票 で可決 された。投 票総数 お よび反対 票 が少 な い の

は、改革派 が投票 を ボイコ ッ トしたためであ る。保 守派優位 の下 院 の新構成 を

反 映 して、今 回 はあ っさ りと余裕 を もって過半数 の賛成票 を獲得 した ことにな

る。

1996年5月22日 、下院 は土地法案 を、・最終 の第三読会 で可 決 した。 賛成288

票、反対18票 、保留6票 で あ った。反対 がわずか18票 と少 な いのに驚 く。 他 に

投 票不参加 が138人 い るが、 ここには欠席者 も含 まれて い るか ら、 会場 にい な

が ら投票 を拒否 した議員 の数 は分 か らな い(r下 院速記録』1996年 第28巻379頁)。

さてや っと下院 を通過 した土地法典案 で あるが、 それ はそ の後複雑 な経過 をた

どる。同年6月26日 、上 院 はこの法案 を否決 す るので ある。 そ こで同年7月12

日に は、両院 の議員 による協議 会が設置 され、妥協 が模索 された。 その結果策

定 された協議会 の土地法典 案 は、翌1997年6月11日 下院 に より可 決 され、 同年
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7月3日 、上 院 もそれを承認 した。 しか し同年7月21日 、大統領 は拒 否権 を発

動,して、 同法案 への署名を拒否す る。 同法案 の内容 は、土地 の私有権 を認 めて

い る憲法第36条 に違反す る とい うのがその理 由であ った(PO1-6-16)。

大統領 の拒 否権 を覆 して法案 を成立 させ るため には、議会両 院それぞれの3

分 の2以 上 の多数 による法案 の再可決 が必要 であ る。 そ こで1997年9月24日 、

下 院 は3分 の2の 特別多数で、大統領 の拒否権 を覆 そ うと試 み た(以 下 はr下

院速記録』1997年23巻31-40頁 による)。大統領 全権代表 の コテ ンコ フ氏 は、 大統

領 が署 名を拒 否 した理 由を次 のよ うに説 明 してい る。先 ず第一 に、 法案 は農地

の流通 を事実 上禁止 して いる ことであ る。第二 に、土地 の 「連邦所有」 の概 念

が欠如 してい ることで ある。国有地 の57パ ーセ ン トは連邦所有 であ るが(他 は

連邦構成主体 、 自治体 の所有)、 そ の位置づ けが明確で ない。 第 三 に、 私 有概

念 が不 明確で、 農地 は私有地 であ って も処分 で きな い。 「土地 の処 分 権 な き所

有 は所有 で はな く、利用権で あるにす ぎない」。農地 の58パ ー セ ン トは私 有地

なのに、 それ は流通 しない 「死ん だ土地」 なのであ る。

それ に対 して、下 院農業 問題委員会 のチ ェル ヌイ シェフ.委員長(農 業議員 グ

ルー プ)は 、次 の よ うに述べ、大統領 の拒否権 を覆 す よう呼びか けてい る。彼

によれば、民 法典第129条 は、土地 法で その取引が認 め られて い る範 囲 内で土

地 の譲渡 ・移転 は可能 だ と してお り、土地法 によ って土地取 引に制 限を設 ける

ことが可能 であ ることを前提 に して い る。土地法典案 は、一般 の農地 の売却 を

許 していないが、宅地付属地 、菜園等 の 自由な売買 は認 めてい る。 われわれ は

民法典 に従 ってい るのだ 一とい うのが彼 の主張 であ った。

法案 は採決 に付 され、 賛 成293票 、 反対50票 、 保 留5票 で 一旦 否決 され た

(大統領 の拒 否権 を覆す には300票 必要)。 わずか7票 不足 して いた ので あ る。

共産党 のルイ ジ ン議員 が再投票 を要求 し、 その提案 は賛成284票 で可決 され た。

可決 され るまで投票 を繰 り返 す とい ういっ もの手続 であ る。 さすがに議長(こ

の とき議長 を務 めていたの は、第 一副議長 で、 「祖国 一全 ロ シア」 派 の ル イ シ
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コフ氏 で ある)も 、「4年 間毎 回儀 式 のよ うに同 じことを繰 り返 して い る。 否

決 一再投 票」 と呆れて いる。

再投票 の結果 は、賛成304票 、反対52票 、保留5票 で、 今度 は可 決 され た。

大統領全権代表 コテ ンコフ氏 は、「会場 には184人 の議員 しか いない。 … 法

典 が採択 された とみなす ことはで きない」 と叫んだが無駄 で あ った。184人 と

い うの は少 なす ぎて疑 問だが、欠 席議員 に代 わ って仲間 が代理投票 す るのが常

態 であ ったか ら、実 際 には304票 の賛成 はなか ったであ ろ う。 ともか くこの よ

うに して、下 院 は、大統領 の拒否 権を覆す ことに成 功 したのであ る。

しか しこれで新土地法典 が成立 したわ けではない。大統領 の拒否権 を覆す た

めには、上院 もまた3分 の2の 多数 で法案 を再承認 す る必要 があ ったか らで あ

る。 しか し1998年2月18日 、上 院 は法案 をあ っさ りと否決 して しまった。 こう

して保守派主導 で進 め られた土地 法典 の立法作業 は、 振 り出 しに戻 ったわ けで

ある。 もっとも議会側 は、 この法案 に修正 を加 えた上 で、 その修正案 を1998年

4月22日 に下院 が可決 し、 同年5月20日 には上院 も承認 した。 しか し大統領 は、

この法案 を手続違反 で(拒 否権発動 で はな く)議 会 に突 き返 して い る。憲 法第

104条 第3項 によれば、財政支 出を伴 う法案 は、予 め政府 に提 出 して その意 見を

求 めな けれ ばな らないのに、 それがな されて いない とい うので あ る。憲法上 の

手 続 に蝦癌が あれ ば、大統領 は法案 を議 会 に返還 で きるとい うのが、憲法裁判

所 の見解で もあ った(1996年4月22日 判 決)。 これ によ って エ リツ ィ ン政 権下

の土 地法典制定 の試み は頓挫す ることにな るが、後述 の よ うに、保守派 は、 こ

の ときの法案 を再 度次期下院 に提案 す ることになる。

第2節 プーチン政権と新土地法典の成立

2000年3月 、 プーチ ン氏が第二代 の ロシア連邦 大統領 に選 出 され た。1999年

12月 に実施 された下 院選挙(第 三 期下院)で は、共産党 な どの保守 派が議席 を
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大幅 に減 ら し、 プーチ ン与党 の中問派が伸張す ると同時 に・ じり貧状態 であ っ
　

た改革期も若干勢力を回復 した。こうした新しい条件の下で、新土地法典の立

法作業は、政府(中 間派 ・改革派)主 導で進められ、2001年 秋にはっいに新法

典が成立 した。

(1)立 法 の準備 、

プーチ ン政権 と第三期下 院の成立 によ って、土地法典 の立法作業 は仕切 り直

しとな ったが、最初 の一年 間 は、 目立 った動 きはなか った。大統領が、土地 問

題につ いての人民投票 を行 うことを提 案 した こともあ ったが、具体的 な動 きに

はな らなか った。

このよ うな状況 の下 で、2000年 の秋 、下院で は民法典第17章 問題が浮上 した。

改革派で下院立法委員長 の クラシェニ ンニ コフ氏(右 派勢力同盟、元司法大臣)

が、1994年 制定 の民法典第1部 第17章 「土地 に対す る所有権 およびその他 の諸

物権」 を施行 に移す ことを提案 したので ある。土地 の私有制 にっ いて規定 して

いる この第17章 は、 同施行法第13条 によ って、土地法典が施行 され るまで施行

され ない ことにな っていた。新土地 法典 の制定が のめどが立 たず、土培法制 は

空 白のままで あるが、 そのため闇の土地取 引が横行 し、腐敗や投機を生み 出す

原因 とな って いた。 また土地法制 の空 白が、 投資を妨 げて いた。 ク ラシェニ ン

ニ コフ氏 によれば、実際 には1999年1年 間で、70万 件以上 の土 地売買が行われ

た とい う。 それ らを法的枠組 みの中 に取 り込む ために、同氏 は、土地法典制定

に先立 って、 と りあえず民法典第17章 を施行 す る ことを提 案 したので ある。

この提案(民 法典施行法 の改正)は 、2000年9月15日 の下 院で審議 され る こ

とにな って いた。 しか し 「人民代議員」 グル ープを代 表 して ポ ドグル スキー議

員 は、大統領 と議会が土地法典案 を巡 って妥 協の道を探 って いると き、 このよ

(1)こ の選挙結果の分析 にっ いて は、拙著 『現代 ロシア憲法体制 の展 開』(信 山社、2001

年)第3章 第1節 参照。
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うな提案 をす ることは適 当で はない と し、 この問題 を議題 か ら削除す ることを

提案 した。 この提案 は、賛成248票 、反対118票 、保留3票 で可 決 され た(過 半

数は226票。r下 院速記録』2000年44号7-8頁 、100-9-16)。 民法第17章 を施行 す る

とい う提案 は、 同年12月20日 の下 院で は議題 と して取 り上 げ られたが、最初 の

投票 で は賛成178票 、2回 目の投票 で も、賛成201票 で否決 された(r下 院速記録』

2000年67号59頁 、KOO-12-21)。 同 じ提案 は2001年1月25日 の下院で も審議 され、

この ときは賛成229票 、反対168票 、保留4票 で辛 うじて可決 された(過 半数 は

　

226票)。 農工議員 グループのハ リトノフ代表 は、 この可決 に抗議 して、審議 の

ボイ コッ トを呼 びか けて退場 してい る。(r下 院速記録』2001年73号58頁 、NO1-1一
く　

26、KO1-1-26、PO1-1-27)。 とい って もこれ は、 まだ第一読会 の通 過 にす ぎ

なか った(『 法令集』01-6-535)。

しか しその後、土地法典 の起草作業 が進 み始 める。 この時点 で、土地法典 の

立法作業 に一 っの大 きな変化 があ った。 それ は、農地取 引の問題 は先送 りして

特別立法(農 地取 引法)に 委 ね、土地 法典 で はそれ以外 の土地 問題 を規制 す る

ことに したのであ る。農地 の問題 にっ いて は特 に激 しい対立 がみ られ るため、

保守派 への妥協 と して、 このよ うな立 法方 法が とられたのであ る。 したが って

土地法典 が規 制対象 とす るの は、 農地 以外 の市街地、工業 用地 などを中心 とす

ることにな る(宅 地府属地、菜 園な どの副業経営地 を含 む)。 グレフ経済発展 ・

通商相 の説 明 によれ ば、土地 法典 の関わ る土地 は、全土地 の2パ ーセ ント、2.3

(1》農業党は、もともと共産党の有党として、議会で一定の勢力を有 していた。 しかし、

第二期下院における土地法典の審議過程で、農業党の主導する法案を共産党 が支持 し

なかったことか ら、両党の間の亀裂が深まった。1999年 末の下院選挙に際 して、 ラプ

シン党首を初めとする主流派 は、農業党大会での7割の支持 を得て、 プ リマコフ元首

相などの 「祖国一全 ロシア」に参加することを決定 した。それに対 して親共産党のハ

リトノフ氏 らは共産党 と提携 して選挙を闘い、選挙後に 「農工議員グループ」 を結成

した(PO1-1-26、PO1-5-31)。

(2)ロ シア下院は三読会制を採 っている。第一読会では法案の全体 としての可否を問い、

第二読会では個別的な詳細な審議、修正案の審議を、第三読会では最終的に全体 とし

ての採否の決定を行 う。
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パ ーセ ン ト、 あ るい は2.7パ ーセ ン トにす ぎない とい う(KO1-10-11、KO1-

10-27、NO1-9-27、PO1-10-25)。

2001年 の1月30日 と2月21日 、 国家評議会(プ ーチ ン大統領 の創設 した新協

議機 関で、連 邦構成主体 の首長 を メ ンバ ー とす る)で 土地改革 の コ ンセ プ トが

審議 された。 そ こで はス タブロー ポ リ道 のチ ェル ノゴロフ知事 が土地 国有論 を

展開 し、市民 ・法人 には賃借権 のみ与 るべ きだ と主張 した。 ロス トフ州 のチュー

プ知事 は、 「女 を騙 した ら子 を産 む。土地 を騙 して も何 も産 出 しな い」 と述べ、

土地私有論 に反対 した(PO1-10-25、NO1-2-22)。 この よ うに地 方 で は、 土

地私有論 に対す る反対意 見 も強 か った。

下院で は、劣勢 とな った農 工議員 グル ー プが下 院 の 自主 解散 を主 張 した。

「祖 国一全 ロシア」 派 の リー ダーで あるプ リマ コフ氏 の提案 で、 下 院 の農業 問

題委 員会(保 守派 が優勢)で はな く、所有委員会(中 間派の 「統一」派が優勢)

で法案 を審議す る ことにな ったため、 ラプシ ン議 員が 「祖 国 一全 ロ シア」か ら

脱退 す る とい った騒 ぎもあ った。4月19日 に は政府 の土地法典案 が固 ま り、右

派勢力 同盟 、 ヤブ ロコ、 「四角形」 と呼ばれ る中間4派(「 統一」、 「祖 国 一全 ロ

シア」、「人 民代議員」、 「ロシアの諸 地域」)は 原案 に賛成 を表明 した(NO1-9-

27、NO1-5-18、NO1-5-19)。

このよ うな動 きの中で、先 の民法施 行法 の改正問題 は、別 の道 をた どること

にな る。 クラシェニ ンニ コフ案 は棚上 げ とな り、「土地 法典」 だ けで な く、「農

地取引法」 の施行 まで、 民法典第17章 の施行 を引 き延 ばす とい う内容 の民法施

行法 改正 案 が提案 され た。 この改 正 案 は、2001年3月21日 に下 院 を通 過1し

(r法令集』01-14-1295)、 同年4月4日 には上院 もそれを承認(r法 令集』01-15-

1439)、4月16日 に大統 領が署名 し、成 立 した(r法 令集』01-17-1644)。

(2〉 第一 読 会

2001年6月8日 に は、 下 院 で 公 聴 会 が開 か れ(NO1-6-5)、 同 年6月15日 に、
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下 院 は第一読 会で土地法典 を審議 した(以 下はr下 院速記録』2001年101号 による)。

ここで はや っか いな ことに、4っ の土地法典草案 が提 出されていた。第1は 、

1997年6月11日 に下院が可決 し、 その後上 院 も承認 したが、大統 領が署名 を拒

否 した案 である。 その後下院 は3分 の2の 多数 で大統領 の拒否権 発動 を覆 した

が、上院 はそれに失敗 したのであ った。第2は 、1998年4月22日 に下 院 が可 決

し、同年5月20日 上院 も承認 した案 であ る。 大統領 はこの案 につ いて、検討 す

ることな しに議会 に差 し戻 した。既述 の よ うに、立法手続 に蝦 疵が あ るとい う

理 由であ った。共産党 な どの保守派 は、過 去 に成立 をみなか った案 の審議 を継

続す るよう求 めたのであ った。第3は 、政府 が新 たに提 出 した案で あ る。第4

は、 ポフメルキ ン議員 な ど右派勢 力同盟(改 革派)が 提案 した案 であ った。

会議 で は、 まず共産党議員 が第3、 第4の 草案 の審議 を議事 日程 か ら削除す

るよう提案 したが、 それ は賛成145、 反対206、 保留2で 否決 され た。他方 で第

1の 案 を審理 しな いとい う提案 は、賛成244、 反対142、 保留1で 、第2の 案を

審理 しない とい う提案 は、賛成254、 反対137、 保留1で 可 決 された。 こ うして

第3お よび第4の 土地 法典草 案のみが審議 の対象 とな った。

第3案 す なわ ち政府案 は、 グ レフ経済発展 ・通商相 が提案説明 を行 った。同

氏 は、 法案 を提出 した理 由につ いて、「この法案 は ロシア にお け る投 資活 動 の

実現 のため、 ロシア市民 に自 らの所有物 を処分 す る権利 を与 え るための基礎で

ある。土地法典、土地所 有権 は、 ロシア経済 の全建物 の土台 であ る」 と説明 を

始 めたが、会場 は 「恥 を知 れ」 とい う反対 派の怒号 に包 まれた。第4案 は、 ポ

フメルキ ン議員 が提案説明 した。 同氏 は、政 府案 は連邦構成主体 に土地問題 に

つ いて権限 を与 えす ぎてい ると批判 し、土地 問題 の解決 は執行権 力機関で はな

く裁判所 に委 ね るべ きことな どの点 で独 自性を示 しっ っ、条件 によ って は政府 『

案 を支持す ると述べ た。次 いで下院 の プ レスカチ ェフスキ ー所有問題委員長が、

下院 の一連 の委員会 が政府案 を支持 して いる こと、農業 問題委 員会 も条件付 で

賛成 してい ること、専 門の学会 な どか らも支持 されてい ることを報告 した。
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左派(保 守派)は これ らの案 に反対 した。ハ リトノ フ農工議員 グル噺 プ代表

は、草案 は 「ロシアを破壊 し、 わが人民 を奴隷 化す る」 もの と批判 した。 ジュ

ガーノ フ共産党代表 は、地 方 の意見 が反 映 されて いないと批判 した。ハ リ トノ

フ氏 によれば、22の 連邦構成 主体 が政府案 に反対 して いる とい う。 この点 につ

いて 「ヤ ブロコ」派 の ミトロ ヒン議員 は、 反対 して いるのは 「土地 マ フィア」

(旧 コル ホーズ議長 などの農業官僚)で あ り、彼 らは農民 に土 地 を引 き渡 す の

をおそれ てい るのだ、 と反 論 してい る。途 中の休憩時間 の後、共産党 な ど政府

反対派 の議員 は、 かな りの数 が議場 に戻 って来 なか った。 ユ シェ ンコ フ議 員

(右派勢 力同盟)は 、 このよ うな妨 害行為 は犯罪 であ り、 検事 総 長 は刑 事 事件

を提起すべ きだ と発言 して いる。反対派 の ジュガーノフ議員、ハ リ トノフ議員

等 は、会議 を中止 す るよ う緊急提案 したが、賛成30、 反対230、 保 留1で 否決

された。共産党議員 は議長 席 を取 り囲み、 土地 法典が採択 されれば、土地 の少

ない コーカサスで は放 火が起 こるだ ろ うなどと叫んだ。 セ レズニ ョフ議長(共

産党穏健派 で、後 に2002年 には共産党 か ら離 脱す る)は 「もうた くさんだ」 と

叫んで、高血圧 の発作 で倒 れ た(KO1-6-16)。 共 産 党議 長 ジ ュガ ー ノ フ議 員

は、下院 は憲法第72条 に違 反 してい る(土 地 問題 は連邦 と連邦構成主体 の共 同

管轄 とされてい るが、主流 派 は連邦構成主 体の意思を無視 しているとい う意味)

と批判 し、「われわれ は もはや、 国の破壊 と国土 の売却劇 に これ以 上参 加 す る

っ もりはない。 われわれ は労働集団、 国の全市民、全社会層 に、 この問題 を審

議 す るよ う訴 え るだ ろう」 と宣言 して議場 を去 った。共 産党 と農工議員 グルー

プ の議員が それに従 った。

その後各会派 ・議員 グル ープの代表 による討論 が行われ た。「統一」派 、「祖

国 一全 ロ シア」派、 「ヤ ブロコ」派 、「人民代議 員」 グループが、政府案 を支持

す る討 論 を行 ってい る。共産 党 な ど反対派 が退場 して いるので、反対意見 は出

て いな い。独 自案 を出 して いた 「右派勢力 同盟」 も、第二読会で政府案 の修正

を 目指す とした うえで、政府 案 を支持 した。
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これ らの議論 の うち 「右派勢力 同盟」 の ネム ツォフ代 表 の主張 は一番 明確な

ので、簡単 に紹介 しよ う。 同派 は土地私有 権 の確立 を 目指す のであ るが、 その

根拠 を次 のよ うに述べ ている。①官僚主 義が猛威 を振 るって い るロシアで は、

土地私 有権 は、市民 の自由 と独立 の唯一 の保証 であ る。 他 の諸国 の よ うに、国

家権力が強力で あれば、(共 産党 などの主張 す る)土 地 の長 期賃 借 権 で も十 分

か も知 れないが、 ロシア国家 は弱体 で、 しか も腐敗 して いる。② ロシア経済 に

は投資 が不足 してい る。外国資本 を引 き入れ るため には、所有権 の保 証が必要

である。③真 の土地所有 が欠如 して いるため、 闇の土 地市場がのさば っている。

そのためモ ス クワ近郊 で は、1ア ール当 た りの土地 価格 は、4千 ドルか ら1万

5千 ドルだ とい う。④土地市場 は、 無条件 に国家 によ って規制 され るべ きであ

る。市場 の独 占や ラテ ィフ ンデ ィウムには反対 で ある。

⑤外国人 ・外 国法人 の土地 所有 権支持。 ここで ネム ッォフ氏 は、 日本 とア メ

リカの関係 につ いて触れて いる。 「アメ リカ資本主義 の心 臓 部、 繁 栄 す るア メ

リカの シ ンボルで あるマ ンハ ッタンにおいて、建物 の半分 は日本人が所有 して

い る。 この場 合 アメ リカ人達 は自分 を 日本 の植民地 と感 じて いるだ ろ うか。 む

しろ反対で ある。彼 らは全 く別 の感情 を もって い る。二 つの建物(ロ ックフェ

ラー ・セ ンター)を 日本人 に売 り渡 した ロ ック フェラー は、 正 しくも次 の よう

に言 った。 『な るほど彼 らはこの二 っの建物 を買 った。 しか し彼 らはそ れ を東

京 や大 阪 に持 って行 くだ ろ うか。彼 らはど こに も持 って行 くことはで きない。

む しろ彼 らはわが国 にお金 を持 って来 たので あ る』 と」。 ス トル イ ピ ン改 革 の

時代 、 ロシア経済 の25パ ーセ ン トは外国人 に帰属 していたが、 だれ もロシアを

植民地 とみ な して はいなか った。 ネムッォ フ氏 に よれば、彼が ニ ジェゴロ ド州

知事で あ った時、外国人 に1ヘ ク タールの土地 を売 ろ うと して4年 間投 資家を捜

したが無駄 であ った とい う。 ロシアは投 資対象 と して魅 力が ないため、 ロシア

の資金が大量 に国外 に流 出 してい るとい うのに、 われわれ は逆 に外 国人が買 う

とおそれ てい る一 と彼 は言 うのであ る。
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『採決の時が来た
。政府案は、賛成251、 反対22、 保留3で 可決 され た。合 わ

せて、土地法典の施行法案も、賛成236、 反対14、 保留1で 可決 された。「右派

勢力同盟」案は、賛成140、 反対37、 保留2で 否決 された。 こうして政府提 出

の土地法典案は、下院の第一読会を通過 した。下院における政府全権代表のロ

ギノフ氏が、「ロシア連邦の国家権力機関とロシア連邦構成主体の国家権力機

関の間の管轄対象および権限の分割の諸原則および手続に関する法律」第13条

第2項 に従 って、連邦構成主体の意見を聴取すべきことに注意を促している。

(3)第 二読 会

下 院の第 二読 会 を前 に、共産党 は、土地法典 および労 働法 典 に反 対 す る410

万人 の署 名 を集 めた(NO1-7-4)。 法案 に賛成す ると思 われていたヤ ブ ロ コ派

の ラザ レフスキー氏 は、第二読会 開催 日の新聞 に論文 を発表 し、 同派 も法案 に

批 判的であ る ことを明 らか に した。 彼 によれ ば、新法典下 で は、従来 の 「国家

的 ・封 建的 ラテ ィフンデ ィウム」 が、「土地成金(オ リガル ヒ)の ラテ ィフ ン

デ ィウム(中 南米型 の大土地所有者 と農奴的労働者 によ る農 場)」 に代 わ る だ

けだ とい う。 これ は従来か らの左派 の批判 と同 じで あ る。他方 で彼 は、法案 で

は官僚規制 や国家買上制が 目立 ってお り、土地 の自由な流通 を妨 げて いるとい

う改革派 サイ ドか らの批判 もしてい る(NO1-7-14)。 この よ うな批判 が成 り

立 っ ところに、新法 案 の中途半端 な妥 協的性格が表れて いた。

2001年7月14日 、下 院 は第二読会 で土 地法典 を審議 した。下院 の会議 は、 い

っ もその 日の議事 日程 を決定す ることか ら始 まる。 この 日、土地法典 の採択 に

反対 す るグルー プ(農 工 議員 グルー プ と共産党)は 、 まず土地法典 の審議 のた

めの協議委員会 を設 置す る とい う提案 を議事 日程 に加え ることを要求 した。農

工議員 グルー プ代 表のハ リ トノフ議 員 は、「今 日は下 院のみ な らず、 ロシ ア全

体 に とって、 ロシアの農民 に とって、 非常 に重 大で責任 の重 い 日だ」 と語 る。

彼 によれば、土地 法典 の採択 は、連邦 と連邦構成主体 の共 同管 轄で あ り、連邦
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構成主体(全 部で89存 在す る)の うち37が この法案 に反対 して い る以上 、協議

委員会 を設置 しなければな らない と主 張 した(r下 院速記録』2001年113号 第1部

6頁 、10頁)。

1993年 の ロシア連邦憲法第72条 は、 ロシア連邦 と連邦 構成主体 の共同管轄事

項 を列挙 して いるが、 その中 には、「土地 、地下資源、水 資 源 お よび そ の他 の

天然 資源の 占有 、利用 および処分 の諸 問題 」、「土 地 に関す る立法 」が含 まれて

いる。 また1999年 の 「ロシア連邦国家権 力機関 とロシア連邦構 成主体 の国家権

力機関 の間 の管轄対象 および権限 の区分 の諸原則 お よび手 続 にっ いて」 の法律

(以下r権 限区分法」 と略す。r・ シァ連邦法令集』1999年26号3176番)第13条 に よれ

ば、3分 の1を 超 え る連邦構成主 体の国家権力機 関が、共 同管轄事項 に関す る

連邦法案 に全体 と して反対 して いる場合 は、下 院議 員 と関係 す る連 邦構成主体

の代表 による協議 委員会を設置す る ことにな って いる。土地 法案反対派 は、 こ

の規定 に依拠 して協議委員会 の設置 を要 求 したのであ る。

それ に対 して大統領代理人 の コテ ンコフ氏 は、次 の よ うに反論す る。 まず37

の連邦構成主体 が反対 とい うが、 その中 には正規 の手続 きを経 ていない ものが

かな りあ る(下 院の所有委員会が反対意見 と認めたのはそのうち26だ けであ った。N

O1-7-7)。 次 に、反対 の意思 表示 は 「第一読会 の前 に」表明 され るべ きで ある

が、 その よ うな表 明 は9の 構成主体 しか行 って いな い(r下 院速記録』2001年113

号第1部10頁)。 先 の権 限区分法 によれ ば、反対 の意思 表示 はむ しろ 「第 一読 会

後」 に行われ るべ き もの と解せ られ るが、下 院規則 と十分 に整 合 しない点 もあ

り、 コテ ンコフ氏 は、両者 の統一 的解釈 と して この ように解 しているのである。

コテ ンコフ氏 の主張 は、下院所有委 員会 および下 院法制 局 によ って もを支持 さ

れていた。

共産党 の シ ャン ドゥィビン議員 は、 アメ リカの司法長官 を務 め た ことのあ る

クラーク氏の 「ロシアの人々 よ、 自分 の土地 を売 るなかれ。 それ は民族独立 の

ため にあなた達 に残 され た唯一 の ものだ」 なる言葉 を引用 して土地法典 の審 議
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に反対 した(同7頁)。 また共産党 のアル フ ヨー ロフ議員 は、「われわれは、チュ

バイ ス式私有化 よ りももっと重大 な結果 を もた らす よ うな土地法典 を採択 しよ

うと してい ることを よ く考え て欲 しい」 と訴 え て い る(同11頁)。 しか し、 協

議委員会設 置問題 を議 題 に含 める とい う提案 は、賛成176票 、反対131票 、保留

0(他 に投票不参加者 が多 い。可決 に は226票 必要)票 で否 決 された(同11頁)。

粘 る保守派 は、 さ らに共産党 のロマノ フ議員 が、文豪 トルス トイの 「土地 は、

神 と土地 の上 で労 働す るすべての人類 の息子達 に帰属 す る。 それはすべての世

代 の人 々の所有物 なのだ」、「土 地 の売買 は、人 間の奴隷化 の隠 された形態 であ

る」 とい う言葉 を引用 し、土地 法典 の審議 を秋 まで延期す るよ う提案 し、議員

埋 のr良 心」 に訴 え ると語 った(NO1-7-20)が 、 そ の提 案 も、 賛 成164票 、

反対132票 、保 留0票 で否決 された。

こう して土地法典案 が当 日の議題 として確定 した。下院所有委員会 の プ レス

カチ ェフスキー委員長 がその提 案報告 を行 った(r下 院速記録』2001年113号 第1

部16-17頁)。 第一読会 で採択 され た草 案 に加え られた修正 の うち、主 な もの は

次 の通 りであ る。

①外国人 ・外国法人 の土地 に対 す る権利。草案第5条 第2項 は、 「ロ シア連

邦内の外国人 および無国籍者 は、連 邦 の法律 または ロシア連邦 の締結 した国 際

条約が定 める場合 を除 いて、 ロシア連邦市民 と等 しい権利 を有 し、義務を負 う。

この規 則 は外国法人 に も適用 され る」 と規定 していた。っ ま り土地関係 におい

て、 外国人 ・外国法人 は、原則 と して ロシア人 ・ロシア法人 と平等 とみな され

て いた ので あ る。 この点 が修正案 で は、「外 国人、 無国籍者 お よび外 国法人の、

土地 区画 に対す る所有権 を取得 す る権利 は、本法典 および連邦 の諸法律 によ っ

て定 め られ る」 と改 め られ、 それに関連 して、第15条 に、「外 国人 、 無 国籍 者

お よび外国法人 は、 … 国境付近 に存在す る土地区画 の所有権 を取得す る こ

とがで きない」 とい う条項が追加 され た。 こうして外国人 ・外国法人 の土地所

有権 に対 す る制限が明記 され た。 その他 外国人 ・外国法人 の権利 を明確 にす る
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規定が追加 されて いる(第28条 、第30条 、第36条)。

②土地区画 の取引か らの除外 ・制限。草案 で は、取引 か らの除外 ・制限 の意

味が不明確 であ ったが、 それ を明確 に した(第27条)。 反対派 は、 草 案 に よれ

ば、土地 の98パ ーセ ン トは取 引が可能 にな ると批判 していたが、取引の 「除外」

のみな らず、「制限」 の場合 も、私 有 はで きない ことが明記 され、 私 有 化 で き

ない土地(森 林地 な ど)は 飛躍 的に拡 大 した。「除外」 の場 合 は、 賃貸 借 な ど

も禁止 され るのであ る。

③恒久 的利用権 また は相続可能終 身 占有権 の私 的所有 へ の転換。市民 がそれ

まで恒久 的利 用権 また は相続可能 終身 占有権 を有 して いた土地 は、無償 で私 的

所有 に転換 す ることがで きるのであ るが、 それ は 「1回 」 に限 られ ることが明

記 され た(第20条 、第21条)。

その後提案 された多 くの個 別的修正案 も採決 に付 され たが、 その多 くは否 決

された。例えば、外国人 ・外国法人 の土地所有権 を認 めず、賃借権 と期 限付 き

無償利用権 に限定 しよ うと した シポル ト議員(「 人民代議 員」 派)の 修正案 は、

賛成181票 、反対104票 、保留0票 で否決 された(r下 院速記録』2001年113号2部

27頁)。

最後 に、土地法典案全体 の賛否 を問 う採決 が行 われた。投票結果 は、賛成253

票、反対152票 、保留6票 で あ った。 こう して土地法典 案 は下 院 の第 二 読会 を

通過 した(r下 院速記録』113号2部34頁)。

(4)新 土地法典の成立

2001年9月20日 、土地法典案審議 の下院第三読会が開かれ、反対派が最後の

抵抗を試みた。 ミトロファノフ議員(自 由民主党)は 、法案採択の延期を主張

した。「われわれは今統一が必要だ。わが下院の周りは火の海だというのに、

われわれは下院を分裂させようとしている。 … まるで家が火事で燃えてい

るというのにその財産分割を要求している夫婦のようではないか」(r下 院速記



110' 神戸法学年報 第18号(2002)

録』2001年115号19頁)。 アパ ー リナ議員(共 産党)は 、再 び協議委 員会 の設 置 を

要求 した。 また保守 派 は、 この土地法典 によって農地 が私 有化 され ると民衆 に

宣伝 して いたが、 しか しこの土地法典 は、農地 の流通 問題 を規制対象 か ら外 し

てお り(そ れ は別 の法律 に委 ね ることにな って いた)、 そ の点 で反対 派 に譲 歩

して いた。 この点 につ いて コテ ンコフ大統領 代理人 は、反対派が民衆 を惑 わす

宣伝 を してい ると批判 して い る(同20頁)。

土地法典草案 は、討論抜 きで採決 に付 され(第 三読会 では通常討論 は行 われ

ない)、 賛成257票 、反対130票 、保留1票 で可決 された。 続 いて土 地法 典 施行

法 も、 ほぼ同 じ票数 で可決 された(同21頁)。 共産 党 は、投票 に参加で きなか っ

た議員 が いる とい った理 由で再投票 を要求 して議長席 を取 り囲 み、議場 は混乱

したが、 無駄で あ った(KO1-9-21)。 「土 地 の売 り買 いをす る者 は肥 だ め に行

け」 とい った激 しい言葉 も飛 んだ(NO1-9-21)。

同年10月10日 、上院 も賛成103票 、反 対29票 、保留9票 で土 地 法典 を承 認 し

た(90票 で可決 で きる)。 反対派 は、36の 州 が土地法案 に反対 して い ると指 摘

し、確か に法案 に批判 的な地方 も多 か った。 しか し反 対派の多 くは公然 とは反

対 しないだろ うとも予想 されて いた。 プーチ ン政権 は安定 して お り、政権 と正

面か ら対決す ることを望 まない地方指導者 が多か ったか らで ある。結果的 に、

州 の代表 か らな る上 院 は、下院以上 の差 を付 けて、法案 を承認 したことになる。

とはいえ、 その議場 は、上院始 ま って以来 の激 しい論争 の場 となった。例えば、

ビシニ ャコフ ・チ タ州議会代表 は、 「法典 は、土地 を無 限 の売買 に引 き入 れ る

無限 の可能性 を作 り出 して お り、 それ はロシアに悲劇的結果 を もた らす」 と反

対 してい る。 ブイコフ ・カムチ ャ ッカ州代表 は、「われわ れ は犯 罪 との闘 いの

ために資金 を出 さないだ けでな く、 大規模 な犯罪活動 のための条件 を作 って い

る」 と批判 した。 それ に対 して政府 代表 のグ レフ副首相 は、法典 に よって、 麻

薬 や武器 の密 売 と結 びっ いてい る闇 の土地流通 を止 め させ ることがで きる と反
くめ

論 してい る。

(1)地 方の状況 にっ いて。サ ラ トフ州 は土地売買を 自由化 し、16の 州がそれ に続 いた。
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法案 に当初反対 して いたル シコフ ・モ スクワ市 長 も、 その施行 を延期す るよ

う主張 しっつ も、法案 には積極的 な賛成意 見を述べ た。 同市長 によれ ば、 これ

まで投資家 は土地 が買 えないため ロシアヘの投 資 を避 け、 そのため数百万 ドル

を失 った とい う。市場主義者 の書 いた法典 案が、価格統制 を行 って いる とも批

判 して いる。市場価格 で売 れないため、 モスク ワ市 は利益 の90パ ーセ ン トを失

うとい うのであ る(PO1-10-11)。

新法典下 では外国人 が土地 を買 い漁 るだ ろ うとい う批判 に は、根 強 い ものが

あ り、 かつ て ドイ ッ領 であ った こともあ り、 バ ル ト三国 やベ ラル ー シの独立 で

飛 び地 とな ったカ リーニ ングラー ド州 で は、200人 の ドイ ッ人 が土 地 の購入 を

希望 しているな どとい う噂 もあ った(NO1-7-12)。 それ に対 して、 土 地売 買

を 自由化 してい るサ ラ トフ州 のア ブ ドラチ ッポ フ代表 は、 同州 で は土地を買 う

人 の92パ ーセ ン トは ロシア人 だ と答 えて いる。98パ ーセ ン トがそ うだ ともいう。

またグ レフ氏 は、外国人 の問題 は解決済 みであ り、大統領 は国境付 近 の土地 を
て　

外 国 人 が買 う こ とを禁 じ るだ ろ う と語 った(PO1-10-11、KO1一 一10-11、RO1一

10-11、NO1-9-27、NO1-10-11)◎

サ ラ トフ州 では1万 ヘ クタールの耕地の うち、600万 ヘ クター ルが所有 、 また は賃 借

されて いる。 サ ラ トフ州 はかって土地改革を行 ったス トルイピンの領地 だ った とい う

因縁が あるとい う(PO1-10-25)。 ス トローエフ上 院議長 が 知事 を務 め るオ リ ョー

ル州、 タタールスタ ン共和国な ども、農地売買を 自由化 した。 ス トローエ フ氏 は、 か

って 「わが国には土地 はた くさんある。他方で働 く者 は不足 してい る」 と語 り、 外 国

人 の土地所有 に理解を示 して いた(KO1-7-21)。 アルタイ州 は、人民探 票 の結果94

パーセ ン トが農地の売 買に反対 した(KO1-2-22)。50の 連邦構成主体 が農 地売 買 自

由化 の法律を制定 した ともい う(KO1-1-31)。3分 の1と もいわれ る(KO1-2-22)。

独 自の土地法 を もっ タタール スタン共和国で は、記録的 な穀物生産 を記録 し、 農 民 は

豊 かになり、 しか も外国人の土地購入例 は全 くない とい う(PO1-10-11)。1997年

の下院速記録(第23巻)に よれば、 これ まで36の 連邦構成主体 は、工業 企業 の立地 の

私有化 を認めていない。14の 連邦構成主体 は、土地持分 の私有制 を導入 して いない と

い う(34頁)。

(2)土 地の外国人への売却反対論には、個人の所有権 と国家の主権 の混 同 もあ る。 一 部

の論者 は、ア ラスカの例 を上 げる。 かって アラスカは ロシア領であ ったが、1867年 に、

ただ同然の価格で アメ リカに売却 された。土地売買 を自由化すれば、飛 び地 とな って
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2001年10月25日 、大統領 が新土地法典 に署名 し、同法 は正式 に成立 した。

第3節 農地取引法の制定過程

(1)第 一読会

成立 した新土地法典 の第27条 第6項 は、「農地 の取引 は、 農 地 の取 引 に関 す

る連邦 め法律 によ って規制 され る」 と定 めてい る。既述 の よ うに、 農地 に関 し

て は土地法典 か ら切 り離 し、別 の法律 に よって規 制 され る ことにな って いた。

2002年2月 に は、 ボロネ ジ市 で、農業省 の出張 協議会が開かれ たが、同協議

会 は農地 を国有化(ボ ロネ ジ方式)す べ きだ とい う結論 を引 き出 した(102-

2-27)。 国論 はなお大 き く割 れてい たので あ る。 「ロ シア新 聞」 紙 が 同年4月

に行 った世論調 査 によれ ば、 旧 コル ホーズ ・ソフホーズの土地 の現物分割 の是

非 にっいて は、賛 成65パ ーセ ン ト、 反対23パ ーセ ン ト、外国人 への土地売却 に

っいて、賛成19パ ーセ ン ト、反対10パ ーセ ン ト、賃借権 のみ与 え る71パ ーセ ン

ト、私有面積 の制限 にっ いて、賛 成53パ ーセ ン ト、反対11パ ーセ ン ト、地方 権

力の決定 に委 ね る36パ ーセ ン トで あ った(PO2-4-20)。

2002年4月19日 、国家評議 会の幹部会 が開かれ たが、 それ に先だ って、政府

案 に対す る連邦構成主体 の意 見が聴取 された。一それ によれ ば、89の 連邦構成主

体 の うち、無条件支持2、 条件付支持27、 完全 反対6、 態 度未 定37で あ?た

(PO2-4-20)。 結局4月19日 の国家評議会幹部会 は、政府 案 に賛成す る ことを

いるカ リーニ ングラー ド州 や、サハ リン州、千 島列島、 コラ半島、カ レリア共和 国、

沿海道 、 さらにはシベ リア全体が、 アラスカ と同 じ運 命をたどるだろ うとい うの であ

る。 またベー リング海峡 を挟 んで ア ラスカ と対 面す るチ ュコ ト自治州 の現 知事 が、

「有名な犯罪的寡頭資本家 ア ブラモ ビッチ」氏(エ リツィ ン政権下 で登場 した新興 成

金の1人)で あることも、 この問題 と強引に関連づ け られ る。彼がチ ュユ ト自治州 を

外国 に売 り渡す ので はないか とい うのであ る。一般 に、土地売買の 自由化 が、 土地 を

買 い占めた連邦構成主体 の独立化 を促進す るので はないか(ヤ クーチア、 タタール ス

タン、マ リー ・エル、 カル ムイキア、 イ ングーシ、 ダゲ スタンなど)と い う不安 も語

られ る(『 ヂア ローク』01-4-16～17、 同01-5-30～31)。
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決定 した(KO2-4-20)。

法案 は、下院 の農業問題委員会 で審議 され た後、本会議 にか け られた。

農地取引法 の第一読会 は、2002年5月16日 に開 かれた(以 下r下 院速記録』20

02年167号 による)。下院 に は、農地取 引法 の第1案 か ら第7案 まで7っ の草案

が提出 されて いたが、 その うち第3案 は撤 回 されて いた。 まず第1案(政 府案)

か ら提案説明 が始 ま った。政府案 の提案 説明 は、農業省第 一次官 の ミハ リョー

フ氏 と、財産関係省第一次官 の アラッキー氏 が行 った。 次 いで第2案(ガ イダ

ル氏 ら右派勢力 同盟 の案)を 、 フォー ミン議員 が提案説 明 した。右派勢 力同盟

は準与党 であ り、農業 の市場経済化 に抵抗 してい る左派(保 守派)に 対 抗す る

ために対案 を出 しただ けで、基本 的 には政府案 を支持 す る と述 べてい る。

第4案 は、無所属議員 を結集 した 「ロシアの諸地域」 派が提案 した もので あ

る。 同派 のチ ェ トベ リコフ議員 は、政府案 が外 国人 ・外国法人 の土 地所有 を認

めてい ることを批判 し、賃借権 に限 る飛 きことを要 求 した。 また旧 コルホーズ

な どの共有地 につ いて は、 その持分 は観念 的に存在 す るのみで、現地 で の線 引

きをすべ きでな いこと、共有者 の総会 の定足数 を共 有者 の50パ ーセ ン トと定 め

るべ きこと(政 府案 には定 足数の規定 な し)な どを主張 した。 また土 地持分 の

優先 的買取権 は、政府案 のよ うに国家権力機 関 にで はな く、 その土地 の利用者、

賃借人 に与 え るべ きこと、 従来 の土地持分 の賃 貸借関係 を 自動 的 に信託管理 に

変更 す る(政 府案)の で はな く、賃貸借契約 を維 持す べ きことを要求 している。

第5案 は、農工議 員 グループ(共 産党 の友 党)の ハ リ トー ノフ代 表 が、提案

説 明を行 った。同氏 によれば、同年4月22日 の下 院 の公聴会 で は、 ク リー ク農

業 問題委 員長(与 党 の 「祖国 一全 ロシア」派)の 主導権 の下 に実施 されたに も

かかわ らず、発言 した27人 の うち政府案 に賛 成 したの は5人 だ けで、14人 が、

農工議 員 グル ープと共産党 の草案 に賛成 した とい う。本来下 院の農業問題委員

会 は、 この後者 の案 を公式案 として下 院の本会議 に上程 すべ きで あ った と彼 は

言 う。 この第5案 の特徴 は次 の点 にあ った。 まず第一 に、農 地 取 引 の 中心 を売
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買で はな く賃貸借 にお くことであ る。 ハ リ トノフ氏 によれば、 アメ リカ合衆 国

にお いて も農場 の45パ ーセ ン トは賃借地 だ という(た だ し政府案 報告者 の アラ

ッキ ー氏 は、後 の討論 で、 アメ リカ農業 で賃借地 で経営 してい るの は20パ ーセ

ン トと語 って いる)。 第二 に、 外国人 の土地所有 は絶対的 に反対 し、 土 地 占有

につ いて も、 外国 の自然人 につ いて は、 その地域 の10パ ーセ ン ト、 法人 にっい

て は5パ ーセ ン トの面 積 に制限すべ きだ とい う。第三 に、食糧安保 の観点 か ら

も、大規模農業(旧 コル ホーズ ・ソフホー ズとい うことにな る)を 維持 すべ き

こと、第 四に、土地 の用途 の変更や、所有 ・賃貸借 の最高 ・最低 限度 の決定 の

権限 を、連邦構成 主体 に与 え る ことを主張 してい る。

第6案 は、 「祖国 一全 ロシア」 派の もので、 セ ミョーノ フ議 員 が説 明 に立 っ

た。 同派 は政府与 党で あ り、基本的 には政府原案 に賛成 し、 ただ部分 的な修正

を求 めた。最後 にブ ドゥル コフ議員 が、第7案 にっいて説 明 した。

次 に、下 院農業 問題委 員長 ク リ㌣ ク氏(「 祖国 一全 ロシア」)が 、、委員会 が原

案 を絞 らずに、7案 すべて を提案 した事情 を説 明 した。 それ によれば、連邦構

成主体 の各案 に対 す る反応 が分かれ たか らだ とい う。政府案 にっいて は、28の

連邦構成主体 が意 見を寄せ た(連 邦構成主体 の総数 は89)が 、賛成 したの は14

であ った。対抗馬 の農工議 員 グループ案 にっいて は、 同 じく28の 反応 があ り、

その うち14が 支持 した とい う。かって シ ョック療法 的経済改革 を実施 したガ イ

ダル氏(右 派勢力 同盟)案 は、25の 連邦構成主体 が意見 を寄 せたが、賛成 はゼ

ロであ った とい う6本 会議 で ク リー ク氏 は、政府案 を中心 に審議 す るよ う求 め

たが、農業 問題委員会 で はその よ うな ことは決 めていない とい う抗議 の声 が上

が った。 ク リrク 氏 は、 「私 は議員 お よび委 員長 と して 自分 の意 見 を述 べ る権

利が ある」 と答 えてい る。

そ の後 これ らすべての案 にっいて討 論が行 われて い る。断片的 であ るが、多

少紹 介 しよ う。 あ る議員 に、土地取 引 の価格 は どうや って決 めるのか と、初歩

的 と もい うべ き質 問を して いる。 それ に対 して政府案報告者のアラッキー氏 は、
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民法第421条 に従 って自由契約 で定 め るのだ と答 えてい る。 また ア ラッキ}氏

は、外国人 の土地所有権 につ いて外 国 の立法例 を紹介 して いるが、 それ によれ

ば、外国人 の土地所有 を禁止 してい るの は発展途上 国だ けだ とい う。 ただ フラ

ンス、 スイスは国境地帯 の土地 の外 国人 所有 を禁止 して いるとい う
。農民 の91

パ ーセ ン トは土地 の 自由売買 に反対 して いるとい う意見(共 産 党議員)や
、反

対 して いるのは、 アデ ィゲイ共和国、 ボ ログダ州、 クラスノダール道、 タムボ

フ州、 カムチ ャッカ州 の5っ だ けだ とい った議論 が交差 して いる。

討論 の後 採決が なされ、政府案が可決 された。 その賛否 は、 賛 成256票 、 反

　

対143票 、保留1票(226票 で可決で き る)で あ った。対抗す る農工 議員 グルー

プの第5案 は、賛成146票 、反対92票 、保 留0で 否決 された。 こち らは150人 以

上 が投票 に参加 しなか った ことになる。 その他 の案 もそれぞれ賛成 少数 で否決

された。

最後 に保守派 のル イシコフ議 員(ゴ ルバ チ ョフ時代 の ソ連邦首相、 現在 は無

所属)が 、次 のよ うに発言 して、会議 は終了 した。 「敬愛 す る同 僚諸 君 、 私 は

記録 に留 め るために二言 だけ語 りたい。私 は確信 して いる一数十年経 った ら今

日の会議 の ことが研究 されるだろ う。 そ して だれ が どの よ うに振 る舞 ったかを

知 るだ ろ う。 ち ょうどわれ われが今、 この問題が、1912-1913年 の第二 お よび

第三国会で どのよ うに審議 され たかを研究 して いるよ うに。 だか ら私 は、次 の

言葉 を歴史 のために残 してお きたい。 わが国 は、 そ してあなた達 の祖父 は、2

千7百 万人 を戦場 に送 り[第 二 次大戦 の ことであ ろ う]、 外国人か ら国を守 り、

(1)第 一読会 の採決の際の会派 ・グループ別投票行動 を示 してお きた い(『 ソ ビエ ッカ

ヤ ・ロシア』02-6-14)。 プーチ ン政権 の与党 といえる中間派 で は、 『統 一』 派 は、

80人 全員 が賛成。『祖国 一全 ロシア』派 は、賛成44、 反対2、 保留0。 『人 民代 議員』

グループは、賛成40、 反対2、 保留0。 準与党 的な改革派の 『右派勢力同盟』 派 は、

27人 全員 が賛成。『ヤブロコ』派 も、14人 全員賛成。極右の 『自由民 主党 』 派 も、12

人全員賛成。無所属系の 『ロシアの諸地域』 グループは、賛成26、 反対8、 保留1。

純粋無所属 は、賛成12、 反対6、 保留0。 保守派 は、『ロ シア連 邦共 産党 』 派 が、 賛

成1、 反対81、 保留0。 『農工議員 グループ』 は、43人 全員 が反対。
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土地 を守 った。そ して今 日諸君 は、 それを売 り渡 したのだ」。 会場 に は拍 手 が

起 こった。感動 的 と も思 える発言 であ るが、数十年後 の人 々 はどう考 え るで あ

ろ うか。 彼の言葉 に感動す るか、 それ ともロシアを ダメに した旧共産党最高幹

部 の一 人を冷笑す るであろ うか。第一読会 を通過 した農地取 引法案 は、例 えば

『議会新聞』2002年5月30日 に公表 され てい る。

(2〉 第二読 会

農地取 引 法審 議 の第 二 読会 は、2002年6月21日 開 催 され た(以 下の記述 は

r下院速記録』2002年179号 による)。 まず農業問題委員長 のク リーク氏 が報告 した。

彼 に よれば、全会 派 と政府 の代表 が含 まれ る42人 の作業 グループが結成 され、

この間9回 会議 が開かれ た。 これ らの会議 を通 して原案(第 一読会通過案)に

一定 の修正 が施 され た
。主要 な修正点 は、次 の通 りであ る。

①最大 の争点 は外国人 の権利 であ った。第一 読会通過 の原案 で は、外 国人 の

農地所有 は原則 として認 め られ、法律 によ って例外 的 にのみ制限 しうるか のよ

うな規定 にな って いた。 しか し第二読会通 過案で は、外 国人の農地 所有 は全 面

的 に禁止 され ることになるのであ る。 まず原 案の第3条 は、 次の よ うに定 めて

いた◎

原案第3条 外国市民、外国法人、無国籍者、ならびにその定款(共 同出

資)資 本において、外国市民、外国法人および無国籍者の持分が50パ ーセン

トを超える法人は、次の場合は、農地の土地区画の所有権を有することがで

きない。

1.国 境地域 の場合。 その リス トは、 ロシア連邦 国境法 に従 い、 ロシア連

邦大統領 によって定 め られ る。

2.そ の他連邦 の法律 の定 め る場合。
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この点 につ いて先 の作業 グループで は意見 の一 致 を見 ることが で きず、第二

読会 には二っ の案が提 出され た。第一 は、会 派 「人民代議員」 が提 案 した もの

で、外国人(外 国法人等 も同 じ)に は土地賃借権 のみ認 め るとい うものである。

これ は共産党 ・農工議員 グループの意思 に も一 致す る ものであ った。 もう一つ
、

は、政府 と一部 の議員 グループが提 出 した もので、外国人 は3年 間土 地を賃借

し、 その間法律 の定 める要件 を満 た した場合 のみ所有権 を認 め うるとい うもの

で あった。 この場合連邦構成 主体 は、外国人 の権利 を賃借権 のみに制 限す る こ

とが必要 と認めた ときは、 ロシア連邦大統領 にその ことを訴 え、後者 がそれを

決定 す ることにな って いた。 この うち第一案 が採択 され る ことにな った。 その

採 決の結 果 は、賛成366票 、反対6票 、保 留2票 で、圧倒 的多 数 の支持 を受 け

て いた(102-6-22)。 なお外国 の立法例 で は、 国境 地 帯 のみ外 国 人 へ の売却

を禁止 す るとい う例が多 いとい う(KO2-6-22)。

②第二 の争点 は、個 人等 が所有 しうる土地面積 の制 限 の問題で あ った(第4

条)。 一つ の行政単位(具 体的 に何 を意味 す るか は不明 であ るが、 主 と して ラ

イオ ン=地 区を念頭 においてい ると思 われ る)で1人 の者(近 親者 や50パ ーセ

ン トを超 え る持分 を有 す る法人 の所有を含 む)が 所有 しうる土地 の面積 は、連

邦構成主体 が決定 しうるので あるが、第一読会案 で はそれ は35パ ーセ ン ト以上

の数字 で定 め ることにな って いた。 そ の後5パ ーセ ン ト、10パ ーセ ン ト、15パ ー

セ ン ト、20パ ーセ ン トな どの修正提 案が あ り、第二読会 に提 出され た案 で は、

それ は10パ ーセ ン ト以上 と改 め られて いた。っ ま り、 よ り厳 しい面積制 限が可

能 にな った ことにな る。 それで も保守 派 は この規定 に反対 で あ った。ハ リ トノ

フ議員 は、元 の案(35パ ーセ ン ト以上)で は、3家 族 で全土地を独 占し得 たが、

それが10家 族 に変 わ っただけだ と批判 した。 ブ ラ ビノフ議員(『 人民代議 員』)

も、10パ ーセ ン ト以上 とい うことであれば、100パ ーセ ン トと定 め る こ と も可

能 であ り、1人 が全土地 を独 占 しうることになる と批判 した。 ブ ラビノフ議員

は、最高限度 を 「5パ ーセ ン ト以下」 とす るよ う修正案 を 出 した が、 賛 成194
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票(可 決 には226票 必要)で 否決 された。ハ リトノ フ議員 は、1賃 借 人 が賃 借

しうる土 地面積 にっいて も制限を設 け るよ う主張 したが容 れ られず、 こち らは

制限な しとな った(第9条 第6項)。 なお原案 の35パ ーセ ン トとい う数 字 は、

独 占制限法 の規定 に依拠 した とされ る。 しか し独 占制限法は市場占有率を35パ ー

セ ン トに制限 してい るので あ り、他方 で農地取 引法原案 はそれ以上の比率 を定

め うる ことにな っていたか ら、 両者 は全 く正反対 であ る。

結 局、第二読会 での法案全体 の採決結果 は、賛成245票 、反対150票 、保留3

票で あ った◎

(3)農 地取引法の成立

農地取引法の下院第三読会は、2002年6月26日 開催された。共産党議員が審

議の延期を提案 したが、賛成少数で否決された。その後討論抜きで農地取引法

が採決に付され、賛成258票 、反対149票 、保留5で 可決された(r下 院速記録』

2002年180号16頁)。

第一読会で可決 された案(r議 会新聞』2002年5月30日 公表)と 、最終的に成立

した農地取引法 にはかなりの相違がある。主要な点を整理すれば以下のようで

ある。

①外国人等の権利(第3条)。 既述。

②所有地の面積制限(第4条)。 既述。

③信託管理の規定の追加(第12条 第1項)。

④持分所有の連邦構成主体(地 方 自治体)に よる優先的買取権(第12条 第2

項)。 農地の持分所有者がその持分を売却する場合、他の持分所有者が優先的

買取権を有する。 ここまでは原案 も確定法も同じである。原案では、他の持分

所有者が買い取らない場合は、直ちに第三者に売却できることになっていた。

しかし確定法では、連邦構成主体(地 方 自治体)が 第二次の優先的買取権 を有

することになっている。この権利も行使されなかった場合に初めて第三者に売
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却できるのである。さらに確定法では、この第三者への売却価格は、より高い

価格でなければならないことになっている。高い価格を設定して、他の持分所

有者や連邦構成主体による買取りを困難にした上で、第三者に低価格で売ると

いう脱法行為を阻止するためである。

⑤土地の賃貸借の重視。原案には土地賃貸借にっいての独立の条文はなかっ

た(も ちろん土地賃貸借は認められていた)が 、それが新設された(新 第9条)。

これは、土地私有権ではなく、土地賃借権に基づく農業を主張 していた保守派

への譲歩であり、作業グループでは満場一致で決定されたという。 しかし、も

ちろんこのことは、新法が保守派の立場に立 ったことを意味 しない。保守派は

土地国有を維持した上で、農民には賃借権のみを与えることを主張 していたの

であるが、新法は、土地の私有化や売買を認めているからである。実際には土

地取引の75パ ーセントは、賃貸借だと言われる(NO2-5-16)。

⑥農地取引法の基本原則。第1条 第3項 に、農地取引法の基本原則が列挙さ

れ、そこには、上記の①②④の外、農地(持 分所有以外)の 売却の際の連邦構

成主体(地 方 自治体)の 優先的買取権、用途不変更の原則が掲げられた。

2002年7月10日 、上院も農地取引法案を承認 した。賛成126票 、 反対14票 、

保留6票 であった。上院の討論のなかで、ウラジー ミル州議会代表のイリユシ

キン議員(法 案 に反対)が 次のように論 じているのが興味深い。「1917年に土

地 は農民1人1人 に分与 された。7年 後には22パー一セ ントの農民家族が土地を

失い雇用労働者となった。7パ ーセントは大土地保有者となり、国家への商品

穀物納入計画を独占した。彼らは価格をっり上げ、定められた買上げ価格で国

家に売却することを止めた。国家は飢餓の崖っぷちに立たされた。そのため政

府は、予定より早く農業の集団化の決定を採択せざるをえなかった。土地売買

法の採択は、必ず農民を富農、中農、貧農に分解するだろう」(PO2-7-11)。

1917年 の十月革命は、農村共同体を解体し労働者を作りだすという近代市民革

命と同等の役割を果たしたというのであろうか。
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こうして新 しい土地法制が成立 したが、共産党などの保守派は、まだ抵抗を

続けている。その方法は人民投票である。2002年8月 以後、共産党 は人民投票
こめ

の実施 を提起 し始 め た。同党 が提起 して いる人民投票 の質問事項は四っ あるが、

その一 つ は、 「法律 によ って土地(宅 地付属地、菜 園地 な どを除 く)の 売 買 を

禁止す ることにあな たは賛成 ですか」 とい うもので ある。共産党 は この人民投

票 を、2003年 春 に実 施す る ことを計 画 し、2002年9月16日 には、人民投票実施

あための発起人 グル ープの登録 を行 った(NO2-9-24)。 それ に対 して議会多

数派 は、人民投票法 を改正 して、下 院選 挙 または大統領選挙が実施 され る日以

前 の1年 間 は、人民投 票 を実施 で きな いよ うに しよ うとした。人気取 り的な人

民投票 の実施 が、選挙 を歪 め るとい う理 由で ある。2003年12月 には下院 の選挙

が予定 されてい るか ら、 この改正 が成 立す る と、共産党 の 目論 んでい る人民投

票 の実施 は不可能 となるので あ る。

さて人民投票法 は 「憲法的法律」 で あるので、 その制定 ・改正 に は、下 院の

3分 の2以 上、上 院 の4分 の3以 上 の賛成が必要 であ る。 この人民投票法 の改

正案 は、2002年9月18日 に下院 の第一 読会で可決 され た。 可 決 に は300票 必要

であ るが、第一 回 目の投票 で は299票 で1票 足 りなか った。 投 票 が反 復 され た

が、2回 目は297票 、3回 目 も297票 で否決 された。4回 目の投票 でや っと賛成
'
304票 を集 め、可決 された ので ある。実 際 に議場 にいた賛成 議員 は230人 ぐらいF

で、残 る約70人 は同僚議員 に投票 を委 任 して いた ものであ る。会派 でいえば、

共産党 と農工議 員 グループ は全員 が反対、他 の会派 ・グループはほぼ全員 が賛

成 であ った(KO2-9-19、NO2-9-17)。 同年9月20日 に は、 下 院 の第 二 読会

と第三読会 が相 次 いで行 われ、改正 案 は可決 された(後 者の場合賛成票は302票 。

(1)他 の三っの質問事項 は次の通 り。「家賃 ・水道光熱 費 な どを総 額 で家庭 の総塚 入 の

10パ ーセ ン ト以下 に抑 えることに賛成 か」、「最低 賃金 ・最低年金 を2004年 か ら最 低生

活費以上 とす ることに賛成か」、 「森林、天然資源、鉄道、 エネルギー産業 、 防衛 産業

等 を国有 とす ることに賛成か」(SRO2-10-5)。 当初 は死刑 廃止 問題、 国家独 占企

業 の非私有化 問題 な ども、質問項 目として考え られていた(NO2-8-21)。
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KO2-9-21)。 次 いで上院 は、2002年9月25日 、151票 の多数(上 院議員 定数17

8人 の4分 の3以 上、っ ま り135票 で可 決)で 、改正 案を承認 した(KO2-9-26、

102-9-26)。 こうして人民投票 は当面不可 能 とな ったが、 しか し共産 党 はま

だ諦 めてお らず、土地法制 や人民投票 法改正 にっいて、憲法裁判所 へ の提訴を

考えて いる。

第4節 新土地法制の特徴

(1)新 法制の特質

まず新法 の形式的 な特徴 にっ いて触 れてお きたい。筆者 は以前 に も、 ソ連 ・

ロシアの法律 には法的 には無意味 な条項 が多 く、法律 とい うよ りも教科書 の よ

うだ と言 った ことが ある。必要最低 限の権 利 ・義務関係、組織 等 を定 め るので

はな く、そ の分野 の社会関係全体 を記述 し尽 くさない と気 が済 まないのである。

法的規制の外 は 自由の世界 とい う考 え方 で はな く、 すべてが国家規制 の対象 と

考 えて いるか らで もある。 ロシアの法学者 スイ ドロー エフ も同 じことを指摘 し

て いる。彼 によれ ば、成立 した土地法典 は、本来 は2分 の1か3分 の1の 分量 で済

む とい う(r法 学』02-1-6)。 また他 の法 律 の規 定 の反 復 も多 い。 大統 領 の一

般 舶な権 限 とか、連邦 と連邦構成主体 の関係一般 は他 の法律 で定 め られて いる

の に、個 々 の法律で それ を反復す るのであ る。例 えば、大統領 令が法律 に違反

して はな らな いのは当然 の ことで あ るが、 わ ざわざその ような こ とを土地法典

の中 にも規 定す るので ある(第2条 第1項)。 他 の法律 へ の委 任 規定 が異 常 に

多 いの も、 ロ シアの立 法 の特徴で あ る。

特 に奇妙 なの は、 ロシアには、「後 法 は先法 を破 る」、 「特 別 法 は一 般 法 を破

る」 とい う原則 がな いことで ある。民法典第3条 第2項 は、他 の民事法諸規範

は民法典 に適 合 しな けれ ばな らない定 めてい る。他方 で土地 法 典 は、 「連 邦 の

他 の諸法律 … に含 まれ る土地法規範 は、 本法典 に適合 しなければな らない」
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と規定 している。民法典と土地法典の間にはすでに多 くの矛盾があると指摘さ

れているが、その場合はどちらの規定が優先されるのであろうか。今後問題を

生 じるはずである(イ コニッカヤ論文r国 家と法』02-6-6)。

次 に、立法過程における基本的な争点と、その帰結にっいて触れたい。土地

法制を巡る基本的争点は、もちろん土地の私有を認めるか否かという大問題で

あった。エリツィン時代の立法過程では、まだこの点が最大の争点となってい

た。 しかしプーチン時代になると、土地の私有の承認は既定の事実となってい

た。1993年 憲法 は土地の私有を認めていた し、プーチン政権の成立によって、

体制の転換過程は不可逆であることが明確になっていた。政治状況の変化とそ

れを反映した議会の構成の変化によって、土地私有制は否定しがたいものとなっ

ていたのである。共産党などの左派は、土地私有制そのものへの反対の姿勢を

貫いたが、その力点は、外国人の土地所有禁止に移されていった。 したがって

プーチツ時代の土地立法過程の主たる争点は、外国人の土地に対する権利の問

題に絞られていったのである。

土地に対する外国人の権利は、結局次のようなところに落ち着いた。農地に

ついては、外国人、外国法人、無国籍者、およびこれら外国人等が50パ ーセン

トを超える持分を有する法人(以 下、「外国人等」 と略す)は 、 農地を所有す

ることはできず、賃借権のみ認められる(農 地取引法第3条)。 それ以外 の土

地(宅 地付属地等の副業経営地などを含む)の 場合、 外国人等 は、国境地帯

(それに該当する地域の具体的な リストは大統領が作成する)や その他法律 の

定める特別地域 については所有権を取得できない(土 地法典第15条 第3項)。

(2)新 法制 の基 本的内容

新法 の内容上 の特 徴を、現状 と比較 しっつみてお こ う。 ここで は土 地を、①

宅地付属地 な どの副業 経営地等、② ファーマー経 営地、 ③ 旧コル ホーズ ・ソフ

ホーズの持分地、④市 街地 ・企業用地 の四っ に分 けて検討す る。
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① まず宅地付属地、菜園、園芸地、 別荘地(小 屋 を建 て、周辺 で農作 物を栽

培す る)、 個人住 宅用地 な どで ある。 これ らは副業経営地(個 人 住 宅 用地 は こ

の概念 には当て はま らないが)と 総称 す るが、 これ は従来 か らも私有 が認 め ら

れてお り、 自由な売買 も承認 され ていた。 この点 は新法典 で も変わ りはない。

共産党 の ジュガーノフ議長 と農工議員 グル ープのハ リ トノフ代 表 は、 「共産 主

義者 や農 業主義者 は人 々に土地所有権 を与 え る ことを望 んで いな い」 な どとい

うの は悪質 な宣伝 で あ り、 菜園、園芸地、別荘、 住宅 な どの所有権 を認 め、売

却、相続等 を認 めて いると語 って いる(rヂ ア・一ク』01-8-3)。 共産 党 は、 当

初 はこのよ うな副業経営地 の私 有を認 め ることに も反対 していたが、 その後態

度 を改 め、下 院の全会派 ・議員 グル ープが、私有化 を容認 していた。

② ファーマーな どの私有地。 フ ァーマーの私有地 は、1993年10月 の大統領令

によ って 自由な売買 が認 め られて いたはず であ るが、 現実 には売買 は許 されて

いなか った。農地取 引法で は、一般 的 に農地 の売買 を認 めて い るか ら、 フ ァー

マーの私有地 も当然売買 で きる。 この点 は大 きな変化 で ある。 しか しそ こには

大 きな制約 があ る。農地 が売 り出 され た場合、連邦構成主 体(ま た は、 場合 に

よ って は地方 自治体)は 、優先 的な買上 権 を有 してい るか らで あ る(農 地取 引

法第1条 第3項 第3号 、第8条)。 この買上権 が行使 され なか った場 合 に初 め

て、第三 者 に売却す る ことが で きるので ある。連邦構成主体 の この優先 的買上

権 が、現実 にどの程度行使 され るか は分 か らないが、行使 の しようによ っては、

それ は土地 の再 国有化の手段 とな る。農地取 引法 は、私有地 の 自由 な売買 を認

めた とい うよ りも、 む しろ農地 の再国有化 をめ ざ して いる とも言え るのである。

農地所有 の もう一 っの制 限 と して面積制限 があ るが、制限基準 が緩 や かす ぎる

(連邦構成主体が10パ ーセ ン ト以上 の比率 で定 め る)た め、 実 質 的 な意 味 は少

ないので はないか。 巨大 な農業 資本家 の登場 を阻止 す る意味 はあ る。

③ 旧 コルホーズ ・ソフホー ズ地。 これ は一連 の大 統領令 な どに よって その構

成員(実 際 に は農民 よ りもその地域 の労働者 ・年金 生活者 の方 が多 い)の 共有
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地となっているが～国有地のままとなっている場合もかなり残っているようで

ある。 この共有地の持分の売却に際しては、他の持分所有者が優先買取権を有

しており、続いて連邦構成主体(ま たは場合によっては地方自治体)が 第二順

位の優先的買上権を有 している(第1条 第3項 第4号 、第12条)。 ここでも土

地の持分所有権が第三者の手に渡りにくい措置が講じられているのである。

土地の持分所有者は、土地の現物による分割を請求できるのであろうか。こ

の点は従来から認められてはいたが、民法典の共有規定(第246条)に よ り、

他の持分所有者全員の同意が必要であるため、実際にはその実現は困難であっ

た。この点について新法は明記 していないが、従来と同じ扱いになると解せら

れる(農 地取引法第13条 第2項)。 っまり持分地の分割 は、かな り困難である。

④市街地 ・企業用地。企業用地については、企業の私有化に際して、土地も

私有化しうることになっていた(1993年3月 の大統領令や私有化プログラム)

が、現実には連邦構成主体によってまちまちの対応がなされていた。サンクト・

ペテルブルク市では企業用地の私有化を認めていたが、モスクワ市では認めて

いない(賃 借権を売 り出すという方法をとっていた)と いうように。新土地法

典によって、企業用地や都市の住宅地 も私有化が可能となった(第30条 、第34

条、第36条)。 この点は従来 とは大 きく変わったところである。

(3)ま とめ

成立 した新土地法典 と農地取引法は、市場経済に対応したものとしては大き

な制約がある。既述のように、農地の取引には大きな制限があって、むしろ土

地の再国有化をもたらすかのような側面もある。外国人等の権利も大きく制限

されている。取引から除外されている土地の範囲は広 く、また国家による土地

収用の可能性も広範に残されている。しかしロシアの現状からすれば、それに

ふさわしい内容の土地法制と言えるかもしれない。当面この土地法制はロシア

社会に定着し、激しい混乱や新 しい変革の時代が再び訪れるということはない
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であ ろ う。

この新土 地法制 によって、土地関係 の現状 が大 き く変わ るのであ ろ うか。都

市 の土地 にっ いて は、 大 きな変化が生 じうる。企業 はそ の立地 して いる土地 の

所有権 を獲 得 し、 それを担 保 に投資 を促 す方策 を採 るで あろ う。 それ以外 の都

市 の土地 にっ いて も、私有化が促進 されよ う。土地 の62パ ーセ ン トは売 り出さ

れ るだ ろ うとい う予想 もある。 しか しプーチ ン大統領 は、 「地滑 り的 な土 地 の

私有化 は生 じないだ ろ う」 と語 って い る(RO1-10-11)。

他方 で農地 にっ いて は、 農地 取引法 の内容 が現状 追認的で あ ることか ら考 え

て、大 き く変化 す ることはあ りえ ない。 ロシアのあ る論者 も、現状 はほとん ど

変 わ らな いだ ろ うと予想 した後 に、次 のよ うに述 べて いる。 「コル ホ ー ズ ・セ

クターは、なお長 期 にわた って大農業支配者 の領地 の まま残 され る.だろ う。 そ

こには競争者 はお らず、彼が唯一 の所有者 であ る。 ヨー ロッパ の経 験が示す と

ころで は、 これ は農業発展 の最 も効果 的な方法 とはいえ ないが、 ロ シアで は当

面 これ以外 の方法 は不可能で ある」(rブ レーミ㍗』02-28-12)。
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ロシア連邦土地法典

(2001年10月25日 制定、 『ロシア連邦 法令集』2001年44号4147番)

目 次

第1章 総則

第2章 土地の保全

第3章 土地の所有

第4章 土地区画の恒久的(無 期限)利 用、土地区画の相続可能終身占有、他

人の土地区画の限定された利用(地 役権)、土地区画の賃借、 および土地 区

画の期限付無償利用

第5章 土 地に対する諸権利の発生

第6章 土地区画の所有者、土地利用者、土地占有者および土地区画の賃借人

の土地区画の利用の際の権利および義務

第7章 土地 に対する諸権利の消滅および制限

第8章 国家または自治体の必要のための土地区画の収用に際して農業生産お

よび林業に生 じた損害および喪失の賠償

第9章 土地 に対する諸権利の保護 および土地紛争の審理

第10章 土地に対する支払いおよび土地の評価

第11章 土地 モニター、土地改良および国家土地登記簿

第12章 土地保全の遵守、な らびに土地の保全および利用に対するコントロー

ル(土 地 コントロール)

第13章 土地 の保全および利用の分野における法違反に対する責任

第14章 農地

第15章 居住用地

第16章 工業、エネルギー産業、輸送、通信、ラジオ放送、テレビ放送および
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情報産業用の土地、宇宙開発保証のための土地、防衛および安全保障用の土

地、ならびにその他の特別用途の土地

第17章 特別に保護される地域および物件の土地

第18章 森林資源地、水資源地および予備地

「ロシァ連邦土地法典施行法」(2001年10月25日 制定)概 要

第1章 総則

第1条 土地立法の基本的諸原則

1.本 法典およびそれに従 って公布 される土地立法のその他の法令は、以下

の諸原則に基づくものとする。

① 人の生活および活動の基礎としての土地の意義の考慮。この原則に従っ

て土地の利用および保全に関する諸関係の規制が実現されるが、その際、

自然の最重要構成部分として保全される自然的対象として、農業および

林業における生産手段、ロシア連邦領土上における経済的およびその他

の活動の実行の基礎として利用される天然資源として、同時に、不動産

として、土地に対する所有権およびその他の諸権利の対象としての土地

の観念に依拠する。

② 土地の不動産としての利用よりも、環境の最重要構成部分、ならびに

農業および林業における生産手段としての土地保全の優先性。 この原則

に従い、土地の占有、利用および処分は、それが環境に損害を与えない

限りにおいて、土地区画の所有者によって自由に実現される。

③ 人の生命および健康の保護の優先性。 この原則に従い、土地の利用お

よび保全に関する活動の実施に際して、仮りに大きな支出が必要である

場合でさえ、人の生命の維持を保証 し、または人の健康に対する否定的

(有害)な 影響を予防することを可能 とするような決定が採択され、そ

のような種類の活動が実行されなければならない。
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④ 土地に対するその権利に関わる諸問題の解決への市民および社会団体

(その連合体)の 参加。 この原則 に従い、 ロシア連邦市民および社会団

体(そ の連合体)は 、その実施 により土地の利用および保全に際して土

地の状態に影響を与える可能性のある決定の準備に参加する権利を有し、

国家権力諸機関、地方自治諸機関、ならびに経済的およびその他の活動

の主体は、法令で定められた手続および形態において、そのような参加

の可能性を保証する義務を負う。

⑤ 土地区画およびそれと密接に結びついている物件の運命の統一性。こ

の原則に従い、土地区画と密接に結びついているすべての物件は、連邦

の法律が定める場合を除いて、土地区画の運命に従う。

⑥ 特に価値のある土地および特に保護すべき地域の土地の維持の優先性。

この原則に従い、価値のある農地、第一種森林のある森林資源地、特に

保護される天然の地域および対象の土地、文化遺産の物件の占用する土

地、ならびにその他の特に価値のある土地および他の目的のために特に

保護される地域の土地の収用は、連邦の法律の定める手続により制限さ

れ、または禁止される。この原則の確立は、他の種類の土地の意義を否

定したり、減少させるものと解釈 してはならない。

⑦ 土地利用の有償性。この原則に従い、連邦の諸法律およびロシア連邦

構成主体の諸法律によって定められた場合を除き、土地のあらゆる利用

は有償である。

⑧ 用途による土地の各種への分類。この原則に従い、土地の法体制は、

土地のあれこれの種類への帰属、ならびに、地域の地帯区分および法令

の諸要件に従った許可された利用方法に依拠 して定められる。

⑨ 土地の国家的所有のロシア連邦所有、ロシア連邦構成主体所有、およ

び自治体所有への区分。このような区分の法的な根拠および手続は、連

邦の法律によって定められる。
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⑩ 土地の法体制の確立への細分化アプローチ。この原則に従い、法体制

の確立に際しては、自然的、社会的、経済的、お よびその他の要因を考

慮に入れなければならない。

⑪ 社会の諸利益および市民の合法的諸利益の結合。この原則に従い、土

地の利用および保全の規制は、市民に帰属する土地区画の自由な占有、

利用および処分を各市民に保障しっっ、社会全体の利益のために実施さ

れる。

土地諸関係の規制に際 して、民事法令諸規範の土地利用の諸関係の規

制の部分および土地法令諸規範の効力の区別の原則、ならびに土地私有

化の国家規制の原則が適用される。

2.本 条第1項 の定める諸原則に抵触 しない土地法令のその他の諸原則を、

連邦の法律によって定めることができる。

第2条 土地法令

1.土 地法令 は、 ロシア連邦憲法 に従い、ロシァ連邦およびロシア連邦構成

主体の共同管轄の下にある。土地法令は、本法典、連邦の諸法律、および

それらに従って採択されるロシア連邦構成主体の諸法律から成る。

連邦の他の諸法律および連邦構成主体の諸法律に含まれる土地法規範は、

本法典に適合 しなければならない。

土地諸関係は、ロシア連邦大統領令によっても規制することができるが、

それは本法典および連邦の諸法律に違反 してはならない。

2.ロ シア連邦政府 は、本法典、連邦の諸法律、および土地諸関係を規制す

るロシア連邦大統領令によって定められている権限の範囲内で、土地諸関

係を規制する決定を採択する。

3.本 法典、連邦の諸法律、ロシア連邦のその他の規範的諸法令、およびロ

シア連邦構成主体の諸法律に基づき、それらを執行するために、ロシア連

邦構成主体の執行権力諸機関は、その権限の範囲内で、土地法規範を含む
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法令を公布することができる。

4.本 法典、連邦の諸法律、 ロシア連邦のその他の規範的諸法令、ならびに

ロシア連邦構成主体の諸法律～およびその他の規範的諸法令に基づき、そ

れらを執行するために、地方自治諸機関は、その権限の範囲内で、土地法

規範を含む法令を公布することができる。

第3条 土地法令によって規制される諸関係

1.土 地法令 は、当該地域 に居住す る諸民族の生活および活動の基盤として

のロシア連邦の土地の利用および保全に関する諸関係(土 地諸関係)を 規

制す る。

2.地 下資源、水、森林、動物界およびその他の天然資源の利用および保全、

環境の保全、特に保護すべき自然地域および対象の保全、大気の保全、な

らびにロシア連邦諸民族の文化遺産の保護に関する諸関係には、それぞれ、

地下資源法令、森林法令、水法令、動物界法令、その他の天然資源の保全

および利用に関する法令、環境保護法令、大気保全法令、特に保護すべき

自然地域および対象に関する法令、ならびにロシア連邦諸民族の文化遺産

の保護に関する法令、ならびに連邦の特別の諸法律が適用される。

土地諸関係が土地法令によって規制されていない場合、これら諸関係に

は、上記の法令分野の諸規範が適用される。

3・.土地の占有、利用および処分 に関する財産諸関係、ならびに土地に関す

る法律行為の遂行に関する財産諸関係は、土地法令、森林法令、水法令、

地下資源法令、環境保護法令、または連邦の特別の法律によって別段の定

めがない限り、民事法令によって規制される。

第4条 ロシア連邦の締結 した国際条約の適用

所定の手続によって批准されたロシア連邦の国際条約によって本法典の定

めるところとは別の規則が定められている場合は、国際条約の規則の方が適

用される。
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第5条 土地諸関係の当事者

1.土 地諸関係の当事者となるのは、市民、法人、ロシア連邦、 ロシァ連邦

構成主体、および地方自治体である。

2.外 国人、無国籍者、および外国法人の土地所有の取得の権利は、本法典

および連邦の諸法律によって定められる。

3.本 法典の目的のために、以下の諸概念および諸定義が用いられる。

土地区画所有者とは、土地区画を所有する者のことである。

土地利用者とは、恒久的(無 期限)利 用権、またば期限付無償利用権に

基づいて、土地区画を占有および利用する者のことである。

土地占有者 とは、相続可能な終身占有権に基づいて、土地区画を占有お

よび利用する者のことである。

土地区画賃借人とは、賃貸借契約または転貸借契約に基づいて、土地区

画を占有および利用する者のことである。

地役権者とは、他人の土地区画の限定された利用権(地 役権)を 有する

者 のことである。

第6条 土地諸関係の対象

1.土 地諸関係の対象 となるのは、

① 天然の対象および天然の資源としての土地

② 土地区画

③ 土地区画の一部

2.土 地諸関係の対象 としての土地区画とは、土地の表面の部分(土 壌層を

含む)で あり、その境界 は、所定 の手続で線引きされ、確認される。

3.土 地区画は、可分および不可分 とすることができる。部分に分割するこ

とができる土地区画は可分の土地であり、その分割後はそのそれぞれが独

立した土地区画となり、他の種類の土地に転換することがなければ、連邦

の法律が定める場合を除いて、その許可された利用を行うことができる。
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第7条 ロシア連邦における土地の構成

1.ロ シア連邦における土地は、その特定の用途に基づいて、以下の種類に

分けられる。

① 農地

② 居住地

③ 工業、エネルギー、輸送、通信、ラジオ放送、テレビ放送、および情

報のための土地、宇宙活動保証用地、国防および安全保障用地、ならび

にその他の特別用地

④ 特別保護地域および特別保護物としての土地

⑤ 森林資源地

⑥ 水資源地

⑦ 予備地

2.本 条第1項 に列挙 された土地 は、そのために定められた用途に従って利

用される。土地の法体制は、地域の地帯区分に従い、それが帰属している

土地の種類、および許可された利用方法に依拠 して定められるが、その実

行の一般的諸原則および手続は、連邦の法律によって、および連邦の特別

法の諸要件によって定められる。

地域の地帯区分によって定められた諸形態のうち許可された任意の利用

形態は、追加的許可および同意の手続なしに、自主的に選択される。

3.ロ シア連邦の先住少数民族、および種族的共同体の伝統的居住および経

済活動の地において、連邦の諸法律、ロシア連邦構成主体の諸法律および

その他の規範的諸法令、ならびに地方自治機関の規範的諸法令に定めのあ

る場合は、上記の種類の土地の利用の特別の法体制を定めることができる。

第8条 土地の種類の決定および一つの種類から他の種類への変更

1.土 地の種類の決定および一っの種類から他の種類への変更は、以下の機

関によって行われる。
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① 連邦所有地については、ロシア連邦政府によって

② ロシア連邦構成主体の所有地、および自治体所有の農地にっいては、

ロシア連邦構成主体の執行権力機関によって

③ 自治体の所有地は、農地を除き、地方自治機関によって

④ 私有地のうち、農地にっいては、ロシア連邦構成主体の執行権力機関

によって、その他の用途の土地にっいては、地方自治機関によって

一っの種類から他の種類への土地の変更の手続は、連邦の法律によって

定められる。

2.土 地の種類 は以下のものに記載 される。

① 土地区画の供与に関する連邦執行権力機関の法令、ロシア連邦構成主

体の執行権力機関の法令、および地方自治機関の法令

② 土地区画を対象とした契約

③ 国家土地登記簿の諸文書

④ 不動産に対する諸権利およびそれに関わる法律行為の国家登記諸文書

⑤ 連邦の諸法律およびロシア連邦構成主体の諸法律に定めがある場合は、

その他の諸文書

3.本 法典および連邦の諸法律が定める一っの種類から他の種類への土地の

変更の手続の違反は、土地の一定の種類への帰属、または一っの種類から

他の種類への土地の変更に関する証書を無効と認める根拠となる。

第9条 土地諸関係の分野におけるロシア連邦の権限

1.土 地諸関係の分野において、 ロシア連邦の権限に属するのは以下のもの

である。

① 土地諸関係の規制の分野における連邦の政策の基本原則の制定

② 土地区画の所有者、土地利用者、土地占有者、および土地区画の賃借

人の権利の制限、ならびに土地区画の取引可能性の制限の設定

③ 土地の調査、国家土地統制および土地整備の実施、ならびに国家土地
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登記簿の実施の分野における国家管理

④ 国家および自治体の必要のための、買上げの方法を含めた土地区画の

収用手続の制定

⑤ ロシア連邦の必要のための、買上げの方法を含めた土地区画の収用

⑥ 土地の利用および保全の連邦プログラムの策定および実現

⑦ ロシア連邦憲法、本法典および連邦の諸法律によって、ロシア連邦の

権限とされているその他の諸権限

2.ロ シア連邦は、 ロシア連邦の所有(連 邦所有)に 属す る土地区画の管理

および処分を実行する。

第10条 土地諸関係の分野におけるロシア連邦構成主体の権限

1.ロ シア連邦構成主体の権限に属す るのは、ロシア連邦構成主体の必要の

ための、買上げの方法も含めた土地の収用、ロシア連邦構成主体の境界内

にある土地の利用および保全の地域プログラムの策定および実現、ならび

にロシア連邦の権限または地方自治機関の権限の外のその他の諸権限であ

る。

2.ロ シア連邦構成主体 は、 ロシア連邦構成主体の所有下にある土地区画の

管理および処分を行 う。

第11条 土地諸関係の分野における地方自治機関の権限

1.土 地諸関係の分野にっいて地方 自治機関の権限に属するのは、自治体の

必要のための、買上げの方法も含めた土地の収用、ロシア連邦の法令の要

件を考慮に入れた市および村の居住地ならびにその他の自治体の地域の土

地利用および建築の規則の制定、土地の利用および保全の地方プログラム

の策定および実現、ならびに土地の利用および保全の分野において地方レ

づルの諸問題を解決するその他の諸権限である。

2.自 治体の所有下 にある土地区画の管理および処分は、地方自治機関によっ

て実施される。
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第2章 土地の保全

第12条 土地保全の目的

1.ロ シア連邦 における土地 は、当該地域に居住する諸民族の生活および活

動の基盤として保全される。

土地の利用は、エコロジー ・システム、ならびに農業および林業におけ

る生産手段であり、経済的およびその他の活動形態の基盤である土地の能

力の維持を保証する方法によって行わなければならない。

2.土 地保全の目的は、以下の通 りである。

① 土地の劣化、汚染、廃棄物投棄、破壊、および経済活動のその他の否

定的(有 害)な 影響の予防

② 劣化、汚染、廃棄物投棄、破壊、および経済活動のその他の否定的

(有害)な 影響を被 った土地の改善および回復の保証

第13条 土地保全の内容

1.土 地保全のために、土地区画の所有者、ならびに土地区画の利用者、占

有者、およぴ賃借人は、以下の措置をとる義務を負 う。

① 土壌およびその肥沃度の維持

② 水および風による浸食、土石流、浸水、沼沢化、二次的塩化、乾燥化、

固化、放射性物質および化学物質による汚染、生産および消費上の廃棄

物投棄、バイオ汚染を含む汚染、ならびにその結果として土地の劣化を

引きおこすその他の否定的(有 害)な 影響か らの土地の保護

③ 寄生バ クテリア、伝染病媒介害虫および植物の病気による汚染、なら

びに雑草、灌木および低木の繁茂、ならびに土地のその他の種類の劣悪

化からの、農地およびその他の土地の保護

④ バイオ汚染および廃棄物投棄を含む汚染の結果の除去

⑤ 達成された土地改良の水準の維持
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⑥ 破壊された土地の再肥沃化、土壌の肥沃度の回復、土地の時宜を得た

流通

⑦ 土地の侵害と関連 した作業の実施に際しての土地の肥沃度の維持およ

びその利用

2.土 地保全のために、連邦、地域および地方の土地保全プログラムが策定

され、経済活動、自然の諸条件およびその他の諸条件の特殊性を考慮に入

れた土地保全の義務的諸措置のリストをその中に含むものとする。

土地の状態、および定められた土地保全諸措置の効率性の評価は、エコ

ロジー上の鑑定、ならびに法令によって定められた保健衛生的ならびにそ

の他の諸規範および諸要件を考慮に入れて実施される。

3.新 技術の定着化、ならびに土地改良および土地肥沃度の向上プログラム

の実現は、それが法令の定めるエコロジー上、保健衛生上、およびその他

の諸要件に適合しない場合は禁止される。

4。 土壌層の破壊を もたらす建設作業、および有用な鉱物資源の採掘作業の

実施に際して、土壌の肥沃層は採取され、生産性の低い土地の改良のため

に利用される。

5.人 の健康および環境の保護の目的で、土壌の状態を評価するために、ロ

シア連邦政府によって、有害な物質、有害な微生物、および土壌を汚染す

るその他の生物性物体の最大許容濃度の基準が定められる。

土壌のエコロジー上の基準への適合性の検査を実施するため、土壌検査、

地球植物学上、農芸化学上およびその他の検査が実施される。

6.土 地の劣化の予防、ならびに土壌および汚染地域の肥沃度の回復のため

に、ロシア連邦政府の定める手続により、土地の取引からの除外をともな

う土地の保存が許される。

7.極 北地域 における トナカイ牧場、遊牧地、および季節的放牧地となって

いる土地の保全は、連邦の諸法律、ロシア連邦のその他の規範的諸法令、
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ならびにロシア連邦構成主体の諸法律およびその他の規範的諸法令に従っ

て実施される。

8.土 壌の肥沃度の維持および回復、 ならびに経済活動の否定的(有 害)な

影響か らの土地の保護に対する土地区画の所有者、利用者、占有者および

賃借人の関心を高めるために、財政法令および租税 ・公課法令の定める手

続に従い、土地の保全および利用の経済的刺激制度を実施することができ

る。

第14条 放射性および化学性汚染を被 った土地の利用

1.放 射性および化学性汚染を被 った土地、および法令の定める諸要件に応

じた産物の生産が保証されていない土地は、その利用を制限し、農地の分

類から除外しなければならず、その保存のために予備地に組み入れること

ができる。これらの土地での農産物の生産および販売は禁止される。

2.放 射性および化学性汚染を被 った土地の利用、保護地帯の制定、これら

の土地の上に存在する住宅、生産用途の設備、ならびに住民の社会的およ

び文化生活的サービス設備の保存、ならびにこれらの土地における土地改

良および耕作機械作業の実施の手続は、放射性的および化学的な影響の最

大許容限度基準を考慮に入れて、ロシア連邦政府によって定められる。

3.そ の活動の結果、土地の放射性および化学性汚染をもたらし、その用途

に従った利用を不可能にし、またはその質を悪化させた者は、本法典第57

条および第58条 の規定に従い、農業および林業の生産の損害および喪失を

完全に賠償し、放射性および化学性汚染を被った土地の汚染除去の費用、

および用途に従った利用に適した状態を回復するための費用を補償 し、ま

たは、保存のために予備地に組み入れられた場合には、土地区画の所有者

に、その土地の範囲内で、その価格を補償するものとする。
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第3章 土地の所有

第15条 市民および法人の土地所有

1.ロ シア連邦の法令の定める事 由に基づいて市民および法人の取得 した土

地区画は、市民および法人の所有(私 的所有)で ある。

2.市 民および法人 は、土地区画の所有を取得するための平等の接近の権利

を有する。国有または自治体有の下にある土地区画は、本法典および連邦

の諸法律により私有化することができない土地区画を除いて、市民および

法人の所有に供与することができる。

3.外 国市民、無国籍者、および外国法人は、ロシア連邦の国境に関する連

邦の法令に従ってロシア連邦大統領がその一覧表を定める国境地帯、およ

び連邦の諸法律に従って特に定められたロシア連邦のその他の地域の土地

区画の所有権を取得することはできない。

第16条 国家の土地所有

1.市 民、法人または自治体の所有の下にない土地は、国有である。

2.国 有地の、ロシア連邦の所有(連 邦所有)、 ロシァ連邦構成主体の所有、

および自治体の所有(自 治体所有)へ の区分は、「国有地の区分 にっいて」

の連邦の法律に従って行われる。

第17条 ロシア連邦の土地所有(連 邦所有)

1.連 邦所有 となるのは、以下の土地区画である。

連邦の法律によってそのように認められた土地区画

ロシア連邦のその所有権が、国有地の区分によって生 じた土地区画

民事法令の定める事由に基づいて、ロシア連邦によって取得された土地

区画

2.連 邦所有の中には、「国有地の区分にっいて」の連邦の法律に定められ

た事由に基づいて、私的所有に供されない土地区画を設定することができ

る。
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第18条 ロシア連邦構成主体の土地所有

1.ロ シア連邦構成主体の所有 となるのは、以下の土地区画である。

連邦の法律によってそのように認められた土地区画

ロシア連邦構成主体のその所有権が、国有地の区分によって生 じた土地

区画

民事法令の定める事由に基づいて、ロシア連邦構成主体によって取得さ

れた土地区画

2.ロ シア連邦構成主体の所有の中には、以下のような私的所有に供されな

い土地区画を設定することができる。

ロシア連邦構成主体の所有下にある不動産の占用している土地区画

ロシア連邦構成主体の国家権力諸機関、ならびにロシア連邦構成主体の

国家権力諸機関によって創設された国有一元企業および国家施設に供与さ

れている土地区画

特別に保護されている地方 レベルの天然地域の土地、連邦の法律に従っ

てロシア連邦構成主体の所有となっている森林資源地、ロシア連邦構成主

体の所有となっている水域によって占用されている水資源地、および再分

配用土地資源の土地に属する土地区画

その私有化以前はロシア連邦構成主体の所有下にあった私有化された財

産の占用している土地区画

第19条 自治体の土地所有

1.自 治体の所有 となるのは、以下の土地区画である。

連邦の諸法律、およびそれに従って採択されたロシア連邦構成主体の諸

法律によって、そのように認められた土地区画

自治体のその所有権が、国有地の区分によって生 じた土地区画

民事法令の定める事由に基づいて、取得された土地区画

2.自 治体所有の中には、「国有地の区分にっいて」の連邦の法律に定めら
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れた事 由 に基づ いて、私 的所有 に供 され ない土地区画を設定 す る ことがで

きる。

3.自 治体 の発展 の保証 のため に、 自治体 の境界の外 にある もの も含 め、国

有 の下 にある土地 を、 自治体 の所有 に無償で譲 渡す ることがで きる。

4.ロ シア連 邦構成主体 であ る連邦 レベルの都市、っ ま りモスクワ市お よび

サ ンク ト・ペテル ブル ク市 にお いて は、国有地の区分 に際 して、 土地区画

は自治体 所有 に譲渡 されない。

bシ ア連邦 の これ らの構成主体 にお ける土 地区画 に対 す る自治体所有権

は、 ロシア連邦 の これ らの構成主体 の法律 に従 って、 モスクワ市 およびサ

ンク ト・ペテル ブル ク市 の所有 す る土地区画の 自治体所有 へ の譲 渡 に際 し

て発生 す る。

第4章 土地区画の恒久的(無 期限)利 用、土地区画の相続可能終身占有、他

人の土地区画の限定された利用(地 役権)、土地区画の賃借、 および土地区

画の期限付無償利用

第20条 土地区画の恒久的(無 期限)利 用

1.土 地区画は、国家および自治体の施設、連邦国営企業、ならびに国家権

力諸機関および自治諸機関の、恒久的(無 期限)利 用に供される。

2.土 地区画は、市民の恒久的(無 期限)利 用には供されない。

3.国 有 または自治体有の下にある土地区画において、本法典の施行以前に・

市民または法人に生じた恒久的(無 期限)利 用権は、維持される。

4.恒 久的(無 期限)利 用権に基づいて土地区画を保有する市民および法人

は、この土地区画を処分する権利を有しない。

5.恒 久的(無 期限)利 用権に基づいて土地区画を保有する市民は、その所

有権を取得する権利を有する。各市民は、その恒久的(無 期限)利 用の下

にある土地区画を、一度に限り無償で取得する権利を有する。その場合、
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連邦の法律の定める手数料以外に、追加の金銭を徴収することは許されな

いo

第21条 土地区画の相続可能終身占有

1.国 有または自治体有の下にあり、本法典の施行以前に市民によって取得

された土地区画の相続可能終身占有権は、維持される。本法典の施行以後

は、土地区画の相続可能終身占有権の市民への供与は許されない。

2.相 続可能終身占有権の下にある土地区画の処分は、土地区画に対する権

利の相続に基づく・移転を除いて、許されない。土地区画の相続可能終身占

有権の相続による移転の国家登記は、相続権証明書に基づいて行われる。

3.土 地区画を相続可能終身占有 している市民は、その所有権を取得する権

利を有する。各市民は、その相続可能終身占有の下にある土地区画を、一

度に限り無償で取得する権利を有する。その場合、連邦の法律の定める手

数料以外に、追加の金銭を徴収することは許されない。

第22条 土地区画の賃借

1.外 国市民および無国籍者 は、本法典に定めのある場合を除いて、ロシア

連邦領土上にある土地区画の賃借権を有することができる。

2.土 地所有者 は、本法典第27条 第4項 に定めのある場合を除いて、民事法

令および本法典に従い、土地区画を賃貸することができる。

3.土 地区画の賃貸借契約の期間が満了したとき、その賃借人は、本法典第

35条第3項 、第36条第1項 および第46条 に定めのある場合を除いて、土地

区画の新 しい賃貸借契約を締結する優先権を有する。

4.賃 借料の金額は、賃貸借契約によって定められる。ロシア連邦政府は、

国有または自治体有の下にある土地区画の賃貸借の場合の賃借料の決定の

一般原則を定めることができる。

5.土 地区画の賃借人は、土地区画の賃貸借契約に基づく自らの権利および

義務を、第三者に譲渡する権利を有すが、その中には、土地区画の賃貸借
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契約によって別段の定めがない限り、土地区画の所有者に通知するという

条件の下で、その同意なしに、土地区画の賃貸借契約の期限の範囲内で、

土地区画の賃借権を担保に入れ、経済組合もしくは会社の定款資本に出資

部分として投下 し、または生産協同組合の持分として出資することが含ま

れる。この場合、賃借権を担保に入れる場合を除いて、土地区画の新 しい

賃借人は、土地区画の賃貸借契約に基づいて、賃貸人に対して責任を負う。

その場合、土地区画の新 しい賃貸借契約の締結は要求されない。

6.土 地区画の賃借人 は、土地区画の賃貸借契約によって別段の定めがない

限り、土地区画の所有者に通知するという条件の下で、その同意なしに、

土地区画の賃貸借契約の期限の範囲内で、賃借している土地区画を転貸す

る権利を有する。転借人には、本法典の定める土地区画の賃借人のすべて

の権利が及ぶ。

7.土 地区画は、国家 もしくは自治体の必要のために、または調査活動の実

施のために、1年 以下の期間賃貸することができる。この場合土地区画の

賃借人は、土地区画の賃貸借契約の期限の範囲内に、賃貸人の要求により、

土地区画を許可された利用条件に従って利用するに適 した状態にする義務

を負う。すなわち活動の実施に際して生 じた損害を賠償 し、土地区画の再

耕地化のために必要な作業を行い、法律および(ま たは)土 地区画の賃貸

借契約の定めるその他の義務を果たさなければならない。

8.国 有または自治体有の下 にある土地区画の売却に際して、当該土地区画

の賃借人は、本法典第36条 第1項 に定めのある場合を除 き、共有権の持分

の第三者への売却の場合のために民事法令によって定められた手続により、

その優先的買取権を有する。

9.国 有 または自治体有の下 にある土地区画の賃貸借に際して、土地区画の

賃借人は、土地区画の所有者にそれを通知するという条件の下で、その同

意なしに、土地区画の賃貸借契約の期間の範囲内で、5年 以下の期間、本
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条第4項 および第5項 の定める権利および義務を含め、 この契約に基づ く

自らの権利および義務を、第三者に譲渡する権利を有する。

土地区画の賃貸借契約の諸条件の、賃借人の同意なしの変更、および土

地区画の賃貸借契約によって定められたその賃借人の権利の制限は、許さ

れない。5年 を超える期間を定めて締結 された土地区画の賃貸借契約の賃

貸人の要求による期限前の解除は、賃借人によるその土地区画の賃貸借契

約の本質的違反があった場合に、裁判所の判決に基づいてのみ可能である。

10.成 人に達 していない者によって土地区画が相続された場合は、その法定

代理人は、相続人が成人に達するまでの期間、これらの土地区画を賃貸す

ることができる。

11.取 引か ら除外された土地区画は、連邦の法律が定める場合を除き、賃貸

することはできない。

第23条 他人の土地区画の限定的利用権(地 役権)

1.私 的地役権は、民事法令に従 って定められる。

2.公 的地役権は、それが国家、地方 自治または地域住民の諸利苺の保証の

ために不可欠の場合、土地区画の収容なしに、ロシア連邦の諸法律もしく

はその他の規範的諸法令、ロシア連邦構成主体の規範的諸法令、または地

方自治機関の規範的諸法令によって定められる。公的地役権の設定は、公

聴会の結果を考慮に入れて実施される。

3.公 的地役権 は、以下のために設定することができる。

① 土地区画の徒歩または車による通過

②,公 共サー ビス用、工学用、電気用およびその他のラインおよびネット、

ならびに輸送用インフラストラクチャの修理のための土地区画の使用

③ 土地区画上における境界標および測地標、ならびにそれらへの通路の

設置

④ 土地区画における排水工事の実施
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⑤ 水域および水飲み場からの取水

⑥ 土地区画の家畜の通過

⑦ 土地区画における草刈りおよび家畜の放牧。その継続期間は、森林資

源中の土地区画を除いて、地域の諸条件および習慣による。

⑧ 所定の期間、所定の手続で、狩猟、土地区画上の閉鎖水域における漁

労、および野生植物の採集のための土地区画の利用

⑨ 調査、研究およびその他の活動の実施のための土地区画の一時的利用

⑩ 水域地帯への自由な接近

4.地 役権 は、期限付きまたは恒久的でありうる。

5.地 役権の行使 は、それが設定された土地区画にとって、最も負担が少な

い方法でなければならない。

6.私 的地役権が設定 されている土地区画の所有者は、連邦の法律によって

別段の定めがない限り、地役権者に相応の支払いを請求する権利を有する。

7.公 的地役権の設定が土地区画の利用を不可能にする場合は、土地区画の

所有者、土地利用者および土地占有者は、公的地役権を設定した国家権力

機関もしくは地方自治機関が損害を賠償して、買上げの方法を含め当該土

地区画を収用するか、または損害を賠償 して同価値の土地区画を供与する

よう要求する権利を有する。

公的地役権の設定が土地区画の利用を著 しく困難にす多場合は、その所

有者は、公的地役権を設定した国家権力機関もしくは地方自治機関に、相

応の支払いを請求する権利を有する。

8.公 的地役権の設定 によってその権利および合法的諸利益が侵害された者

は、裁判手続で自らの権利の保護を実現することができる。

9.地 役権は、「不動産に対す る諸権利およびそれに関わる法律行為の国家

登記について」の連邦の法律に従って国家登記 しなければならない。
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第24条 土地区画の期限付無償利用

1.期 限付無償利用に供することができるのは、以下の土地区画である。

① 国有または自治体有の下にある土地は、本法典第29条 の定める国家権

力または地方 自治の執行機関によって、本法典第20条 第1項 の定 める法

人に、1年 以下の期間供与 される。

② 市民 または法人の所有の下にある土地は、契約に基づいて、他の市民

または法人に供与される。

③ 本条第2項 に掲げられた組織の土地 は、職務用分与地 として市民に供

与される。

2.職 務用分与地は、輸送業、林業、林工業、狩猟業、国立自然保護区域、

および国立公園の諸組織を含め、個々の経済分野の組織の労働者に、期限

付無償利用に供される。

職務用分与地を受け取る権利を有する分野の諸団体の労働者の種類、お

よびその供与の諸条件は、ロシア連邦の法令およびロシア連邦構成主体の

法令によって定められる。

職務用分与地は、そのような団体の労働者に、当該組織の決定により、

その組織に属する土地区画から、労働者の申請に基づいて》労働関係の設

定時に供与される。

職務用分与地を利用する者の権利および義務は、本法典第41条 第1項 、

ならびに第42条 第2、 第4、 および第7な いし第9パ ラグラフの規則に従っ

て定められる。

第5章 土地に対する諸権利の発生

第25条 土地に対する諸権利の発生の事由

1.本 法典第3章 および第4章 の定める土地区画に対す る諸権利は、民事法

令および連邦の諸法律の定める事由に基づいて発生 し、「不動産に対する
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諸権利およびそれに関わる法律行為の国家登記にっいて」の連邦の法律に

従って国家登記 しなければならない。

2.土 地区画 に関する法律行為の国家登記は、連邦の諸法律が指示する場合

は義務である。

3.土 地区画の国有化の時点で有効であった法令に従って1991年1月1日 ま

でに国有化 された土地区画は返還を要せず、また土地区画の価値は賠償ま

たは補償を要 しない。

第26条 土地区画に対する諸権利の証書

1.本 法典第3章 および第4章 の定める土地区画に対する諸権利は、「不動

産に対する諸権利およびそれに関わる法律行為の国家登記について」の連

邦の法律に従い、証書によって証明される。

2.土 地区画の賃貸借、土地区画の転貸借、および1年 未満の期限で締結 さ

れた土地区画の期限付無償利用の契約は、連邦の法律に定めのある場合を

除いて、国家登記を要 しない。

第27条 土地区画の取引可能性の制限

1.土 地区画の取引は、民事法令および本法典に従って行われる。

2.取 引か ら除外 される土地 に属する土地区画は、これを私的所有に供すこ

とはできず、民事法令の定める法律行為の対象となることもできない。

取引を制限される土地に属する土地区画は、連邦の法律に定めがある場

合を除いて、これを私的所有に供すことはできない。

3.土 地区画の取引の制限の内容 は、本法典および連邦の諸法律によって定

められる。

4.連 邦所有の下にある以下の諸施設が占用している土地区画は、取引から

除外される。

① 国立自然保護区域および国立公園(本 法典第95条 が定めている場合を

除 く)
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② ロシア連邦軍・ロシア連邦国境警備隊、ならびにその他の軍隊、軍事

組織および軍事機関が恒常的活動のために配備されている建物、建造物

および設備

③ 軍事裁判所が設置されている建物、建造物および設備

④ 連邦保安局の諸組織の施設

⑤ 連邦国防機関の諸組織の施設

⑥ 原子力エネルギー利用施設、ならびに核資料および放射性物質の保管

地域

⑦ その活動のために行政的 ・地域的閉鎖区が設けられている諸施設

⑧ ロシァ連邦司法省の矯正労働施設およびロシア連邦内務省の療養労働

予防施設

⑨ 軍用および民間用墓地

⑩ ロシア連邦国境の警備および防衛のために構築された工学的機械設備、

通信線および交通路

5.国 有 または自治体有の下 にある以下の土地区画は、取引が制限される。

① 本条第4項 に列挙 されていないが、特に保護されている自然地域内の

土地区画

② 連邦の諸法律によって定められた場合を除く森林資源内の土地区画

③ 国有または自治体所の下にある水資源を構成する水域が占めている土

地区画

④ ロシア連邦の諸民族の文化遺産の特に価値のある物件、世界遺産のリ

ストに掲載されている物件、歴史的 ・文化的保護地域、および考古学的[

遺産の物件の占用する土地区画

⑤ 防衛および安全の保障、防衛産業ならびに税関の必要のために供与さ

れ、かっ本条第4項 に列挙されていない土地区画

⑥ 行政的 ・地域的閉鎖区の範囲内にあり、本条第4項 に列挙 されていな



148 神戸法学年報 第18号(2002)

い土地区画

⑦ 海港、河川港、駅、飛行場、および空港を含む輸送組織、空路および

海路の航行を保証する設備、ならびに国際輸送路の構築地帯におけるター

ミナルおよび総合ターミナルの必要のために供与された土地区画

⑧ 通信の必要のために供されている土地区画

⑨ 宇宙インフラストラクチャの諸施設が占用する土地区画

⑩ 水力工学設備の諸施設の下にある土地区画

⑪ 毒物および麻薬剤の生産のために供与された土地区画

⑫ 危険な廃棄物もしくは放射性物質に汚染された土地区画、またはバイ

オ汚染もしくはその他の土地の劣化を招いている土地区画

6.農 地の取引は、農地の取引に関する連邦の法律によって規制される。

7.本 条第6項 は、個人用の住宅建築、ガ レージ建設、副業経営、別荘地経

営、菜園、畜産、および園芸の実施のために、農地の.中か ら市民に供与さ

れた土地区画、ならびに建物、建造物および設備の占用している土地区画

には適用されない。

第28条 国有または自治体有の下にある土地区画に対する権利の取得

1.国 有または自治体有の下にある土地区画は、市民および法人の所有また

は賃借に供され、本法典第20条 第1項 が定める場合は、法人の恒久的(無

期限)利 用に供 され、本法典第24条 第1項 が定める場合 は、市民および法

人の期限付無償利用に供される。

2.国 有または自治体有の下 にある土地区画の、市民および法人への所有権

の供与は、有償である。本法典、連邦の諸法律およびロシア連邦構成主体

の諸法律に定めがある場合は、市民および法人への所有権の供与は、無償

で行うことができる。

3』 本法典第20条 第5項 および第21条 第3項 の定める事例には、本法典第30

条ない し第34条 の定 める土地区画の供与手続 は、適用されない。土地区画
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の所有権の供与に関する決定は丸本法典第29条 の定める国家権力の執行機

関または地方自治機関に書面で申請書を提出した日から2週 間以内に採択

しなければな らない。

4.以 下の場合を除いて、国有 または自治体有の下にある土地区画にっいて、

建築のために市民および法人へ所有権を供与することを拒否することは、

許されない。

土地区画が取引から除外されている場合

連邦の諸法律によって土地区画の私有化の禁止が定められている場合

国家または自治体の必要のために土地区画が予備地に編入されている

場合

取引を制限され、国有または自治体有の下にある土地区画は、それを市

民および法人の所有に供することが連邦の法律によって許されている場合

は、市民および法人に所有権を供与すること拒否することは許されない。

5.外 国市民、無国籍者および外国法人には、本条に従い、有償でのみ土地

区画の所有権が供与されるが、その金額は、本法典によって定められる。

第29条 土地区画を供与する国家権力の執行機関および地方自治機関

国有または自治体有の下にある土地からの市民および法人への土地区画の・

供与は、本法典第9条 、第10条 および第11条 に従い、当該土地区画の供与権

を有する国家権力の執行機関または地方自治機関の権限の範囲内で、その決

定に基づいて行われる。

第30条 国有または自治体有の下にある土地からの建築のための土地区画の供

与手続

1.国 有 または自治体有の下 にある土地からの建築のための土地区画の供与

は、

① 物件の設置場所の事前の合意なしに、

② 物件の設置場所の事前の合意を得て、
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それらの土地区画の形成作業を実施 して行われる。

2.物 件の設置場所の事前の合意な しの、土地区画の建築のための所有権の

供与は、専ら本法典第38条 に従い、競売(コ ンクー一ル、 オークション)に

よって実施され る。

3.物 件の設置場所の事前の合意を得た土地区画の建築のための土地区画の

供与は、賃借権のかたちで実現され、本法典第20条 第1項 の定める施設等

については恒久的(無 期限)利 用に供される。

4.物 件の設置場所の事前の合意な しの、建築のための土地区画の供与は、

以下の手続で実施される。

① 土地区画の形成作業の実施

土地区画の境界案の準備および現場における境界の画定

土地区画の許可された利用方法の決定

工学技術的保証網へ諸施設を接続するための技術的諸条件の決定

競売(コ ンクール、オークション)の 実施、または競売(コ ンクール、

オークション)の 実施なしの土地区画の供与 の決定の採択

競売(コ ンクール、オークション)の 実施に関す る通知、 または競売

(コ ンクール、オークション)の 実施なしの土地区画 の供与 についての

申請の受理に関する通知の公表

② 本法典第70条 め定める規則に従 った土地区画の国家登記簿への記帳

③ 土地区画の供与に関心を有する市民または法人の申請に基づいた土地

区画の売買、もしくは土地区画の賃貸借契約の締結権の売買にっいての

競売(コ ンクール、オークション)の 実施、または競売(コ ンクール、

オークション)の 実施な しの土地区画の賃借の供与。競売(コ ツクール、

オークション)の 実施な しの土地区画の賃借の供与は、申請が一件しか

存在 しない場合に、供与を予定 しているそのような土地区画が存在する

ことにっいての通知の、事前のまたは時宜を得た公表という条件の下で
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許 される。

④ 競売(コ ンクール、オークション)の 結果に関す る議定書 の調印、

または競売(コ ンクール、 オークション)の 実施な しの土地区画の供与

の結果としての土地区画の賃貸借契約の調印

5.物 件の設置場所の事前の合意を得た、建築のための土地区画の供与は、

以下のような手続で実施される。

① 土地区画の選抜および本法典第31条 の定める手続による物件設置場所

についての事前の合意に関する決定

② 土地区画の形成作業の実施

③ 本法典第70条 の定める規則に従 った土地区画の国家登記簿への記帳

④ 本法典第32条 の定める規則に従 った建築のための土地区画の供与に関

する決定の採択

6.土 地区画が形成 されたが、市民 または法人が確定されていない場合は、

その建築のための供与は、本条第4項 第3号 および第4号 に従 って実施

される。

7.本 法典第29条 の定める国家権力の執行機関 もしくは地方自治機関の建築

のための土地区画の供与に関する決定、または競売(コ ンクール、オーク

ション)の 結果に関する議定書は、以下の根拠となる。

① 土地区画の恒久的(無 期限)利 用の供与の場合の恒久的(無 期限)利

用権の国家登記

② 売買契約の締結、および土地区画の所有権の供与に際しての買主の土

地区画所有権の国家登記

③ 土地区画の賃貸借契約の締結、および土地区画の賃貸供与に際しての
晦

当該契約の国家登記

8,建 築のための土地区画の供与、またはその供与の拒否に関する決定また

はその抄本は、その採択の日から7日 以内に、 申請人に交付 され る。
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9.,申 請人は、建築のための土地区画の供与の拒否の決定を、裁判所に訴え

ることができる。

10.裁 判所 は、建築のための土地区画の供与の拒否を無効と認めた場合は、

その判決の中で、その供与の期間および条件を明示して、本法典第29条 の

定める国家権力の執行機関または地方自治機関が、土地区画を供与するよ

う義務づける。

11。建築 に関す る都市建設文書、な らびに土地利用および建築の諸規則(区

画整理)に 従 った市 または村の居住地における物件の設置に際しては、物

件設置場所の事前の合意はなされない。農業生産もしくは林業の必要のた

めの土地区画の供与、または個人住宅建築、もしくは個人副業経営のため

の市民への土地区画の供与の場合も同じである。

12.外 国市民、無国籍者 および外国法人には、建築のための土地区画は、本

法典第5条 第2項 、第15条 第3項 、第22条 第1項 、ならびに第28条 第4項

および第5項 に従い、本条の定める手続によって供与することができる。

第31条 建築のための土地区画の選択

1.建 築のための土地区画の供与 に利害関係をもっ市民または法人は、本法

典第29条 の定める国家権力の執行機関または地方自治機関に、土地区画の

選択および物件の配置場所の事前の合意についての申請書を提出する。こ

の申請書には、物件の用途、その予定されている配置場所、土地区画の面

積概算の根拠、および申請する土地区画の権利の種類を記載しなければな

らない。申講書には、建築案の技術的 ・経済的根拠、または必要な見積を

添付することができる。

2.市 民 もしくは法人の申請、または本法典第29条 の定める国家権力の執行

機関の照会により、地方自治機関は、国家土地登記簿の記録および土地整

備の記録に基づき、その境界内での当該地域および地下の利用のエコロジー

上、都市建設上およびその他の諸条件を考慮に入れ、物件の配置案の決定、
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ならびに連邦の法律に定めのある場合は、対応する国家権力機関、地方自

治機関および自治組織との合意手続を経て、土地区画の選択を保証する。

土地区画の許されている利用方法、「ならびに工学上、輸送上および社会

上のインフラス トラクチァの物件によるこれらの土地区画の保証に関する

必要な情報、工学的 ・技術的保証網への物件の接続の技術的諸条件、なら

びに土地区画の所在地の情報を含む用意された登記図(図 面)は 、地方自

治機関か ら照会を受 け取った日から2週 間以内に、対応する国家機関、地

方自治機関、および自治組織により、無償で供与される。

3,都 市 または農村の居住地 の地方 自治機関は、建築のための土地区画の供

与の可能性または予定にっいて、住民に情報を提供する。

市民、社会団体(そ の連合体)お よび地域社会 自治機関は、住民の利益

に抵触 し、国家および自治体の必要のための土地区画の買上げの方法を含

む収容、ならびに建築のためのこれらの土地区画の供与に関わる諸問題の

決定に参加する権利を有する。

ロシア連邦の先住少数民族、および種族的共同体の伝統的居住および経

済活動の地における、彼らの伝統的経済活動および伝統的生業と結びつか

ない目的のための土地区画の供与に際しては、国家または自治体の必要の

ための土地区画の買上げの方法を含む収容、ならびにその設置が上記の民

族および共同体の合法的諸利益に抵触する物件の建築のための土地区画の

供与の問題について、市民の集会または住民投票を実施することができる。

本法典第29条 の定める国家権力の執行機関または地方自治機関は、これら

の集会または住民投票の結果を考慮に入れて、物件の設置場所の事前の合

意にっいての決定を採択するものとする。

4.地 方 自治機関は、建築のための土地区画の供与と関連 した、それぞれそ

の利用および占有の下にある土地区画の国家または自治体の必要のための

ありうる収容の結果、その合法的諸利益が侵害される可能性のある国有ま
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たは自治体有下の土地区画の利用者、占有者および賃借人に、情報を提供

する。物件の設置のために、市民または法人の所有の下にある土地から、

国家または自治体の必要のための土地区画を買い取ることが必要な場合は、

地方自治機関は、これらの土地区画の所有者に、その買上げの可能性につ

いて、情報を提供する。そのような情報の提供の手続および諸条件は、連

邦の諸法律およびロシア連邦構成主体の諸法律によってこれを定めること

ができる。

5.土 地区画の選択の結果、建築のための、また必要な場合は、その保存地

帯または衛生保護地帯の設定のための、土地区画の選択証書が作成される。

この証書には、ありうる選択肢に従い、地方自治機関によって承認された

各土地区画の境界案が添付される。

国家または自治体の必要のための、買上げの方法を含めた土地区画の収

容が予定されている場合は、土地区画の所有者、土地利用者、土地占有者、

および土地区画の賃借人の損害額、ならびに農業生産または林業の損失額

の見積も添付される。

6.本 法典第29条 の定める国家権力の執行機関または地方自治機関は、土地

区画の選択肢の一っ に従った土地区画の選択に関する証書を承認するとこ

ろの物件の設置場所の事前の合意に関する決定、または物件の設置の拒否

に関する決定を採択する。

7.土 地区画の境界案を添付 した物件の設置場所の事前の合意に関する決定、

または物件設置の拒否に関する決定の謄本は、その承認の日から7日 以内

に、申請人に交付 される。

8.物 件設置場所の事前の合意 に関する決定は、建築のための土地区画の供

与の決定をそれに続いて採択する根拠となり、それは3年 間有効である。

国家または自治体の必要のための、買上げの方法による場合を含めた土

地区画の収容の可能性に関する通知がなされた後の、土地区画の所有者、
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土地利用者、土地占有者、土地区画の賃借人による土地区画上の建築の実

現、またはその他のその改善がなされた場合、土地区画の所有者、土地利

用者、土地占有者、土地区画の賃借人は、土地区画上の建築またはその他

のその改善と関連した出費および損害の危険を負担する。

物件設置場所の事前の合意に関すぐ決定の有効期間が経過したが、土地

区画の供与に関する決定が採択されない場合は、そのためその権利が制限

された者は、本法典第29条 に定められ、そのような決定を採択した国家権

力の執行機関または地方自治機関に、物件設置場所の事前の合意に関する

決定の有効期間の延長に関わりなく、 もたらされた損害の賠償を請求する

権利を有する。

9.物 件設置場所の事前の合意に関す る決定、または物件の設置の拒否に関

する決定について、利害関係者は、裁判所に訴えることができる。物件設

置場所の事前の合意に関する決定が裁判手続で無効と認められた場合は、

本法典第29条 に定められ、』そのような決定を採択 した国家権力の執行機関

または地方自治機関は、市民または法人に、物件設置場所の事前の合意に

関する決定の採択のために必要な書類の準備に関連して支出された費用を、

賠償する。

10.ロ シア連邦構成主体で連邦構成市であるモスクワおよびサンクト・ペテ

ルブルクにおいては、建築のための土地区画の選択は、これらのロシア連

邦構成主体の法律によって別段の定めがない限り、それぞれの連邦構成主

体の執行権力機関によって行われる。

第32条 建築のための土地区画の供与の決定の採択

1.物 件設置場所の事前の合意 に関する決定、および土地区画の境界案は、

建築のための土地区画の供与に利害関係を有する市民および法人の申請に

従い、彼らの負担で、現地で土地区画の境界を定め、連邦の法律の定める

手続でそれを国家登記簿に登記する根拠となる。



156 神戸法学年報 第18号(2002)

2.本 法典第29条 の定める国家権力の執行機関または地方自治機関は、建築

のための土地区画の供与に利害関係を有する市民または法人の申請、およ

びそれに添付された土地区画の登記図(図 面)に 基づき、2週 間以内に、

建築のための土地区画の供与に関する決定を採択する。

3.国 家 または自治体の必要のための、買上げの方法も含めた収容の結果、

申請されている土地区画を供与するに際しては、土地区画の供与に関する

決定と同時に、その土地区画の収容のしかるべき形式に関する決定が採択

される。

4.国 家 または自治体の必要のための土地区画の供与の諸条件は、土地利用

者または土地占有者からのこれらの土地区画の収容、およびその賃貸借契

約の解除または停止と結びっいたすべての損害の賠償、ならびに農業生産

の損失または林業の損失の本法典第58条 の定める規則に従 った賠償につい

て定めなければならない。諸条件の中には、また、供与された土地区画に

負担を負わせる他の者の権利、または本法典第56条 の定める土地区画の利

用制限を含めることができる。

第33条 土地区画の供与の基準

1.国 有 または自治体有の下 にある土地から市民の所有に供与される土地区

画の限界(最 大限および最小限)面 積 は、農民(フ ァーマー)経 営、菜園、

園芸、畜産および別荘建築のための場合は、ロシア連邦構成主体の法律に

よって定められ、個人副業経営および個人住宅建築の場合は、地方自治機

関の規範的法令によって定められる。

2.本 条第1項 の規則の定める目的のために無償で市民の所有に供与される

土地区画の最大面積は、以下によって定められる。

連邦所有の下にある土地の場合は、連邦の法律によって、

ロシア連邦構成主体の所有の下にある土地の場合は、ロシア連邦構成

主体の法律によって
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自治体の所有の下にある土地の場合は、地方自治機関の規範的法令に

よって

3.本 条第1項 に列挙された以外の目的の場合は、土地区画の限界面積は、

具体的な諸活動の種類のために所定の手続で承認された土地配分基準に従っ

て、または土地利用および建築の諸規則、ならびに土地整備上、都市建設

上および計画上の諸文書に従って定められる。

第34条 国有または自治体有の下にある土地区画の、建築とは関係のない目的

のための市民への供与手続

1,国 家権力機関および地方自治機関は、その所有および(ま たは)管 理の

下にある土地区画の、その供与の手続の効率性、正義、公然性、公開性お

よび透明性の原則に基づいた管理および処分を保証する義務を負う。この

ために、上記の諸機関は、以下の義務を負 う。

申請書の審理および決定の採択手続を含め、そのような土地区画の供与

の手続および基準を定める法令を採択する。 この手続が定めた期間内に届

いたすべての申請書が、審理されなければならない。法律に別段の定めが

ない限り、個々の種類の市民に優先権および特別条件を定めることは許さ

れない。

土地区画およびその他の不動産の管理および処分の権限を、,特別機関に

与える。

一一定の権利 について、所定の諸条件(有 償または無償)で 、市民および

法人 に供与 される土地区画に関する情報の準備、およびその情報の時宜を

得た公表を保証する。

2.国 有 または自治体有の下にある土地から、建築とは関係のない目的のた

めに、土地区画の所有権の譲渡または賃借権の供与に関心をもつ市民は、

本法典第29条 の定める国家権力の執行機関または地方自治機関に、申請書

を提出する。



158 神戸法学年報 第18号(2002)

3.本 条第2項 の定める申請書には、土地区画の利用目的、その予定されて

いる面積および所在地、ならびに土地に対して希望 している権利の種類が

記載されていなければならない。

4.地 方 自治機関、またはその委任 による関係土地整備組織は、本条第2項

の定める申請書、または本法典第29条 の定める国家権力の執行機関の照会

に基づき、地域の地帯区分を考慮に入れ、1ヶ 月以内に、土地区画の境界

案の準備を保証し、それを承認する。

5.本 法典第29条 の定める国家権力の執行機関または地方自治機関は、希望

の出されている土地区画の所有権の有償もしくは無償による供与、または

土地区画の賃借の供与に関する決定を、その境界案を添付して、2週 間以

内に採択す る。

6.土 地区画の売買 または賃貸借の契約は、土地区画の登記図(図 面)を 、

申請者が、本法典第29条 の定 める国家権力の執行機関または地方自治機関

に提出してから1週 間以内に締結される。

第35条 建物、建造物および設備の所有権の移転に基づく土地区画に対する権

利の移転

1.第3者 の土地区画の上 に存在す る建物、建造物および設備の所有権の他

人への移転に際して、新所有者は、建物、建造物および設備の占めている

土地区画の対応する部分、ならびにその利用のために必要な部分の利用権

を、・前の所有者と同じ条件および同じ範囲において取得する。

建物、建造物および設備が複数の所有者に移転する場合は、土地区画の

利用手続は、建物、建造物および設備の所有権の持分、または土地区画の

既存の利用手続を考慮に入れて定められる。

2.建 物、建造物および設備の占めている土地区画の部分、ならびにその利

用のために必要な部分の面積は、本法典第33条 第3項 に従づて定められる。

3.第 三者の土地区画の上にある建物、建造物および設備の所有者は、土地
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区画の買上げまたは賃借の優先権を有 し、それは共有権の持分の第三者へ

の売却の場合のために民事法令によって定められた手続によって実現され

る。土地区画が国有または自治体有の下にある場合は、本法典第36条 第1

項の定める規則が適用される。

4.土 地区画の上に存在 し、1人 の者に帰属 している建物、建築物および設

備の譲渡は、以下の場合を除いて、土地区画と共になされる。

① 現物で分割することのできない建物、建築物および設備の一部を、土

地区画の一部と共に譲渡する場合

② 本法典第27条 に従 って取引か ら除外された土地区画の上に存在する建

物、建築物および設備の譲渡の場合

取引を制限されている土地区画の上に存在 し、1人 の者 に帰属 している

建物、建築物および設備の譲渡は、連邦の法律によってそのような土地区

画を市民および法人の所有に供与することが許されている場合は、土地区

画と共になされる。

その上に存在する建物、建築物および設備抜きの土地区画の譲渡は、そ

れらが同一の者に属するならば許されない。

土地区画の上に存在し、,複数の者の所有権 の下にある建物、建築物およ

び設備の所有権の持分の譲渡は、土地区画の所有権の持分の譲渡を伴う。

その面積は、建物、建築物および設備の所有権の持分に比例する。

5.他 人の土地区画の上に存在する建物、建築物および設備の所有者である外

国人、無国籍者および外国法人は、本条の定める手続により、かっ本法典第

5条 第2項 、第15条 第3項 、第22条 第1項 、ならびに第28条 第4項 および第

5項 に従 って、土地区画の買い取 りまたは賃借の優先権を有する。ロシア連

邦大統領は、この規則が適用されない建物、建築物および設備の種類の一覧

表を定めることができる。
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第36条 国有 または自治体有の下にあ り、その上に建物、建築物および設備が

.設置されている土地区画に対する権利の取得

1.国 有 または自治体有の下にある土地区画の上に設置されている建物、建

築物および設備の所有権、経営管理権または運用管理権を有する市民およ

び法人は、本法典に従って、 これら土地区画に対する権利を取得する。

建物、建築物および設備の所有者である市民および法人は、本法典およ

び連邦の諸法律の定める手続および条件に従い、土地区画の私有化または

土地区画の賃借権を取得する排他的権利を有する。

2.既 存の住宅 において、共同管理の構成部分となっている設備、居住用建

物、およびその他の建造物が存在する土地区画は、連邦の 「住宅所有者組

合法」の定める手続および諸条件に従い、住宅占有者の持分付き共有の共

同財産として供与される。

3.不 可分の土地区画の上にある建物(そ の部屋)が 共有権に基づいて複数

の者 に帰属する場合は、本法典または連邦の他の法律によって別段の定め

がない限り、当該土地区画の、持分付き共有、または複数人による共同賃

借権を取得する権利を有する。

不可分の土地区画の上にある建物において、部屋群がただ一人の者の所

有権に帰属 し、他の者には経営管理権が帰属するか、またはすべての者に

経営管理権が帰属する場合は、これらの者は、本法典または連邦の他の法

律によって別段の定めがない限り、当該土地区画の複数人による共同賃借

権を取得する権利を有する。この場合土地区画の賃貸借契約は、この建物

の部屋の他の権利保有者がこの契約に参加することにっいて当事者が合意

することを条件として締結される。

この建物における権利保有者である連邦の国営企業、および国有または

自治体有の諸施設は、それに帰属する部屋群に対する自らの権利を行使す

るために、土地区画の限定された利用権を有する。
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4.不 可分の土地区画の上に設置された建物の部屋が、複数の連邦の国営企

業、および国有または自治体有の諸施設のために確保されている場合は、

当該土地区画は、土地区画の所有者の決定に基づいて、これらの者のうち

の一人の恒常的(無 期限の)利 用に供 され、他の者 は、そのために確保さ

れた部屋に対する自らの権利を行使するために、土地区画の限定された利

用権を有する。

5.土 地区画に対する権利の取得のために、本条に定められた市民または法

人は、共同で、本法典第29条 の定める国家権力の執行機関または地方自治

機関に、登記図(図 面)を 添付 した土地区画に対する権利取得申請書を提

出する。

6.本 法典第29条 の定める国家権力の執行機関または地方自治機関は、本条

第5項 に記された申請書を受理 した日から2週 間以内に、本法典第28条 第

2項 に従 って無償で土地区画の所有権を供与する決定を採択する。本法典

第20条 第1項 が定めているよ うな場合は、恒常的(無 期限)利 用権を供与

するか、または土地区画の売買契約もしくは賃貸借契約を用意し、その契

約締結を提案 して申請人に送付する。

7.土 地区画の登記図(図 面)が 欠如 している場合は、地方 自治機関は・市

民 もしくは法人の申請、または土地区画の所在地および都市計画に関する

情報を含む当面の登記図(図 面)、 および都市計画文書に基づ く本法典第2

9条 の定める国家権力の執行機関の照会により、この申請または照会の受

理の日から1ケ 月以内に、土地区画の登記図(図 面)の 準備を保証 し、そ

の境界案を承認する。

土地区画の境界および面積は、土地法令および都市計画法令の諸要件に

従い、土地区画の実際に利用されている面積を考慮に入れて定められる。

土地区画の境界は、公式線、混在土地区画の境界(そ れが存在する場合)、

および土地区画の自然の境界を考慮に入れて定められる。
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8.本 法典第29条 の定める国家権力の執行機関または地方自治機関は、土地

区画の境界案の提出の日から2週 間以内に、 この土地区画を、本条第5項

の定める者に供与す る決定を採択 し、決定の謄本に土地区画の境界案を添

付して、その者に送付する。

上記の者による土地区画の境界案に基づき、現地における土地区画の境

界が定められ、土地区画の登記図(図 面)の 準備が保証 される。

9.建 物、建造物または設備の所有者である外国市民、無国籍者および外国

法人は、本条の定める手続により、本法典第5条 第2項 、第15条 第3項 、

ならびに第28条 第4項 および第5項 に従い、土地区画の所有権を取得する

権利を有する。

第37条 土地区画の売買の特殊性

1.売 買の対象になりうるのは、国家登記簿に登記を済ませた土地区画のみ

である。売主は、売買契約の締結に際して、土地区画の負担およびその利

用の制限に関する自らのもとにある情報を、買主に提供する義務を負う。

2.土 地区画の売買契約の以下のような条件は、無効である。

売主の希望により土地区画を買い戻すという売主の権利を定めること

抵当権設定、土地区画の賃貸、およびその他の土地に関する法律行為の

実行の制限を含め、土地区画のその後の処分を制限すること

第三者が土地区画に対する権利を提示 した場合の売主の責任を制限する

こと

上記の諸要件は、交換契約についても適用される。

3.買 主 は、土地区画の負担および利用許可条件に従ったその利用の制限に

関する情報、すなわち当該土地区画上の建築の許可、売却される土地区画

の利用および価値に本質的影響を与える隣接土地区画の利用、売却される

土地区画について、買主の計画している利用および価値に影響を与えうる

土地の質的な特質、ならびに買主による当該土地区画の購入決定に影響を
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与える可能性があり、連邦の法律によってその供与の諸要件が定められて

いるその他の情報について、売主から故意に虚偽の情報を提供された場合

は、購入価格の引き下げ、または土地区画の売買契約の解除および買主の

被 った損害の賠償を請求する権利を有する。

4.本 条第3項 に定められた諸要件は、土地区画の交換および賃貸借の場合

にも適用される。

第38条 競売(コ ンクール、オークション)に よる国有 もしくは自治体有の下

にある土地区画の取得、またはそのような土地区画の賃貸借契約締結権の取

得

1.競 売(コ ンクール、オークション)の 対象 とな りうるのは、本法典第30

条第4項 第1号 に従 って形成 された所定の境界をもっ土地区画、またはそ

のような土地区画の賃貸借契約締結権である。

2.土 地区画 またはそのような土地区画の賃貸借契約締結権の売主となるの

は、本法典第29条 の定める国家権力の執行機関または地方自治機関である。

競売(コ ンクール、オークション)の 組織者 となるのは、所有者、また

は所有者との契約に基づいて行動する特別組織である。 ＼

3.土 地区画の所有者は、競売(コ ンクール、オークション)の 実施形態、

競売(コ ンクール、オークション)の 対象の当初価格、および手付金の額

を定める。

4.土 地区画またはその土地区画 の賃貸借契約締結権の売却に関する競売

(コ ンクール、 オークション)の 組織化および実施の手続 は、 ロシア連邦

民法典および本法典に従い、ロシア連邦政府によって定められる。

第39条 建物、建造物または設備の損壊の場合の土地区画の所有者ではない者

の土地区画に対する権利の維持

1.火 災、 自然災害 または老朽化 による建物、建造物または設備の損壊の場

合、その活用のために供与された土地区画に対する諸権利は、恒久的(無
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期限)利 用権または相続可能終身 占有権に基づいて土地区画を占有する者

については、3年 以内に所定の手続で建物、建造物または設備の再建を開

始するという条件で、維持される。本法典第29条 の定める国家権力の執行

機関または地方自治機関は、この期間を延長する権利を有する。

2.本 条第1項 に定められた諸権利の維持のための諸条件は、賃借人および

転借人については、土地区画の賃貸借(転 貸借)契 約によって定められる。

第6章 土地区画の所有者、土地利用者、土地占有者および土地区画の賃借人

の土地区画の利用の際の権利および義務

第40条 土地区画の利用に対する土地区画所有者の諸権利

1。 土地区画の所有者 は、以下の諸権利を有する。

① ロシア連邦の法令に従い、所定の手続で、自らの必要のために、土地

区画中に存在する広 く埋蔵された有用鉱物、地下淡水、および閉鎖水域

を利用する権利

② 土地区画の特定用途およびその利用許可条件に従い、都市計画の諸規

則、ならびに建築上、エコロジー上、保健 ・衛生上、防火上およびその

他の諸規則 ・諸基準の要件を遵守して、居住用、生産用、文化 ・日常生

活用およびその他の建物、建造物および設備を建設する権利

③ 利用許可条件に従い、灌概、干拓、耕作技術上およびその他の土地改

良事業を実施 し、法令の定めるエコロジー上、建築上、保健 ・衛生上、

およびその他の特別の諸要件に従って、池およびその他の閉鎖水域を開

設する権利

④ 法令で定められた土地区画の利用のその他の諸権利を行使する権利

2.土 地区画の所有者は、以下の物 に対する所有権を有する。

① 所有者が、土地区画を賃貸、恒久的(無 期限)利 用、相続可能終身 占

有、または期限付無償利用に引き渡した場合を除き、農産物の種および
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苗、収穫 した農産物、ならびにその販売によって得た収入

② ロシア連邦森林法典に定めのある場合を除いて、土地区画の上に存在

する多年生の植物

第41条 土地利用者、土地占有者および土地区画の賃借人の土地区画利用権

1.土 地区画の所有者でない者は、地役権保有者を除き、本法典第40条 第2

項第2号 の定める権利を除 き、同条の定める土地区画所有者と同じ諸権利

を行使する。

2.私 的地役権に基づいて土地区画を利用 している者の諸権利は、本法典第

23条第1項 に従い、契約によって定め られ、公的地役権に基づいて土地区

画を利用している者の諸権利は、公的地役権を定めている法律またはその

他の規範的法令によって定められる。

第42条 土地区画の所有者および土地区画の所有者でない者の土地区画利用に

際しての義務

土地区画の所有者および土地区画の所有者でない者は、以下の義務を負

う。

その特定用途、土地が帰属 しているあれこれの種類、および利用許可条

件に従い、天然物としての土地を含め、環境に害を与えることのない方法

によって土地区画を利用する義務

法令に従って土地区画の上に設置された境界用、測地用およびその他の

特別の標識を維持する義務

土地の保全措置を講じ、森林、水およびその他の天然物の利用手続を遵

守する義務

土地区画の開拓の期問が契約によって定められている場合は、土地区画

の利用を適宜に開始する義務

土地に対する支払を適宜に行 う義務

土地区画の利用に際して、都市建設の諸規則、ならびに建築上、エコロ
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ジー上、保健 ・衛生上、防火上およびその他の諸規則 ・諸基準の要件を遵

守する義務

それぞれの種類の土地の土壌の、汚染、ゴミ投棄、劣化および肥沃度の

悪化を許さない義務

本法典および連邦の諸法律の定めるその他の諸要件を遂行する義務

第43条 土地区画に対する権利の行使

1.市 民および法人は、本法典および連邦の諸法律によって別段の定めがな

い限り、自らの裁量に基づいて、自らに属する土地区画に対する諸権利を

行使する。

2.市 民および法人が自らに属す る土地区画に対する諸権利を行使すること

を放棄した場合でも、本法典第42条 の定 めるその者の義務 は消滅 しない。

第7章 土地に対する諸権利の消滅および制限

第44条 土地区画に対する所有権の消滅の事由

土地区画に対する所有権は、所有者による自らの土地区画の他人への譲渡、

所有者による土地区画に対する所有権の放棄、および民事法令によって定め

られた手続による土地区画の所有者からの強制的収用によって消滅する。

第45条 土地区画の恒久的(無 期限)利 用権および土地区画の相続可能終身占

有権の消滅事由

1.土 地区画の恒久的(無 期限)利 用権または土地区画の相続可能終身占有

権は、土地利用者または土地占有者が、自らに属する土地区画に対する権

利を、本法典第53条 の定める諸条件および手続に従 って放棄 した場合に消

滅する。

2.土 地区画の恒久的(無 期限)利 用権 または土地区画の相続可能終身占有

権は、以下の場合は強制的に消滅させられる。

① 本法典第7条 および第8条 の定める特定の用途、および土地のあれこ
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れの種類への帰属にふさわしくない土地区画の利用

② 農業地の肥沃度の本質的低下、またはエコロジー上の状態の著しい悪

化を導 くような方法による土地区画の利用

③ 故意になされた以下のような土地に関する法違反を放置すること

その保管、,利用および輸送に際 して人の健康または環境に損害を引き

起こした肥料、植物成長刺激剤、毒性化学薬品、およびその他の危険な

化学的または生物的物質の使用規則違反の結果による、土壌の肥沃な層

の殿損、汚染、損壊または破壊

本法典第95条 ないし第100条 のそれぞれの規範が定めているところの、

特に保存された天然地域の土地、自然保護 ・保養用の土地、歴史的 ・文

化的意義の土地、特に価値のある土地、その他特別の利用条件をもっ土

地、および放射能に汚染された土地の利用制度の違反

土地の改良、風および水による侵食からの土壌の保全、ならびに土壌

の状態を悪化させるその他の過程の予防のために義務づけられている措

置の常習的不履行

土地税の常習的不払い

④ 民事法令に定めのある場合、農業生産、または住宅建築もしくはその

他の建築のために予定された土地区画を、連邦の法律によってより長期

の期間が定められていない限り、3年 間、上記の目的のために利用 しな

い場合。ただしその期間の間、土地区画が、自然災害、またはその利用

を妨げるその他の事情のため、用途に従って利用することができなかっ

た場合を除 く。

⑤ 本法典第55条 の定める規則に従 って、国家または自治体の必要のため

に土地区画を収用する場合

⑥ 本法典第51条 の定める規則に従 った土地区画の徴用

3.本 条第2項 に定めのある場合、土地区画に対する権利の消滅の決定は、
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本法典第54条 に従 い、裁判所によって採択 される。

第46条 土地区画の賃貸借関係の消滅の事由

1.土 地区画の賃貸借関係は、民事法令の定める事由および手続によって消

滅する。

2.本 条第1項 に定 めのある場合以外に、土地区画の賃貸借関係は、以下の

場合、賃貸人の発意によって、消滅させることができる。

① 土地区画の特定の用途、および本法典第8条 の定める土地のあれこれ

の種類への帰属に従わない土地区画の利用

② 農業地の肥沃度の本質的低下、またはエコロジー的状況の著 しい悪化

をもたらすような土地区画の利用

③ その保管、利用および輸送に際して人の健康または環境に損害を引き

起こした肥料、植物成長刺激剤、毒性化学薬品、およびその他の危険な

化学的または生物的物質の使用規則違反の結果による、土壌の肥沃層の

殿損、汚染、損壊または破壊として表れる故意になされた土地に関する

法違反の放置

④ 農業生産、または住宅建築もしくはその他の建築を予定された土地区

画を、連邦の法律または土地区画の賃貸借契約によってより長期の期間

が定められていない限り、3年 間、上記の目的のために利用しない場合。

ただし、土地区画の開拓のために必要な期間、およびその間、自然災害、

またはその利用を妨げるその他の理由のため、土地区画を用途に従って

利用することができなかった期間を除く。

⑤ 国家または自治体の必要のために、本法典第55条 の定める規則に従っ

た土地区画の収用

⑥ 本法典第51条 の定める規則 に従 った土地区画の徴用

3.以 下の場合は、本条第2項 第2号 の定める事由に基づいて土地区画の賃

貸借契約を消滅させることは許されない。
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① 野外の農作業の期間

② その他連邦の法律に定めがある場合

第47条 土地区画の期限付無償利用権の消滅事由

1.土 地区画の期限付一時的無償利用権は、以下の場合、土地区画を供与 し

た者の決定、または当事者の合意に基づいて消滅する。

① 土地区画が供与された期間が満了 した場合

② 本法典第45条 第1項 および第2項 の定める事由が存在する場合

2.職 務用分与地 に対する権利は、本条第3項 および第4項 に定めのある場

合を除いて、職務用分与地が与えられた労働契約の労働者による解消によっ

て消滅する。

3.職 務用分与地 に対する権利 は、労働関係を解消して老齢年金または障害

者年金による生活に移行 した労働者にも維持される。

4.職 務用分与地 に対する権利 は、以下の労働者の家族構成員の1人 にも維

持 される。

① 一時的に実際の兵役またはその代替勤務に招集されている労働者につ

いては、その勤務継続期問全体にっいて

② 学校に入学 した労働者にっいては、教育施設における全教育期間につ

いて

③ 職務の遂行に関連 して死亡 した労働者

職務用分与地に対する権利は、労働者の労働無能力の配偶者および老齢

の親については終身、労働者の子にっいては成人に達するまで、維持さ

れる。

5.職 務用分与地に対す る権利の消滅は、その職務用分与地を利用に供した

組織の決定によって公式のものとなる。

6.職 務用分与地を利用に供 した組織 との労働関係を解消 した労働者は、労

働関係解消後も、農作業の完了のために必要な期間、当該職務用分与地
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を利用する権利を有する。

第48条 地役権消滅の事由

1.私 的地役権は、民事法令の定める事由に基づいて、消滅させることがで

きる。

2.公 的地役権は、それが設定 された社会的必要性が欠如する場合、・地役権

廃止の決定を採択することによって消滅させることができる。

第49条 国家または自治体の必要のための買上げの方法を含む土地区画の収用

1.国 家または自治体の必要のための買上げの方法を含む土地区画の収用は、

以下の事情と関連して、例外的に実施される。

① ロシア連邦の国際的義務の履行

② 国家的または自治体的意義を有する物件を設置するに際して、他にこ

れら物件の代替可能な設置場所がないこと

③ 連邦の法律に定めがある場合は、その他の事情に関連して。ロシア連

邦構成主体の所有または自治体の所有の下にある土地区画の買上げの方

法も含めた収用にっいては、ロシア連邦構成主体の諸法律が定める場合

2.個 々の種類の土地にっき、国家または自治体の必要のための買上げの方

法を含む土地区画の収用の制限は、本法典第79条 、第83条 、第94条 および

第101条 によって定められ る。

3.国 家または自治体の必要のための買上げの方法を含む土地区画の収用の

諸条件および手続は、本法典第55条 によって定め られる。

第50条 土地区画の没収

土地区画 は、犯罪の実行に対する制裁として、裁判所の判決に基づいて所

有者から無償で取 り上げることができる(没 収)。

第51条 土地区画の徴用

1.自 然災害、大事故、伝染病、動物伝染病および非常時的性格を有するそ

の他の事情が生 じた場合、市民、社会および国家の死活的に重要な諸利益
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を、この非常事態に関連 して発生 した脅威から保護するために、権限を与

えられた国家権力執行機関は、土地区画の所有者に、生 じた損害(徴 用)

を賠償 し、徴用に関する書類を所有者に交付 したうえで、その所有者から

一時的に徴用することができる。

2.本 法典第55条 の定める諸条件および手続に従 って、国家または自治体の

必要のために、買上げの方法による場合を含め、収用手続で行われる土地

区画の収用は、徴用ではない。

3.徴 用 された土地区画をその所有者 に返還することが不可能な場合には、

本法典第66条 に従 って定め られたこの土地区画の市場価格を補償するか、

またはその所有者の希望に従 って等価の土地区画が供与される。

4.徴 用 された土地区画の所有者 は、徴用が行われる原因となった事情の作

用がなくなった場合は、裁判手続で、徴用された土地区画の自らへの返還

を請求する権利を有する。

5.本 条第1項 の定める事情が発生 したが、土地区画の徴用の必要性はない

場合は、本条第1項 の定める目的のために、所有者の権利の一時的制限に

関連して生じる損害を土地区画の所有者に補償した上で、この事情が作用

している期間、一時的に土地区画を利用のために占用することができる。

6.徴 用された土地区画の価格が土地所有者に補償された場合の、その徴用

またはその権利の一時的制限に関連 して生じた損害の評価にっいて、土地

区画の所有者は、裁判手続で争うことができる。

第52条 土地区画の譲渡の諸条件および手続

土地区画の所有者による他人へのその譲渡は、本法典第27条 の定める土地

区画の取引可能性の制限を考慮に入れ、民事法令の定める手続により、実行

される。

第53条 土地区画に対する権利の放棄の諸条件および手続

1.自 らに属する土地区画に対する権利の行使の放棄(放 棄 申請書の提出)
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は、対応する権利の消滅をもたらさない。

2.土 地区画に対する所有権が放棄 された場合、この土地区画は無主不動産

の法的地位を取得し、それに対する権利の消滅の手続は、ン民事法令によっ

て定められる。

3.土 地区画の相続可能終身 占有権、および土地区画の恒久的(無 期限)利

用権が放棄 された場合、当該土地区画の処分は、本法典第29条 の定める国

家権力の執行機関または地方自治機関によって実施される。

第54条 土地区画の不適正利用を理由と して土地区画の所有者ではない者の土

地区画に対する諸権利を強制的に消滅させるための諸条件および手続

1.土 地区画の相続可能終身占有権、土地区画の恒久的(無 期限)利 用権、

または土地区画の期限付無償利用権の不適正利用の場合、これら諸権利の

強制的消滅は、本法典第45条 第2項 の定める事由に基づいて行われる。

2.土 地区画の相続可能終身 占有権、.土地区画の恒久的(無 期限)利 用権、

または土地区画の期限付無償利用権の強制的消滅は、罰金という形式の行

政罰が科された後に土地区画の不適正利用の事実が取り除かれなかった場

合に行われる。

3.土 地法令違反について有責である者に対する国家土地統制を行う権限を

有する国家権力の執行機関による行政罰の賦課と同時に、行われた土地法

違反にっいて警告が発せられ、その後本法典第29条 に定められ、土地区画

を供与 した機関に通知される。

上記の警告は、以下の内容を含むものとする。

① 行われた土地法違反にっいての指摘

② 土地法違反が除去されなければならない期間

③ 土地法違反が除去されない場合には土地区画に対する権利が強制的に

消滅させられる可能性があることの指摘

④ 土地区画に対する諸権利の強制的消滅の手続が提起された場合の土地
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法令違反にっいて有責である者の権利についてあ説明

⑤ その他の必要な諸条件

警告の形式は、ロシア連邦政府によって定められる。

4.警 告で指摘 された土地法令違反が所定の期間内に除去されない場合は、

警告を発 した国家権力の執行機関は、本法典第29条 の定 める国家権力の執

行機関または地方自治機関に、その不適正利用のため土地区画に対する諸

権利が消滅することにっいての資料を提出するものとする。

5.本 法典第29条 の定める国家権力の執行機関または地方自治機関は、土地

区画に対する諸権利の消滅に関する申請書を裁判所に提出する。土地区画

に対する諸権利の消滅に関する裁判所の判決の採択から10日経過後、本法

典第29条 の定める国家権力の執行機関または地方自治機関は、不動産に対

する諸権利およびそれに関わる法律行為の国家登記機関に、土地区画に対

する権利の消滅の国家登記申請書に証書を添付 して提出するものとする。

6.土 地区画に対する権利の消滅 は、土地法令違反に有責の者の、本法典第

76条 の定める引き起 こした損害の賠償義務を免除するものではない。

7.土 地区画の不適正利用を根拠 とした土地区画の収用決定は、裁判手続で

争うことができる。

第55条 国家または自治体の必要のための土地区画の収用の諸条件および手続

1.買 上げの方法による場合を含め、国家または自治体の必要のための土地

区画の収用は、本法典第49条 の定める事由に基づいて行われる。

2.国 家または自治体の必要のための土地区画の強制的譲渡は、裁判所の判

決に基づき、土地区画の価値の事前かっ等価の補償を条件としてのみ行 う

ことができる。

3.国 家または自治体の必要のための土地区画のその所有者からの買上げの

手続、すなわち、国家または自治体の必要のために買い上げられる土地区

画の買上げ価格の決定手続、ならびに国家または自治体の必要のためのそ
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の収用の際の占有権および利用権の消滅、ならびに国家または自治体の必

要のために買い上げられるべき所有者の権利の消滅の手続は、民事法令に

よって定められる。

第56条 土地に対する諸権利の制限

1.土 地に対する諸権利は、本法典および連邦の諸法律によって定められる

事由に基づいて制限することができる。

2.土 地に対する諸権利に、以下のよ うな制限を定めることができる。

① 保存地帯および保養 ・保護地帯における土地区画の利用のための特別

の諸条件および経済活動の特別体制の設定

② 動植物界、天然記念物、歴史および文化の記念物、ならびに考古学的

な遺跡を含めた環境の保護、ならびに肥沃な土壌層、自然の居住環境、

および野生動物のけもの道のための特別の諸条件の設定

③ 国有または自治体有の下にある土地区画に対する諸権利の供与に際し

て、所定の手続で合意した案に基づき、所定の期間内に、建築または土

地区画の開拓を開始および完成するという条件、ならびに自動車道路

(自動車道路区問ブを建設、修理または保全するという条件の設定

④ 本法典および連邦の諸法律に定めのある場合、土地区画の利用のその

他の制限

3.土 地 に対する諸権利の制限 は、国家権力の執行機関の法令、地方自治機

関の法令、または裁判所の判決によって定められる。

4.土 地 に対する諸権利の制限は、無期限にまたは一定の期限付きで定めら

れる。

5.土 地 に対す る諸権利の制限は、土地区画に対する所有権の第三者への移

転に際、して維持される。

6.土 地 に対す る諸権利の制限は、「不動産に対する諸権利およびそれに関

わる法律行為の国家登記にっいて」の連邦の法律の定める手続に従って国
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家登記 され る。

7.そ の権利 が制限 されてい る者 は、土地 に対す る権利 の制限 を、 裁判手 続

で争 うことがで きる。

第8章 国家または自治体の必要のための土地区画の収用に際 して農業生産お

よび林業に生じた損害および喪失の賠償

第57条 国家または自治体の必要のための土地区画の収用、土地の質の劣化、

土地区画の一時的占用、ならびに土地区画の所有者、土地利用者、土地占有

者、および土地区画の賃借人の諸権利の制限の際の損害の賠償

1.以 下の事情 によって生 じた損害 は、得べかりし利益を含め、完全な額を

賠償しなければならない。

① 国家または自治体の必要のための土地区画の収用によって

② 他の者の活動の結果による土地の質の悪化によって

③ 土地区画の一時的占用によって

④ 土地区画の所有者、土地利用者、土地占有者および土地区画の賃借人

の諸権利の制限によって

2.以 下の者に対 して損害が賠償される。

① 本条第1項 に定 めのある場合、土地区画の土地利用者、土地占有者お

よび土地区画の賃借人に対して

② 本条第1項 第2号 、第3号 および第4号 に定めのある場合、土地区画

の所有者に対して

3,損 害の賠償は、対応す る予算によって、 もしくは土地の収用もしくは土

地に対する諸権利の制限により利益を得る者によって、またはその活動が、

保存地帯および保養 ・保護地帯の制定の必要性を生 じさせ、土地区画の所

有者、土地利用者、土地占有者、および土地区画の賃借人の権利の制限も

しくは土地の質の悪化を引き起こした者によって行われる。
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4.土 地区画の所有者、土地利用者、土地占有者、および土地区画の賃借人

の損害賠償額は、その計算に際して、土地区画の収用、土地区画の一時的

占用、または土地区画の所有者、土地利用者、土地占有者、および土地区

画の賃借人の諸権利の制限に関する決定が採択される前日のその財産の価

値を考慮に入れて決定される。

5.土 地区画の収用 もしくは一時的占用、土地区画の所有者、土地利用者、

土地占有者、および土地区画の賃借人の諸権利の制限、または他の者の活

動の結果による土地の質の悪化によって引き起こされた土地区画の所有者、

土地利用者、土地占有者、および土地区画の賃借人の損害に対する賠償の

手続は、ロシア連邦政府によって定められる。

第58条 農業生産の損失および林業の損失の補償

1.農 業生産の損失 は、以下の決定の採択後、3ケ 月以内に補償 しなければ

な らない。

① 農業経営とは関係のない目的のための、国有または自治体有の下にあ

る農業地またはトナカイ牧場の収用の決定

② 市民または法人の所有の下にある農業地またはトナカイ牧場の特定用

途の変更の決定

2.農 業生産 の損失は、以下の者 によって補償される。

① 農業経営とは関係のない目的で利用するのために、農地またはトナカ

イ牧場を供与された者

② その利益のために保存地帯または保養 ・保護地帯が定められた者

3.農 業生産の損失は、土地区画が恒久的(無 期限)利 用に供 されている場

合、 または無償で所有権を譲渡された場合に、補償される。土地区画の売

却またはその賃貸の場合、農業生産の損失は、土地区画の価格に含まれ、

または賃貸料の決定に際して考慮される。

4.農 業生産 の損失の計算に際 して、収用された農業地の代わりの新 しい土
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地の開拓の費用の基準、および農業地の質に依存 してロシア連邦政府の定

める方式が利用される。

5.農 業生産の損失 の補償の手続で納入された資金は、対応する地方財政に

組み入れられ、土壌の肥沃土の向上措置を含む土地保全措置の費用に当て

られ、新しい土地の開拓案に対する国家のエコロジー上の鑑定の肯定的結

論がある場合は、財政法令に従ってその開拓の費用に当てられる。

6.林 業経営および森林資源の利用 と関係のない目的で利用するために森林

地を非森林地に転用する場合、ならびに(ま たは)森 林資源地 の収用の場

合、林業の損失は補償される。

林業の損失は、林業経営および森林資源の利用と関係のない目的で利用

するために森林資源地を供与された者によって、および(ま たは)森 林資

源地の収用に際 して、補償される。

林業の損失の補償手続は、ロシア連邦政府によって承認されるものとす

る。

第9章 土地に対する諸権利の保護および土地紛争の審理

第59条 土地区画に対する権利の確認

1.土 地区画に対す る権利の確認 は、裁判手続によって行われる。

2.土 地に対する権利を確認する裁判所の判決の存在は、不動産に対する諸

権利およびそれに関わる法律行為の国家登記機関が、「不動産に対する諸

権利およびそれに関わる法律行為の国家登記にっいて」の連邦の法律の定

める手続により、不動産に対する諸権利およびそれに関わる法律行為の国

家登記を行う義務を負う法律的根拠となる。

第60条 土地区画に対する権利の侵害以前に存在 した状態の回復、および土地

に対する権利を侵害 し、またはその侵害の脅威を作り出している行為の排除

1.侵 害された土地区画に対する権利は、以下の場合、回復されなければな
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らない。

① 土地区画に対する権利の侵害を引き起こした国家権力の執行機関また

は地方自治機関の法令が裁判所によって無効と認められた場合

② 土地区画の勝手な占用の場合

③ その他連邦の諸法律に定めがある場合

2.市 民および法人の土地 に対する権利を侵害 し、またはその侵害の脅威を

作りだす行為は、以下の方法で排除することができる。

① 本法典第61条 に従い、法令に適合 しない国家権力の執行機関または地

方自治機関の決定の無効を裁判手続で確認すること

② 法令に適合しない国家権力の執行機関または地方自治機関の決定の執

行を停止すること

③ 工業用、民生 ・住宅用およびその他の建築、鉱物および泥炭の産地の

採掘、対象の利用、ならびに農芸化学 ・植林 ・地質調査 ・探査 ・測地お

よびその他の作業を、ロシア連邦の定める手続によって停止すること

④ 権利の侵害以前に存在 した状態の回復、および権利を侵害し、または

その侵害の脅威を作り出している行為を排除すること

第61条 国家権力の執行機関または地方 自治機関の法令の無効確認

1.裁 判所 は、土地の利用および保全の分野において、法律またはその他の

規範的法令に適合せず、市民または法人の権利および法律で保護された諸

利益を侵害する国家権力の執行機関または地方自治機関の非規範的法令、

ならびに法律に定めのある場合は、規範的法令も、無効と認めることがで

きる。

2.法 律に適合せず、市民 もしくは法人の土地に対する権利および法律で保

護された諸利益を侵害する国家権力の執行機関の法令の公布の結果として

市民または法人にもたらされた損害は、そのような法令を発 した国家権力

の執行機関によって賠償されなければならない。
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第62条 損害の賠償

1.土 地区画の所有者、土地利用者、土地占有者、および土地区画の賃借人

の諸権利の侵害によってもたらされた損害は、民事法令の定める手続によ

り、得べかりし利益を含め、完全な額が賠償されなければならない。

2.裁 判所の判決に基づき、土地区画の所有者、土地利用者、土地占有者、

および土地区画の賃借人の諸権利の侵害にっいて有責である者には、現物

による義務の履行(土 壌の肥沃度の回復、土地区画の以前の境界の復活、

撤去された建物、建造物および設備の再建、または不法に造られた建物、

建造物および設備の撤去、境界標および諸標識の復活、その他の土地法違

反の除去、ならびに発生した義務の履行)を 強制することがで きる。

第63条1国 家または自治体の必要のための土地区画の収用の際の土地に対する

諸権利の保障

1.買 上げの方法による場合を含め、国家または自治体の必要のための土地

区画の収用は、以下のことを行った後に実施される。

① 買上げの場合を含め、土地区画が収用された者の希望に従い、等価の

土地区画を提供した後

② 収用された土地区画の上に存在 している居住用、生産用およびその他

の目的の建物、建造物、および設備の価値を補償した後

③ 本法典第62条 に従い、得べか りし利益を含め、損害を完全な額におい

て賠償した後

2.買 上げの方法による場合を含め、土地区画の収用の決定を採択 した国家

権力の執行機関または地方自治機関は、このことを、買上げの方法による

場合を含めた土地区画の来たるべき収用の1年 以上前 に、土地区画の所有

者、土地利用者、土地占有者、および土地区画の賃借人に通知 しなければ

ならない。

通知を受理 した日から1年 経過する前の、買上 げの方法による場合を含
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めた土地区画の収用は、土地区画の所有者、土地利用者、土地占有者、お

よび土地区画の賃借人の同意がある場合にのみ許される。

3.買 上げの方法 による場合を含め、来たるべき収用の通知の後に、土地区

画の所有者、土地利用者、土地占有者、または土地区画の賃借人が、土地

区画上に大規模な建物を建築し、または土地の価値を本質的に上昇させる

その他の措置を行ったことによる支出は、補償 してはならない。

4.国 家または自治体 の必要のための土地区画の収用に際して、 もし土地区

画の所有者に対して等価の土地区画の所有権が無償で譲渡されない場合は、

その所有者に、本条第1項 および第2項 の定める保障とな らんで、土地区

画の市場価格が補償されなければならない。

第64条 土地紛争の審理

1.土 地紛争は、裁判手続で審理 される。

2.当 事者は、裁判所が事件 として受理するまでは、土地紛争の解決を、調

停裁判所に委ねることができる。

第10章 土地に対する支払いおよび土地の評価

第65条 土地利用の有償性

1.ロ シア連邦において、土地の利用は有償である。土地利用に対する支払

いの形態は、土地税(不 動産税の施行まで)お よび賃借料である。

2.土 地税の計算および支払いの手続は、租税および公課に関するロシア連

邦の法令によって定められる。

3.賃 貸された土地にっいては、賃借料が徴収される。

ロシア連邦の所有、ロシア連邦構成主体の所有または自治体所有の下に

ある土地に対する賃借料の額の決定手続、ならびに賃借料納付の手続、諸

条件および期間は、それぞれ、ロシア連邦政府、ロシア連邦構成主体の国

家権力機関、および地方自治機関によって定められる。
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賃借料の額は、土地区画の賃貸借契約の本質的条件である。

4.私 的所有の下にある土地区画に対する賃借料支払いの手続、諸条件およ

び期間は、土地区画の賃貸借契約によって定められる。

5.課 税の目的で、ならびに本法典および連邦の諸法律に定めがあるその他

の場合に、土地区画の登記簿価格が定められる。

第66条 土地の評価

1.土 地区画の市場価格 は、評価活動に関する連邦の法律に従って定められ

る。

2.土 地区画の登記簿価格を定めるために、本条第3項 に定めのある場合を

除いて、土地の国家登記簿評価が実施される。土地の国家登記簿評価の実

施手続は、ロシア連邦政府によって定められる。

3.土 地区画の市場価格が定まっている場合は、土地区画の登記簿価格は、

その市場価格に対する百分率で定められる。

第11章 土地モニター、土地整備および国家土地登記簿

第67条 土地の国家モニター

1.土 地の国家モニターは、土地 の状態に対する監視システムである。ロシ

ア連邦のすべての土地が、土地の国家モニターの対象となる。

2.土 地の国家モニターの課題は、以下のとおりである。

① 土地の状態の変化の時宜を得た発見、これらの変化の評価、予測、な

らびに否定的過程の結果に関する予防および除去に関する勧告の策定

② 国家土地登記簿、土地の利用および保全に対する国家コントロール、

土地資源の国家および自治体による管理のその他の諸機能、ならびに土

地改良の実施の情報面の保証

③ 土地の状態の一部としての環境の状態に関する情報の市民への保証

3.監 視の目的および監視 される地域に応じて、土地の国家モニターは、連
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邦モニター、地域モニターおよび地方モニターに分けられる。土地の国家

モニターは、連邦、地域および地方のプログラムに従って実施される。

4.土 地の国家モニターの実施手続 は、ロシア連邦政府によって定められる。

第68条 土地整備

1.土 地整備 は、その中に、土地状態 の研究、土地の合理的利用およびその

保全の計画化および組織化、土地整備の新対象の形成および既存の対象の

整理、現地におけるそ硲境界の確定(領 域的土地整備)、 農業生産の実施

のための市民および法人による土地区画の合理的利用の組織化、ならびに

ロシア連邦の北方、シベリアおよび極東の先住少数民族の共同体によって

利用されている地域の組織化に関する措置を含む。

2.土 地整備の実施 の結果作成 された記録は、国家土地登記簿および土地モ

ニターリングの実施に際 して利用される。

第69条 土地整備の実施の組織化および手続

1.土 地整備は、権限ある国家権力執行機関もしくは地方自治機関、土地区

画の所有者、土地利用者、 もしくは土地占有者の発意によって、または裁

判所の判決に基づいて実施される。

2.土 地整備は、本法典および連邦の法律に定めのある場合は、実施が義務

づけられる。

3.土 地整備に関す る情報 は、国家機密を構成する情報、および土地区画の

所有者、土地利用者、土地占有者、または土地区画の賃借人の個人に関わ

る情報を除き、公開される。

4.土 地整備の実施 に際 して、その作業開始の7暦 日以前 に、土地整備者が

書面でそのことを通知することによって、土地整備とその権利が抵触する

可能性のある者の合法的諸利益の配慮が保証される。土地整備作業の実施

に際して、しかるべき方法で通知を受けた者が立ち会っていない場合でも、

土地整備の実施の障害とはならない。利害関係者は、所定の手続で、その
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権利および合法的諸利益を制限している行為を訴える権利を有する。

5,買 上げの方法による場合を含め、国家または自治体の必要のための土地

区画の収用の場合・土地区画の所有者・土地利用者・土地占有者・ま牟は

土地区画の賃借人は、土地整備の実施のために、土地区画に立ち入ること

を保証する義務を負う。

6.法 人または個人企業家 は、連邦 の法律によって別段の定めがない限り、

特別の許可なしに、任意の種類の土地整備作業を実施することができる。

7.土 地整備の実施手続 は、連邦の法律ならびに連邦構成主体の法律および

その他の規範的諸法令によって定められる。

第70条 国家土地登記簿

1.国 家土地登記簿は、国家登記簿登記の対象、ロシア連邦における土地の

法体制、ならびに土地区画およびそれと密接に結びっいている不動産物件

の登記簿上の価値、所在地および面積に関する記録された情報の体系的集

成である。国家土地登記簿には、土地区画に対する諸権利の主体に関する

情報も含まれる。

2.国 家土地登記簿は、 ロシア連邦 において統一したシステムとして実施さ

れる。国家登記簿登記の対象となるのは、土地区画およびそれと密接に結

びついているその他の不動産物件である。

3.国 家土地登記簿の実施手続 は、国家土地登記簿に関する連邦の法律によっ

て定められる。

第12章 土地 保全の遵 守、な らび に土地の保全 および利用 に対 する コン トロー

ル(土 地 コン トロール)

第71条 国家土地 コ ン トロール

1.そ の組織的 ・法的形態 および所有形態 に関わ りな く、 団体、その指導者、

役職者 および市民 による、土地法令、 な らびに土地 の保全 お よび利用 の諸
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要件の遵守に対する国家土地コントロールは、特別に権限を付与された国

家機関によって実施される。

2.国 家土地 コントロールは、 ロシア連邦の法令に従い、ロシア連邦政府に

よって定められた手続によって実施される。

第72条 自治体 による土地コン トロールおよび社会的土地コントロール

1.自 治体の領域上における土地利用に対する自治体の土地コントロールは、

地方自治機関またはそれによって権限を付与された機関によって実施され

る。

2.自 治体の領域上 における土地利用に対する自治体の土地コントロールは、

ロシア連邦の法令に従い、地方自治機関の規範的法令によって定められた

手続によって実施される。

3,社 会的土地 コントロールは、本法典第29条 の定める国家権力の執行機関

または地方自治機関による、本法典の定める市民および法人の権利および

合法的諸利益に抵触する決定の準備および採択の所定の手続の遵守、なら

びに土地の利用および保全の諸要件の遵守に対して、地域の社会的自治機

関、その他の社会団体(そ の連合体)、 および市民によって実施 される。

第73条 生産土地 コン トロー・ル

1.生 産土地 コントロールは、土地区画における経済活動の実施過程におい

て、土地区画の所有者、土地利用者、土地占有者、および土地区画の賃借

人によって行われる。

2.土 地区画を利用する者は、生産土地コントロールの組織化に関する情報

を、特に権限を付与された国家土地コントロール機関に、ロシア連邦政府

の定める手続により提供する義務を負う。

第13章 土地の保全および利用の分野における法違反に対する責任

第74条 土地法違反に対する行政上および刑事上の責任
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1.土 地法違反 の実行について有責である者は、法令の定める手続により、

行政上または刑事上の責任を負う。

2.土 地法違反の実行について有責である者の刑事上または行政上の責任の

追及は、なされた土地法違反を排除し、それによって生 じた損害を賠償す

る義務を免除するものではない。

第75条 土地法違反に対する規律責任

1.土 地法違反の実行にっいて有責である組織の役職者および労働者は、自

らの職務上または労働上の義務の不適正な履行の結果、その組織が、土地

の状態へ否定的(有 害)な 影響を与 え、化学物質および放射性物質、産業

廃棄物ならびに排水による汚染をもたらす施設の立案、設置および利用開

始に対する行政上の責任を負った場合には、規律責任を負う。

2.規 律責任追及の手続 は、労働法令、国家 ・自治体公務員法令、行政長官

規律責任法令、連邦の諸法律、ロシア連邦のその他の規範的諸法令、なら

びにロシア連邦構成主体のその他の規範的諸法令によって定められる。

第76条 土地法違反によって生 じた損害の賠償

1.法 人および市民は、自らの土地法違反の実行の結果生 じた損害を、完全

な額において賠償する義務を負う。

2.勝 手 に占拠 した土地区画は、 この土地区画の違法な利用の期間、土地法

令の違反にっいて有責である者によってなされた支出の補償なしに、土地

区画の所有者、土地利用者、土地占有者、および土地区画の賃借人に返還

される。

3.土 地区画がゴミ汚染、その他の種類の殿損、または勝手な占用状態にあ

る場合、それを利用に適した状態に戻すこと、土地区画の勝手な占用また

は勝手な建築の場合、建物、建造物または設備を撤去すること、および殿

損された境界標の復旧は、これらの土地法違反にっいて有責である法人お

よび市民によって、またはその費用負担において、実行される。
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第14章 農地

第77条 農地の概念および構成

1.農 地 と認め られるのは、農業の必要のために供与された土地、およびこ

れらの目的のために予定された土地で、居住地外の土地である。

2.農 地 は、農業地、農道占用地、連絡補給路占用地、否定的(有 害)な 自

然的、人類遺伝学的および遺伝子工学的諸現象の影響からの土地の保全を

保証するための灌木叢生地、閉鎖水域、ならびに、農産物の生産、保管お

よび第一次的加工のために利用される建物、建造物および設備の置かれて

いる土地に分けられる。

第フ8条 農地の利用

以下 に列挙する者 は、農地を、農業生産の実施、保護植林の創設、ならび

に科学研究、教育および農業生産と結びっいたその他の諸目的のために利用

することができる。

農民(フ ァーマー)経 営、個人副業経営、菜園経営、畜産および園芸を

行っている者を含む市民

経済的な組合および会社、生産協同組合、国有および自治体有一元企業、

ならびにその他の営利団体

消費協同組合および宗教団体を含む非営利団体

コサック団体

科学研究団体、農業系の教育施設、および普通教育施設の実験生産的、

教育的、教育実験的および教育生産的諸部門

ロシア連邦の北方、 シベ リアおよび極東の先住少数民族の伝統的な生活

様式、経済様式および手工業の維持および発展のための共同体

第79条 農業地の利用の特殊性

1.農 地の構成の中で、農業地すなわち耕地、草刈場、牧場、休耕地ならび

に多年生植物(果 樹園、ぶ どう園およびその他)の 植生地 は、利用の優先
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性を有 し、特別に保護されるものとする。

2.工 業用施設およびその他 の農業外の必要による建築のために、農業生産

を行うには不適な土地、登記簿価格の点でより質の低い農地の中から、農

業地が提供される。送電線、通信線、自動車道路、幹線パイプラインおよ

びその他の類似の設備の建設のために、より高い質の農地の中から農業地

を提供することが許される。これらの設備は、主として、自動車道路およ

び輪作畑の境界に沿って設置される。

3.そ の登記簿上の価格が平均的地区の水準を超えている農業地を農業以外

の利用のために供与する目的で、買上げの方法による場合を含め収用する

ことは、ロシア連邦の国際的義務の履行、国家の防衛および安全の保障、

鉱物(広 く埋蔵された鉱物を除 く)の 産地の採掘、 ロシア連邦の文化遺産

の物件の維持、文化的 ・生活的、社会的および教育的意義を有する物件、

ならびに自動車道路、幹線パイプライン、送電線、通信線およびその他の

類似の設備の建設および維持と関連 し、これら物件の可能な設置場所が他

にない場合に、例外的にのみ許される。

4.科 学研究団体の実験生産部門、 および高等専門教育の教育施設の教育実

験部門の農業地を含め、特に価値のある生産性の高い農業地、ならびにそ

の登記簿価格が平均的地区の水準を著しく超えている農業地は、ロシア連

邦構成主体の法令に従い、他の諸目的で利用することが許されない土地の

一覧表に含めることができる。

5.農 業地の私有化の結果生 じた土地持分の利用は、農地の取引に関する連

邦の法律によって規制される。

第80条 再配分用土地資源

1.農 業生産のため、な らびに農民(フ ァーマー)経 営、個人副業経営、菜

園経営、畜産経営、園芸経営、草刈りおよび家畜の放牧の経営の創設およ

び拡大のための土地の再配分のために、農地の構成の中に再配分用土地資
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源が創設される。

2.再 配分用土地資源 は、以下のような事情でこの資源に入ってきた農地の

土地区画を使って形成される。

① 土地区画の自発的放棄により

② 法定相続人も遺言による相続人も存在しない場合、どの相続人も相続

を承認 しなかった場合、すべての相続人が被相続人の遺言によって相続

権を奪われた場合、相続人が国家の利益のために相続を放棄した場合、

または相続人がだれのために放棄したかを示さないまま相続を放棄 した

場合

③ 本法典および連邦の諸法律14定 めのあ る場合は、土地区画の強制収容

により

3.再 配分用土地資源の土地の利用は、本法典第78条 に従い、 ロシア連邦の

諸法律およびその他の規範的諸法令の定める手続により実行される。

4.再 配分用土地資源 に土地が存在す るという情報は、一般公開される。

第81条 『農民(フ ァーマー)経 営および個人副業経営の実施のための市民への

農地の供与、ならびに菜園経営、園芸経営、および別荘建築のための市民お

よびその結社への農地の供与

1.農 民(フ ァーマー)経 営を行 う希望を表明した市民には、本法典および

農民(フ ァーマー)経 営に関す る連邦の法律に従い、農地の中から土地区

画が供与される。

2.菜 園経営、園芸経営および別荘建築のための市民およびその結社への土

地区画の供与手続は、本法典、ならびに菜園、園芸および別荘のための市

民の非営利結社に関する連邦の法律によって定められる。

3.個 人副業経営を行 う希望を表明 した市民には、本法典、および個人副業

経営に関する連邦の法律に従って土地区画が供与される。

4.草 刈 りおよび家畜の放牧のために農地から土地区画を市民へ供与する諸
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条件は、本法典、農地の取引に関する連邦の法律、その他の連邦の諸法律

およびロシア連邦構成主体の諸法律によって定められる。

第82条 経済的な会社および組合、生産協同組合、国有および自治体有一元企

業、その他の営利団体、宗教団体、コサック団体、科学研究団体、農業系の

教育施設、ならびにロシア連邦の北方、シベリアおよび極東の先住少数民族

の共同体への農地の供与

農業生産の実現、保護植林の創造、ならびに科学研究上、教育上および農

業生産と結びっいたその他の目的のために、ならびにロシア連邦の北方、 シ

ベリアおよび極東の先住少数民族の伝統的な生活、経済および手工業の様式

の維持および発展のために、経済的な会社および組合、生産協同組合、国有

および自治体有一元企業、その他の営利団体、宗教団体、コサック団体、科

学研究団体、農業系の教育施設、ならびにロシア連邦の北方、シベ リアおよ

び極東の先住少数民族の共同体に、農地の中の土地区画の所有権を供与する

ための諸条件は、農地の取引に関する連邦の法律によって定められる。

第15章 居住用地

第83条 居住用地の概念

1.居 住用地 と認められるのは、都市および農村の居住地の建築および発展

のために利用されている土地、およびそれを予定されている土地、ならび

にそれらの境界線によって他の種類の土地から区別される土地である。

2.居 住用地の利用手続 は、その地域 の地帯区分に応 じて定められる。居住

地域は、その行政区画の範囲内で、地域別の地帯に分けられる。地域の地

帯区分の文書は、地方自治体の規範的諸法令(土 地利用 ・建築規則)に よっ

て承認 され、変更 される。

連邦構成市であるモスクワ市およびサンクト・ペテルブルク市の土地利

用 ・建築諸規則は、これらロシア連邦構成主体の法律によって承認され、
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変更される。

3.都 市および農村の居住地 の土地区画は、国家または自治体の必要のため

に、都市および農村の居住区の総合計画、ならびに土地利用 ・建築諸規則

に従った建築の目的で、買上げの方法を含め、収用することができる。

第84条 都市および農村の居住地の境界線およびその確定手続

1.都 市および農村の居住地の境界線 は、これらの土地を他の種類の土地か

ら区分する都市および農村の居住地の外的境界である。

2.居 住地の境界線の確定は、承認 された都市建設および土地整備の文書に

基づいて行われる。居住地の境界線の案は、都市建設文書となる。

居住地の境界線は、市民および法人に供与された土地区画の境界線に基

づいて確定される。

3.都 市および農村の居住地の境界線 の承認および変更は、本条第4項 およ

び第5項 に定め られた場合を除いて、ロシア連邦構成主体の国家権力機関

によって行われる。

4.連 邦構成市であるモスクワ市およびサンクト・ペテルブルク市の境界線

は、モスクワ市の立法(代 表)機 関およびモスクワ州の立法(代 表)機 関

の合意 された提案、サンク ト・ペテルブルク市の立法(代 表)機 関および

レニングラー ド州の立法(代 表)機 関の合意された提案に基づ き、連邦の

法律によって承認され、変更される。

5.閉 鎖的行政地域構成体の構成 に入 っている都市の居住地の境界線の承認

および変更は、ロシア連邦政府によって行われる。

6.土 地区画を居住地の境界線内に含めることは、土地区画の所有者、土地

利用者、土地占有者、および土地区画の賃借人の権利の消滅をもたらさな

いo

第85条 居住地の土地の構成および地域の地帯区分

1.居 住地の土地 の構成には、都市建設規則に従い、以下の地域的地帯区分
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に該当する土地区画を含めることができる。

① 住宅地帯

② 公共事務地帯

③ 生産地帯

④ 工学上 ・輸送上のインフラストラクチャ地帯

⑤ レクリエーション地帯

⑥ 農業利用地帯

⑦ 特別用途地帯

⑧ 軍事施設地帯

⑨ その他の地帯

2.地 帯の境界線 は、各土地区画は一つの地帯にのみ帰属するという要件に

応えなければならない。

土地利用 ・建築諸規則によって、各地帯のためあ個別の都市建設規則が、

その配置および発展の特殊性、および土地区画の様々の利用形態(居 住、

公共事務、生産、 レク リエーション、および土地区画のその他の利用形態)

の地域的結合の可能性を考慮に入れて、定められる。

一っの地帯の境界線内に存在する土地区画のために、統一都市建設規則

が定められる。地帯の都市建設規則は、土地区画、ならびに土地区画の地

表の上および下に存在するすべて、ならびに建物、建造物および設備の建

設およびその後の使用の過程で利用されるすべての法体制の基本原則を定

める。

3.都 市建設諸規則 は、所有形態および土地区画に対するその他の諸権利の

形態に関わりなく、すべての土地区画の所有者、土地利用者、土地占有者、

および土地区画の賃借人による権利の行使に際して拘束力を有す。

上記の者は、各地帯のために都市建設規則によって定められた任意の許

可された利用形態に従って、土地区画を利用することができる。
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4.土 地区画およびそれと密接に結びついている不動産物件は、以下の場合

には、地帯の都市建設規則に適合 していない。

その利用形態が、許可された利用形態の一覧表に入っていない場合

その面積が、都市建設規則の定める限界値に適合しない場合

上記の土地区画およびそれと密接に結びついている不動産物件は、その

利用が、人々の生命および健康、環境、ならびに歴史的および文化的記念

物にとって危険である場合を除き、それらを都市建設規則に適合させる期

問を定めることなしに、利用することができる。

その利用を都市建設規則に適合させる前の土地区画およびそれと密接に

結びっいている不動産物件の利用の禁止、または土地区画およびそれと密

接に結びっいている不動産物件の利用形態を都市建設規則に適合させる期

間は、地方自治機関によって定められる。

上記の土地区画と密接に結びついている既存の不動産物件の再建および

拡張、ならびに新 しい不動産物件の建設は、定められた都市建設規則に従っ

てのみ、実行することができる。

5.居 住地帯を構成する土地区画には、住宅用建物、ならびに文化上 ・生活

上およびその他の用途の物件の建築が予定される。居住地帯には、個人用

住宅建築、低層混合住宅建築、中層混合住宅建築、高層住宅建築、および

都市建設規則に従ったその他の種類の建築を予定することができる。

6.公 共事務用地帯を構成す る土地区画には、行政用建物、教育上、文化上 ・

生活上および社会的用途の物件、ならびに都市建設規則に従って社会的利

用を予定されたその他の用途の物件の建築が予定される。

7.生 産地帯を構成する土地区画には、工業用および公共サービス ・倉庫用

の物件、ならびに都市建設規則に従ったこれらの目的のためのその他の生

産用の物件の建築が予定される。

8.工 学上 ・輸送上 のインフラス トラクチャ地帯を構成する土地区画には、
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鉄道、自動車道路、河川、海洋、航空およびパイプラインによる輸送、通

信、ならびに工学上 ・輸送上のインフラストラクチャの物件、ならびに都

市建設規則に従ったその他の用途の物件の建築が予定される。

9.市 内の森林、小公園、公園、市内庭園、池、湖および貯水池に占められ

た土地区画を含め、 レクリエーション地帯を構成する土地区画は、市民の

休息および観光旅行用に利用される。

10.都 市および農村の居住地の境界線の内部で、特に保護される地帯を分割

することができるが、そこには、特別の自然保護上、科学上、歴史上 ・文

化上、美学上、 レクリエーション上、保健上の意義およびその他の特に価

値のある意義を有する土地区画が含まれる。

特に保護される地帯の構成に含まれる土地区画は、本法典第94条 ないし

第100条 の定める諸要件 に従 って利用 される。

歴史的および文化的記念物ではないが、歴史的および文化的記念物保護

地帯の境界内に設置されている物件が存在する土地区画は、歴史的および

文化的記念物の保護の諸要件を考慮に入れて定められた都市建設規則に従っ

て利用される。

11.居 住地にある農業利用地帯の構成 に入る土地区画、すなわち耕地、多年

性植生、ならびに農業用途の建物、建造物および設備が占めている土地区

画は、居住地総合計画および土地利用 ・建築規則に従 ってその利用の種類

が変更されるまで、農業生産の実施のために利用される。

12.広 場、道路、通路、 自動車道路、堤、小公園、遊歩道、閉鎖水域、砂浜

およびその他のものが占めている共同利用の土地区画は、様々の地帯の構

成に含むことができるが、私有化することはできない。

第86条 近郊地帯

1.近 郊地帯の構成に含むことができるのは、都市の居住地の境界線の範囲

外にあるが、都市と一体となった社会的、自然的および経済的地域を構成
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し、他の居住地の土地の構成に入っていない土地である。

2.近 郊地帯は、農業生産地域、住民休息地帯、および都市の発展のための

予備地に分割される。

3.近 郊地帯の境界および法体制は、連邦構成市であるモスクワ市およびサ

ンクト・ペテルブルク市の近郊地帯を除いて、ロシア連邦構成主体の法律

によって承認され、変更される。

4.連 邦構成市であるモスクワ市 およびサンクト・ペテルブルク市の近郊地

帯の境界および法体制は、連邦の法律によって承認され、変更される。

5.近 郊地帯の構成の中で、保養上、保健 ・衛生上、およびレクリエーショ

ン上の機能を果たし、その境界内では環境に否定的(有 害)な 影響を及ぼ

す経済的およびその他の活動が禁止される緑地帯を区分することができる。

6.第 一種の森林に覆われている近郊緑地帯の境界内の土地の他の種類の土

地への変更は、ロシア連邦政府の決定に基づいて許される。

第16章 二L業、エネルギー産業、輸送、通信、ラジオ放送、テレビ放送および

情報産業用の土地、宇宙開発保証のための土地、防衛および安全保障用の土

地、な.らびにその他の特別用途の土地

第87条 工業、エネルギー産業、輸送、通信、ラジオ放送、テレビ放送および

情報産業用の土地、宇宙開発保証のための土地、防衛および安全保障用の土

地、ならびにその他の特別用途の土地の構成

1.工 業、 エネルギー産業、輸送、通信、ラジオ放送、テレビ放送および情

報産業用の土地、宇宙開発保証のための土地、防衛および安全保障用の土

地、ならびにその他の特別用途の土地と認められるのは、居住地の境界線

の外に存在する土地で、工業、エネルギー産業、輸送、通信、ラジオ放送、

テレビ放送および情報産業用の諸施設、宇宙開発保証のための諸施設、防

衛および安全保障用の諸施設の組織化活動および(ま たは)利 用の保証、
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ならびにその他の特別の課題の実現の保証のために利用され、または利用

が予定されている土地、ならびにそれに対する権利が、本法典、連邦の諸

法律およびロシア連邦構成主体の諸法律の定める事由に基づいて、土地関

係の当事者に生 じる土地である(以 下、工業用およびその他の特別用途の

土地と略す)。

工業用およびその他の特別用途の土地は、本法典第7条 に従い、 ロシァ

連邦の独立 した種類の土地を構成する。

2.工 業用およびその他の特別用途の土地は、それらがその解決のために利

用されまたは利用を予定されている特別の課題の性格に応じ、以下のよう

に再分割される。

① 工業用地

② エネルギー産業用地

③ 輸送用地

④ 通信、ラジオ放送、テレビ放送および情報産業用地

⑤ 宇宙開発保証用地

⑥ 防衛および安全保障用地

⑦ その他の特別用途地

これ らの土地の法体制の特殊性は、本法典第88条 ない し第93条 によって

定められ、地域の地帯区分の実施に際して考慮される。

3.工 業用およびその他の特別用途 の土地の構成の中に、住民の安全保障、

ならびに工業およびエネルギー産業の諸施設、特に危険な放射能性施設お

よび危険な核施設、核資料および放射性物質の保管地点、ならびに輸送用

およびその他の諸施設の利用のために必要な諸条件の創造の保証の目的で、

土地利用の特別の諸条件をもっ防衛上、保養 ・保護上およびその他の地帯

を含めることができる。

このような地帯の構成に含まれる土地区画を、土地区画の所有者、土地
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利用者、土地占有者、および土地区画の賃借人 から収用することはでき

ない。 しかしそれらの境界線内で、地帯設定の目的と両立 しない種類の活

動を制限または禁止するその特別利用体制を導入することができる。

4.連 邦エネルギー ・システム、原子力エネルギーの利用施設、連邦輸送機

関、交通手段、連邦情報 ・通信施設、宇宙開発を保証する諸施設、防衛お

よび安全保障の諸施設、防衛生産施設、ロシァ連邦の国境の地位および防

衛を保証する諸施設、ならびにロシア連邦憲法第71条 に従 ってロシア連邦

の管轄に属す るその他の諸施設が占用 している工業用およびその他の特別

用途の土地は、連邦所有である6

5.工 業用およびその他の特別用途の土地の個々の種類の利用手続、ならび

に当該種類の土地利用の特別の諸条件を有する地帯の制定は、以下のもの

によって決定される。

① 連邦所有下にある上記の土地との関係においてはロシア連邦政府

② ロシア連邦構成主体の所有下にある上記の土地 との関係においてはロ

シア連邦構成主体の執行権力機関

③ 自治体所有下にある上記の土地との関係においては地方自治機関

6.工 業用およびその他の特別用途の土地は、本法典第24条 に従い、農業生

産およびその他の利用のために、期限付無償利用に供することができる。

第88条 工業用地

1.工 業用地 と認め られるのは、工業諸組織の活動および(ま たは)工 業諸

施設の利用の保証のために利用され、または利用が予定されている土地、

ならびにそれに対する権利が、本法典、連邦の諸法律およびロシア連邦構

成主体の諸法律の定める事由に基づいて、土地関係の当事者に生じる土地

である。

2.工 業諸組織の活動および(ま たは)工 業諸施設の利用の保証 の目的で、

生産用および行政用の建物、建造物および設備、ならびにそれらに役立っ
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諸施設の設置のために土地区画を供与することができ、また保養 ・保護地

帯、および本条第1項 の定める土地の特別の利用諸条件を有するその他の

地帯を定めることができる。

3.本 条第2項 の定める目的のために供与 される土地区画の面積は、所定の

手続で承認された基準、および計画 ・技術文書に従って定められる。

4.鉱 物採掘のための土地区画は、鉱区の公式設定、土地の再肥沃化計画の

承認、および以前使い尽 くした土地の回復の後に、鉱山業および石油ガス

工業の団体に供与される。特に価値のある生産性の高い農業地は、本条第

79条 に従い、鉱区の境界内にある他の農業地を使い尽くした後に供与され

る。

第89条 エネルギー産業用地

1.エ ネルギー産業用地 と認め られるのは、エネルギー産業諸組織の活動お

よび(ま たは)エ ネルギー産業諸施設の利用の保証のために利用され、ま

たは利用が予定されている土地、ならびにそれに対する権利が、本法典、

連邦の諸法律およびロシア連邦構成主体の諸法律の定める事由に基づいて、

土地関係の当事者に生じる土地である。

2.エ ネルギー産業の諸組織および諸施設の活動の保証のために、以下の目

的で土地区画を供与することができる。

① 水力発電所、原子力発電所、核装置、核資料および放射性物質の保管

地点、放射性廃棄物の保管庫、火力発電所、ならびにそれらの諸設備お

よび諸施設の役に立つその他の発電所の設置

② 地上の送電線、送電用ケーブル線地上設備、変電所、配電地点、なら

びにその他のエネルギー産業の諸設備および諸施設の設置

エネルギー産業の諸施設の組織化活動および利用のために、電力網の防

護地帯を定めることができる。

3.地 上の送電線および電力網の役 に立っ通信線の支柱の設置のための土地
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区画の面積の決定規則は、ロシア連邦政府によって定められる。

第90条 輸送用地

1.輸 送用地 と認め られるのは、 自動車、海上、内陸水上、鉄道、航空およ

びその他の種類の輸送の諸組織の活動および(ま たは)そ れら諸施設の利

用の保証のために利用され、または利用が予定されている土地、ならびに

それに対する権利が、本法典、連邦の諸法律およびロシア連邦構成主体の

諸法律の定める事由に基づいて、土地関係の当事者に生 じる土地である。

2.鉄 道輸送の諸組織の活動および諸施設の利用'を保証するために、以下の

目的で土地区画を供与することができる。

① 鉄道網の設置

② 鉄道ターミナル、鉄道駅、ならびに地上および地下の建物、建造物、

設備、装置ならびにその他の鉄道輸送設備の利用、維持、建築、再建、

修理および発展のために必要な装置およびその他の諸施設を含む、建造

物、建物および設備の設置、利用、拡大および再建

③ 鉄道の側地帯および保護地帯の設置

鉄道輸送用地の範囲内の鉄道の側地帯における空地となっている土地区

画は、農業用利用、乗客へのサービスの供与、貨物の倉庫保管、積み荷 ・

積み下ろし場所の設置、および沿線倉庫の設備のために(あ らゆる種類の

燃料 ・潤滑油の倉庫およびガソリンスタンド、ならびに危険な物質および

資材の保管を予定した倉庫を除く)、な らびに連邦の諸法律の定 める交通

安全の諸要件の遵守を条件としてその他の目的のために、市民および法人

に賃貸することができる。

鉄道の側地帯および保護地帯の設置および利用の手続は、ロシア連邦政

府によって定められる。

3.自 動車輸送および道路経営の諸組織の活動、ならびに自動車輸送および

道路経営の諸施設の利用を保証するために、以下の目的で土地区画を供与
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することができる。

① 自動車道路、その建設要素および道路設備の設置

② 自動車ターミナル、自動車駅、自動車輸送のその他の諸施設、および

地上および地下の建物、建造物、設備および装置の利用、維持、建築、

再建、修理および発展のために必要な道路経営の諸施設

③ 自動車道路の側地帯の設置

自動車輸送用地の範囲内で、自動車道路の側地帯の土地区画を、本法典

の定める手続により、道路サービスの諸施設および屋外広告の設置のため

に、市民および法人に賃貸することができる。

法令に定められた場合を除いて、自動車道路の側地帯で以下のことを行

うことは禁止される。

住宅用および公共用の建物および倉庫の建築

建築、地質調査、測地、鉱山活動および探査活動の実施、ならびに地

上設備の構築

土地区画の開拓、草の刈取り、多年生植物の伐採および加害、芝生の

撤去、ならびに土壌の掘削

屋外広告、告知板、および道路交通安全と関係のない標識の設置

連邦自動車道の利用、その維持、ならびに道路交通安全の諸要件および

住民の安全の諸要件の保証の正常な諸条件の創造のために、連邦自動車道

の側地帯に両側から隣接する土地区画に沿道地帯が設置される。そこでは、

建物、建造物および設備の建設、沿道地帯の範囲内での経済活動の制限、

ならびに交通安全と関係のない広告用の看板およびパネルの設置を含め、

その利用についての特別体制が定められる。

そのような沿道地帯の範囲内にある土地区画の所有者、土地利用者、土

地占有者、および土地区画の賃借人に対して、対応するロシア連邦構成主

体の執行権力機関は、これらの土地区画の利用の特別体制について知らせ
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なければならない。

連邦自動車道路のこのような沿道地帯および側地帯の設定および利用の

手続は、ロシア連邦政府によって定められる。

4.海 上および内陸水上輸送の諸組織の活動およびこれら諸施設の利用を保

証するために、以下の目的で土地区画を供与することができる。

① 人工的に創設された内陸水上交通路の設置

② 海港、河港、桟橋、埠頭、水力工学諸施設、ならびに地上および地下

の建物、建造物、設備、装置、ならびに海上および内陸水上輸送のその

他の諸施設の利用、維持、建設、再建、修理および発展のために必要な

その他の諸施設の設置

③ 海岸地帯の区分

内陸水上交通路の航行および浮送と結びっいた仕事のために、居住地域

の外部に、内陸水上交通路の海岸地帯が区分される。海岸地帯の区分およ

びその利用の手続は、ロシア連邦内陸水上輸送法典によって定められる。

5.航 空輸送の諸組織の活動およびその諸施設の利用の保証の目的で、空港、

飛行場、エアターミナル、離着陸地帯、ならびに、地上および地下の建物、

建造物、設備、装置、および航空輸送のその他の諸施設の利用、維持、建

設、再建、修理および発展のために必要なその他の地上の諸施設の設置の

ために土地区画を供与することができる。

6.パ イプライ ン輸送 の諸組織の活動およびその諸施設の利用を保証するた

めに、以下の目的で土地区画が供与される。

① 石油輸送管、ガス輸送管およびその他のパイプラインの設置

② 地上および地下の建物、建造物、設備、装置、およびパイプライン輸

送のその他の諸施設の利用、維持、建設、再建、修理および発展のため

に必要な諸施設の設置

③ 土地区画の特別利用条件をもつ保護地帯の設定
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ガス供給システムの施設が設置されている保護地帯の境界は、建築の基

準および規則、幹線パイプライン保護規則、および所定の手続で承認され

たその他の規範的諸文書に基づいて定められる。上記の土地区画を経済的

に利用するに際して、ガス供給システムの施設から所定の最低距離の範囲

内に、いかなるものであれ建物、建造物および設備を建設することは許さ

れない。ガス供給システムの組織すなわち所有者またはそれによって権限

を与えられた組織が、ガス供給システムの施設の運転および修理を行い、

ならびにそこで発生した事故および惨事の結果の除去のための作業を行う

ことを妨害することは許されない。

7.自 動車、水上、鉄道、航空およびその他の種類の輸送の施設の建設およ

び再建のための諸条件を創設するために、予備地が形成される。上記の目

的のための予備地の形成手続は、連邦の法律によって定められる。

第91条 通信、ラジオ放送、テレビ放送および情報産業の用地

1.通 信、 ラジオ放送、テ レビ放送および情報産業の用地と認められるのは、

通信、ラジオ放送、テレビ放送および情報産業の諸組織および(ま たは)

諸施設の活動の保証のために利用され、または利用が予定されている土地、

ならびにそれに対する権利が、本法典、連邦の諸法律およびロシア連邦構

成主体の諸法律の定める事由に基づいて、土地関係の当事者に生 じる土地

である。

2.通 信(宇 宙通信を除 く)、ラジオ放送、テ レビ放送 および情報産業を保

証する目的で、以下のものを含め、それぞれのインフラス トラクチャの諸

施設の設置のために、土地区画を供与することができる。

① その財産目録に無線中継用、地上通信線、ケーブル通信線およびそれ

ぞれの接収地が記載されている通信運営企業

② ケーブル、無線中継および地上通信線、ならびにケーブルおよび地上

通信線上のラジオ放送普及線、ラジオ放送網、ならびにそれぞれの通信
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線の保護地帯

③ 地下ケーブルおよび空中通信線、ラジオ放送網、ならびにそれぞれの

通信線の保護地帯

④ ケーブル通信線の地上および地下の供給外増幅局、およびそれぞれの

保護地帯

⑤ 衛星通信の地上設備およびインフラストラクチャ

第92条 宇宙開発保証用地

1.宇 宙開発保証用地 と認め られるのは、宇宙開発の諸組織および(ま たは)

諸施設 の活動の保証のために利用され、または利用が予定されている土地、

ならびにそれに対する権利が、本法典、連邦の諸法律およびロシア連邦構

成主体の諸法律の定める事由に基づいて、土地関係の当事者に生じる土地

である。

2.宇 宙開発の保証の目的で、宇宙発射基地、発進複合体、起動設備、指令 ・

測量複合体、宇宙施設飛行管理のセンターおよび局、情報の受信 ・保管 ・

加工局、宇宙技術保管基地、ロケットの切り離し部分の墜落地域、宇宙施

設着陸実験場および発着地帯、宇宙技術完成のための実験基地施設、宇宙

飛行士養成のためのセンターおよび設備、ならびに宇宙開発の実現に際 し

て利用されるその他の地上の設備および機械を含め、宇宙インフラス トラ

クチャの地上の諸施設の配置のための土地区画を供与することができる。

3.ロ ケ ットの切 り離 し部分の墜落地域として偶然に利用される土地区画は、

土地区画の所有者、土地利用者、土地占有者、および土地区画の賃借人か

ら収用されない。

これらの者への損害賠償手続は、ロシア連邦政府によって定められる。

第93条 防衛および安全保障用地

1.防 衛および安全保障用地 と認め られるのは、ロシア連邦軍、ロシア連邦

国境警備隊、ならびにロシア連邦領土の一体性および不可侵性の軍事的擁
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護・ロシア連邦の国境および情報上の安全の擁護および防衛、閉鎖行政地

域体における安全保障のその他の諸形態に関する機能を実現 しているその

他の軍隊、軍事構成体、ならびに諸機関、諸団体、諸企業および諸施設の

活動の保証のために利用され、または利用が予定されている土地、ならび

にそれに対する権利が、本法典および連邦の諸法律の定める事由に基づい

て、土地関係の当事者に生じる土地である。

2.防 衛の保障のために、以下の目的で土地区画を供与することができる。

① 必要な準備の上で、ロシア連邦軍、その他の軍隊および軍事構成体な

らびに諸機関の建設、育成および支援(軍 事的な諸組織、諸施設および

その他の諸設備の配置、軍隊および艦隊の配置、ならびに教練およびそ

の他の措置の実施)

② 武器な らびに軍事機械、特殊機械および宇宙開発機械、ならびに弾薬

の立案、製造および修理(射 撃実験場、武器廃棄場所および廃棄物埋立

て地)

③ 国家予備地および動員予備地 における物質的財貨の貯蓄施設の設置

(貯蔵庫、倉庫およびその他)

防衛の必要 と結びっいた教練その他の措置の実施のために、土地(地 域)

の一時的使用が必要な場合は、土地区画は、その所有者、土地利用者、土

地占有者、および土地区画の賃借人から収用されない。

これらの土地の利用は、調査活動の実施のため、および特別利用条件を

有する地帯のために定められた手続を適用して実施される。

3.ロ シア連邦国境の擁護および防衛の保障の目的で、ロシア連邦の法令の

定める手続により、工学技術的な設備および遮断装置、国境標識、国境空

地帯、通信施設、ロシア連邦国境通過所ならびにその他の諸施設の設置お

よび維持のための土地帯または土地区画が、恒久的(無 期限)利 用のため

に分離される。
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ロシア連邦国境の擁護および防衛の保障のために必要な土地帯の分離の

基準および土地区画の面積、ならびにその利用手続は、経済上、家内工業

上およびその他の活動の特殊性を考慮 しっっ、ロシア連邦の法令によって

定められる。

4.閉 鎖行政地域体 における大量破壊兵器の立案、製造、保管および再利用、

ならびに放射性物質およびその他の物質、軍事施設およびその他の施設の

再処理のための諸施設の配置のために、土地区画は、恒久的(無 期限)利

用または賃借に供 される。

閉鎖行政地域体においては、ロシア連邦政府の決定に基づき、土地の特

別利用体制が定められる。

本法典第29条 の定める国家権力の執行機関および地方自治機関は、閉鎖

行政地域体の領域外で、住民の菜園、園芸、農業生産、住宅建築および別

荘建築の発展に関する住民の要求を満足させるために、土地区画の供与に

関する必要な措置をとらなければならない。

5.本 法典第29条 の定める国家権力の執行機関は、ロシア連邦政府の定める

手続により、防衛および安全保障の必要のために供与された土地の中から、

個々の土地区画を、農業、林業およびその他の利用のために、法人および

市民に、賃貸または期限付無償利用に供することができる。

6.非 常事態または戒厳状態の条件の下で、防衛および安全保障の必要のた

めの土地区画の利用は、本法典第51条 の定める手続によって、行 うことが

できる。

7.ロ シア連邦軍、 ロシア連邦国境警備隊、その他の軍隊、軍事構成体およ

び軍事機関の武器廠、基地および倉庫に隣接する土地区画に、技術的およ

び自然的性格の非常状況の発生に際して、武器、軍事技術およびその他の

軍事財産の保管の安全、住民ならびに生産上、社会上 ・生活上、およびそ

の他の用途の諸施設の保護、ならびに環境保護の保証のために、禁止地帯
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を設定 す ることがで きる。

第17章 特別に保護 される地域および物件の土地

第94条 特別 に保護 される地域の土地の概念および構成

1.特 別 に保護 される地域の土地 とは、特別の自然保護上、科学上、歴史 ・

文化上、美学上、 リクリエーション上、保健上およびその他の面で価値あ

る意義を有する土地であり、それは、連邦国家権力諸機関もしくはロシァ

連邦構成主体の国家権力諸機関の決定、または地方自治機関の決定に従っ

て、経済的利用および取引が全面的または部分的に禁止され、そのために

特別の法体制が敷かれる。

2.特 別に保護される地域 の土地には、以下のものがある。

① 療養 ・保健地区および保養地を含め、特別に保護される天然地域の土

地

② 自然保護用途の土地

③ リクリエーション用途の土地

④ 歴史的 ・文化的用途の土地

⑤ 本法典および連邦の諸法律により特に価値が認められるその他の土地

3.連 邦 レベルの特別に保護される地域の土地を指定する手続、ならびに連

邦レベルの特別に保護される地域の土地の利用および保全手続は、連邦の

諸法律に基づき、ロシア連邦政府によって定められる。

4.連 邦構成主体 〔レギオン〕および地方 レベルの特別に保護される地域の

土地を指定する手続、ならびに連邦構成主体 〔レギオン〕および地方レベ

ルの特別に保護される地域の土地の利用および保全手続は、連邦の諸法律、

ロシア連邦構成主体の諸法律、および地方自治機関の規範的諸法令に従い、

ロシア連邦構成主体の国家権力機関、および地方自治機関によって定めら

れる。
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5.ロ シア連邦政府、 ロシア連邦構成主体の執行権力の関係諸機関、および

地方自治機関は、その他の種類の特別に保護される地域の土地(近 郊緑地

帯、都市の森、都市公園、保護すべき海岸線、保護すべき自然景観、生物

学実験所、小保安林区およびその他が存在する土地)を 指定することがで

きる。

6.特 別に保護 される天然地域の土地、およびロシア連邦の文化遺産の物件

が占用している土地は、それぞれの目的のために利用される。 これらの土

地を他の目的のために利用することは、本法典および連邦の諸法律に定め

がある場合は制限され、または禁止される。

第95条 特別保護天然地域の土地

1.特 別保護天然地域の土地 とは、生物圏保護区、国立自然保護区、天然記

念物、国立公園、自然公園、森林公園、植物園、ならびにロシア連邦の北

方、シベ リアおよび極東の先住少数民族の伝統的自然利用地域を含む国立

自然保護地、ならびに療養的 ・保健地域および保養所の土地である。

2.特 別保護天然地域の土地 は、全国民的財産の対象であり、連邦所有、ロ

シア連邦構成主体所有および自治体所有である。連邦の諸法律に定めがあ

る場合、特別に保護される天然地域の土地に、市民および法人が所有権を

有する土地区画を含めることが許される。

3.特 に価値のあるエコロジー上の システムおよび対象を含み、その保護の

ために特別保護自然地域が設けられた生物圏公園、国立公園、自然公園、

国立自然保護区、天然記念物、森林公園、および植物園を含む国立自然保

護区の土地においては、自然複合体および対象の保存および研究と結びっ

かず、連邦の諸法律およびロシア連邦構成主体の諸法律によって規定され

ていない活動は禁止される。特別保護天然地域の土地の範囲内において、

その特定用途に矛盾する必要のために土地区画を収用したり、または土地

に対する諸権利をその他のかたちで消滅させることは許されない。
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特別保護天然地域の土培の構成の中の、部分的な経済的利用のために特

に分割された土地区画において、そのために特に定められた法体制に従い、

経済およびレクリエーション活動を制限することが許される。

4.特 別保護天然地域の土地に、それに隣接する土地区画における不都合な

人類遺伝学的影響から擁護する目的で、経済活動を規制する体制をもっ保

護地帯または保護区を創設することができる。この地帯の境界内では、特

別保護天然地域の自然複合体に否定的(有 害)な 影響を及ぼす活動は禁止

される。保護地帯の境界線は、特別の情報標識で示されなければならない。

保護地帯の境界内の土地区画は、土地区画の所有者、土地利用者、土地占

有者、および土地区画の賃借人から収用されず、これらの土地区画のため

に定められた特別の法体制を遵守 して、それらの者によって利用される。

5.特 別保護天然地域の土地の新規の創設および既存のものの拡張のために、

ロシア連邦構成主体の国家権力機関は、買上げの方法を含め、その後のそ

の土地の収用を伴う特別保護天然地域の土地と宣言することが予定されて

いる予備地の形成の決定、およびそこにおける経済活動の制限に関する決

定を採択することができる。

6.国 立保護区および国立公園の土地 は連邦所有であり、国立保護区および

国立公園に恒久的(無 期限)利 用権が委ね られる。国立保護区および国立

公園の境界内の土地区画は、私有化 してはならない。個々の場合、国立公

園の境界内で、その活動が国立公園の土地に否定的(有 害)な 影響を与え

ず、国立保護区および国立公園の土地の利用体制に違反しない他の利用者

および所有者の土地区画の存在が許される。国立公園は、上記の土地の取

得の排他的権利を有する。

7.連 邦 レベルの特別保護天然地域の土地においては、以下のことは禁止さ

れる。

① 菜園地および別荘地の供与
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② 連邦自動車道路、パイプライン、送電線、およびその他の連絡路の建

設、ならびに特別保護天然地域の機能遂行と結びっかない工業用、経済

用および居住用の施設の建設および利用

③ 特別保護天然地域の機能遂行と結びっかない機械的交通手段の運行お

よび駐車、ならびに自動車道路外での家畜の通行

④ 連邦の諸法律によって禁止されているその他の種類の活動

8.自 然公園地域 は、公園に恒久的(無 期限)利 用 に供 されている土地に設

置される。他の利用者および所有者の土地に自然公園を設定することも許

される。

9.土 地を国立 自然保護区と宣言す ることは、土地の所有者、土地利用者お

よび土地占有者からの土地区画の買上げの方法を含む収用によって、また

はそのような収用なしに許される。

10.所 定の手続で天然記念物 と宣言 された自然複合体および諸対象に占めら

れている土地区画は、これらの区画の所有者、土地利用者および土地占有

者から収用することができる。

第96条 療養 ・保健地区および保養地の土地

1.療 養 ・保健地区および保養地の土地は、特別保護天然地域であり、市民

の療養および休息のために利用が予定される。これらの土地の構成には、

自然の療養資源(鉱 水、泥浴用泥、な らびに潟および湖の塩水の産地)、

快適 な気候、ならびに人の病気の予防および治療のために利用されており、

または利用することができるその他の天然の諸要素および諸条件を有する

土地が含まれる。

2.療 養 ・保健地区および保養地の地域の土地における人の病気の予防およ

び治療の組織化のための良好な衛生上およびエコロジー上の諸条件を維持

するために、法令に従 って衛生(山 間衛生)保 護区が定められる。連邦 レ

ベルの保養地の衛生(山 間衛生)保 護区の境界および体制は、 ロシア連邦
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政府によって定められる。

3.衛 生地帯の境界内の土地区画 は、定められた衛生体制に従ってこれらの

土地区画の取引からの完全な除外が定められている場合(療 養 ・保健地区

および保養地の衛生(山 間衛生)保 護第一地帯)を 除き、土地区画の所有

者、土地利用者、土地占有者、および土地区画の賃借人から収用されず、

買い取られることもない。私的所有の下にある土地区画は、本法典第55条

に従い、その所有者から買い取 らなければならない。衛生(山 間衛生)保

護第二地帯および第三地帯の境界内の土地区画の利用は、特別保護天然地

域に関する法令に従って制限される。

第97条 自然保護用途の土地

1.自 然保護用途の土地 とは、以下の土地である。

① 河川および湖沼の水域保護地帯の土地

② 禁猟 ・産卵保護地帯の土地

③ 保護機能を果たす森林地

④ 浸食防止、牧場保護および草原保護の植生地

⑤ 自然保護機能を果たすその他の土地

2.自 然保護用途の土地 において、連邦の諸法律、連邦構成主体の諸法律お

よび地方自治機関のその他の規範的諸法令に従い、これらの土地の定めら

れた保護体制を遵守 して、制限された経済活動が許される。

3.そ の利益のために、特別の利用諸条件をもった土地区画を分与された法

人は、特殊の情報標識によって、その境界を表示する義務を負 う。

4.自 然保護用途の土地の範囲内で、 これらの土地の基本的用途と両立しな

い種類の活動を制限しまたは禁止する土地利用の特別法体制が導入される。

これらの土地の範囲内の土地区画は、土地区画の所有者、土地利用者、土

地占有者、および土地区画の賃借人から収用されず、買い上げられること

もない。
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5.連 邦 の先住 少数民族 に関す る諸 法律 に定 めのある場合、 ロシア連邦 の先

住少数 民族 お よび種族的共 同体 の伝統 的 な生 活 および経済活動 の地区 に、

先住少数 民族 の伝統的 自然利用地域 を形成 す る ことがで きる。上 記 の地域

にお ける自然利用手続 は連邦 の諸 法律 によ って定め られ、そ の境界 はロ シ

ア連邦 政府 によ って定 め られ る。、

第98条 レク リエ ー シ ョン用途 の土地

1.レ ク リエー シ ョン用途 の土地 とな るの は、市民の休息、観光旅行、体育 ・

健康活動 およびスポー ッ活動 の組織 化 のために利用が予定 され、 また利用

されて いる土地 であ る。

2.レ ク リエー シ ョン用途 の土地 の構成 の中1へ 休息の家、ペ ンシ ョン、キャ

ンプ場、体育 およびスポー ッの諸 施設、観光旅行基地、常設 および仮設 の

観光 旅行 ・健康収容所、釣 り人 と狩人 の家、児童観光旅行 セ ンター、観光

旅 行公園、森林公園、実習 ・観光 旅行用 の里道 および道路、児童 およびス

ポーツ収容所、 な らびにその他 の類似 の諸施設 が存在 してい る土地 区画 が

含 まれ る。

3.土 地区画 の所有者、土地利用者 、土地 占有者、 および土地 区画 の賃借人

との協定 に基づ いて定 め られた実 習 ・観光旅行用 の里道 および道路 の利用

は、地役権 に基 づいて行 うことがで きる。 その場合、上記 の土地 区画 の利

用が妨 げ られ ることはな い。

4.近 郊緑地帯 も、 レク リエー シ ョン用途 の土地 で ある。

5.レ ク リエー シ ョン用途 の土地で は、 その特定用途 にふ さわ しくな い活動

は禁止 され る。

第99条 歴史的 ・文化 的用途 の土地

1.歴 史 的 ・文化 的用途 の土 地 とは、以下 の土地 であ る。

① 考古学 的遺跡 を含 む ロ シア連邦諸民族の文化的遺産の諸対象(歴 史的 ・

文化 的記念物)
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② 歴史的な手工業、製造業、家内業の風俗習慣の継承地を含む名所

③ 兵士および民間人の墓地

2.歴 史的 ・文化的用途の土地 は、その特定の用途に厳格に従って利用され

る。

歴史的 ・文化的用途の土地の収用、およびその特定の用途にふさわしく

ない活動は許されない。

3.歴 史的 ・文化的用途の土地に属す る土地区画は、法令に定めのある場合

を除いて、土地区画の所有者、土地利用者、土地占有者、および土地区画

の賃借人から収用されない。

研究および保存すべき文化遺産の物件の存在する土地を含め、歴史的 ・

文化的用途の個々の土地において、すべての経済活動を禁止することがで

きるる

4.歴 史上、景観上および都市建設上の環境を維持する目的で、連邦の諸法

律およびロシア連邦構成主体の諸法律に従い、文化遺産物件保護地帯が設

けられる。歴史的 ・文化的用途の土地の範囲内で、居住地の外に、これら

の土地の基本的用途と両立 しない活動を禁止する土地利用特別法体制を導

入することができる。歴史的 ・文化的用途の土地ではないが、上記の保護

地帯に存在する土地区画の利用は、歴史および文化の記念物保護の諸要件

に従い、土地利用および建築規則によって規定される。

第100条 特に価値のある土地

1.特 に価値のある土地 とは、特別の科学的および歴史的 ・文化的価値を示

している自然物および文化遺産(代 表的なまたは珍 しい風景、文化的景観、

動植物世界、珍しい地質学的構造、および科学 ・研究組織の活動の実施の

ために予定された土地区画)が その範囲内に存在する土地 である。

2.そ のような土地区画の所有者、土地利用者、土地占有者、およびそのよ

うな土地区画の賃借人には、それらを保護する義務が課される。特に価値
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のある土地に関する情報は、国家土地登記簿の文書、不動産に対する諸権

利およびそれに関わる法律行為の国家登記の文書、ならびに土地に対する

権利を認証するその他の諸文書に記載されなければならない。

第18章 森林資源地、水資源地および予備地

第101条 森林資源地

1.森 林資源地 とは、森林地(森 林植物に覆われた土地、および森林植物に

覆われてはいないがその回復が予定されている土地一伐採地、焼け跡、空

き地、草地およびその他)、 および林業経営のために使用が予定されてい

る非森林地(通 路、道路、沼地およびその他)で ある。

2.森 林資源地の境界は、森林整備の資料に従って、森林資源地を他の種類

の土地から区別する方法によって定められる。森林資源地の境界に関する

データは、.国家土地登記簿に記載 される。

3.国 家または自治体の必要のために第一種森林に覆われている土地を収用

することは、本法典第49条 第1項 第1号 および第2号 に定 める例外的な場

合にのみ許 される。

4.森 林資源地 の他の種類の土地への転換は、連邦の諸法律の定める環境保

護の諸要件を考慮に入れて、本法典第8条第1項 第1号 に従 って行われる。

5.一 時的に林業経営に利用 されていない森林資源の非森林地は、本法典第

29条 の定める国家権力の執行権力機関の決定に基づき、5年 以下の期間、

農業生産を行 うために賃貸することができる。このような土地の利用およ

びそれらの利用の制限の諸条件は、土地区画の賃貸借契約によって定めら

れる。

6.森 林資源地の利用および保護の手続は、本法典および森林法令に従って

規制される。
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第102条 水資源地

1.水 資源地 とは、水資源に覆われた土地、水資源の保護地帯の土地、なら

びに測地帯、ならびに取水設備、水力工学諸施設、ならびにその他の水経

営設備および諸施設の保護地帯の設置のために分割された土地である。

2.水 資源地 は、飲料水、住民の日常生活上、健康上およびその他の住民の

諸要求の満足を保証する設備の建設および利用のため、ならびに定められ

た諸要件を遵守 した上で、水経営、農業、自然保護、工業、漁業、エネル

ギー産業、輸送およびその他の国家または自治体の必要のために、利用す

ることができる。

3,飲 料水および経済上 ・日常生活上の水供給の水源の保護のために、その

範囲内に土地利用の特別法体制が導入される保護地帯が設定される。

4.水 資源地の利用および保護の手続は、本法典および水法令によって定め

られる。

第103条 予備地

1.予 備地 とは、国有 または自治体有の下にある土地で、本法典第80条 に従っ

て形成される土地の再配分フォンドの土地を除いて、市民および法人に供

与されない土地である。

2.予 備地の利用は、それを他の種類の土地に転換した後に許される。

ロシア連 邦大統領V・ プーチ ン

2001年10月25日 、 モ ス ク ワ、 ク レム リン
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「ロシァ連邦土地法典施行法」(2001年10月25日 制定)概 要

1.土 地法典 は公布 の日に施行 される。

2.新 土地法典の施行によって、1991年 ロシア共和国土地法典、1990年 ロシ

ア共和国土地改革法、1992年 「個人副業経営 ・別荘地経営 ・菜園 ・個人住

宅建設用土地の私有取得 ・売却権にっいての法律」などの法律は失効する。

土地法規範を含んでいる旧ソ連邦の法令は今後は適用されない。土地関係

を規制 してきた大統領令 ・政府決定は、新土地法典に抵触しない限りで適

用される。新土地法典施行前に発生した土地関係にっいては、施行法に定

めがある場合を除き、新土地法典施行後に発生した権利 ・義務関係の部分

についてのみ新法典は適用される。

3.農 地取引法が施行されるまで、農業用土地区画の取引は、民事法令およ

び土地法典に従って行われるが、土地所有者、土地利用者、土地占有者お

よび土地区画の賃借人の変更に際して、当該土地区画の種類および特定用

途は変更されてはならない。外国人、無国籍者および外国法人は、農業用

土地区画を、賃借権に基づいてのみ占有 ・利用することができる。国有ま

たは自治体有の下にある土地区画の私有化は、許されない。新土地法典の

施行まで連邦構成主体の諸法律が土地取引を規制 していた地域では、農地

取引法が施行されるまで、当該連邦構成主体の諸法律が作用 し続ける。

4.土 地法典第36条 に従 って、国有 ・自治体有の土地の上にある建物等の所

有者にその土地を売却する場合、連邦構成主体は居住地のその地価を以下

のように定める。人口300万 以上の居住地の場合は、土地税額の5倍 か ら3

0倍の額。人口50万以上300万 未満の場合は、土地税額の5倍 から17倍の額。

人口50万未満の場合および居住地 の境界外の場合は、3倍 か ら10倍 の額

(当該暦年の最初の日にっいて)。連邦構成主体が地価を定めるまでは、そ

れは土地税額のそれぞれの最低額が適用される。土地の売却に際して、そ

の土地上の建物 ・建造物 ・設備の基本的利用形態を考慮に入れて、土地価
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格の補正指数が適用されるが、それはロシア連邦政府が、0.7か ら1.3の範

囲で定める。

5.新 土地法典が定める土地 に対する権利、すなわち所有権(第15条) 、 恒

久的利用権(第20条)、 相続可能終身 占有権(第21条)、 賃借権(第22条)、

地役権(第23条)お よび期限付無償利用権(第24条)以 外の権利 は、変更

しなければな らない。

6.法 人がこれまで土地区画の恒久的利用権を有 してきた場合、それを2003

年の年末までに、それを賃借権 に転換するか、または所有権を取得(土 地

法典第36条 による)し なければな らな い。ただ し土地法典第20条 第1項 の

定める法人(国 家 ・自治体の諸施設、連邦国有企業、国家諸機関 ・自治機

関)を 除 く。土地賃貸料は、政府決定によって定める。法人が恒久的利用 .

権を供与 された土地区画の上に所有する建物、建造物および設備を売却し

た場合、その購入者の選択に従い、恒久的利用権を賃借権に転換するか、

または土地法典の規定に従って所有権を取得 しなければならない。ただし

ここでも土地法典第20条 第1項 の定める法人 は除 く。

7.こ れまで市民に恒久的利用権 または相続可能終身占有権が与えられてい

た土地区画の所有権の供与は、土地法令に定めのある場合、期間に制限は

ない。市民が、自分の住宅が立地 している土地区画を、1990年 のソ連邦所

有法の施行以前になされた法律行為の結果取得し、事実上利用してきたが、

しかるべく手続がなされておらず、登録されていない場合、新土地法典第

20条 の規定に従って、その土地区画の所有権を登録する権利を有する。

8.新 土地法典第15条第3項 は、外国人等が所有することのできない国境地

帯の一覧表を大統領が定めると規定 しているが、その一覧表が作成される

まで、国境地帯の土地所有権の外国人等への供与は許されない。

9.土 地区画の恒久的利用権を、営利団体の定款資本として出資することは

許されない。営利団体および非営利団体は、その恒久的利用権を、所定の
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手続で、賃借権を含む他の権利に転換することができる。新土地法典施行

後、工業用を含め建物、建造物および設備の私有化は、その立地している

土地区画を同時に私有化することなしには許されない。ただし取引から除

外され、または取引を制限されている土地区画を除く。

10.新 土地法典施行後、国有または自治体有の土地区画を、恒久的利用権に

供するのは、土地法典第20条 第1項 に定めのある場合(国 家 ・自治体の諸

施設、国家機関 ・自治機関、連邦国有企業)に 限 られる。
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農 地 取 引 法

(2002年7月24日 、 『ロシア連邦法令集』2002年30号3018番)

第1章 総則

第1条 本連邦法の効力の範囲

1.本 連邦法は、農地の土地区画の占有、利用および処分と関連 した諸関係

を規制し、農地の土地区画の取引および土地区画の共有権の持分の取引、

すなわちその実行の結果、農地の土地区画に対する権利、および農地の土

地区画の共有権の持分が発生 しまたは消滅する法律行為に適用される規則

および制限を定め、国有または自治体有の下にある農地の土地区画の供与、

およびそれらを収容 して国有または自治体有とする諸条件を定める。

本連邦法の効力は、個人用の住宅 ・ガレージ建設、個人副業経営、別荘

地経営、菜園、畜産および園芸のために農地から供与された土地区画、な

らびに建物、建造物および設備の占用 している土地区画には、適用されな

い0

2.農 地の土地区画および土地区画に対する共有権の持分の取引の分野にお

ける諸関係の法的規制は、ロシア連邦憲法、ロシア連邦土地法典、ロシア

連邦民法典、本連邦法、その他の連邦諸法、ならびにそれらに従って採択

されるロシア連邦のその他の規範的法令およびロシア連邦構成主体の法律

によって実現される。

3.農 地の取引は、以下の諸原則 に基づくものとする。

① 土地区画の用途に従った利用の継続

② ロシア連邦構成主体の同一の行政区画の領域上に存在し、同時に市民、

その近親者、および当該市民またはその近親者が当該法人の定款(共 同

出資)資 本を構成する株式 または出資金(持 分)に 相当する投票権の総
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数の50パ ーセ ントを超える処分権を有する法人が、同時に所有すること

のできる農業地の土地区画の総面積の制定

③ 公売による売却の場合を除き、農地の土地区画の売却に際して、ロシ

ア連邦構成主体、またはロシア連邦構成主体の法律に定めがある場合は

地方自治機関が、優先的買取権を有すること

④ 農地の土地区画の持分所有者がその持分を有償で譲渡するに際して、

他の持分所有者がその持分の買取りを拒否し、または共有権のその持分

を取得する意思を表示 しなかった場合は、ロシア連邦構成主体、または

ロシア連邦構成主体の法律に定めがある場合は地方自治機関が、農地の

土地区画に対する共有権の持分の優先的買取権を有すること

⑤ 農地の土地区画を、外国市民、外国法人、無国籍者、ならびにその定

款(共 同出資)資 本において、外国市民、外国法人および無国籍者の持

分が50パ ーセントを超える法人 に供与する場合の特別条件の制定

⑥ 国有または自治体有の下にある農地の土地区画の所有を、連邦の法律

の定める場合、有償または無償で市民および法人に供与すること

4.国 家的または自治体的所有の下にある農地の土地区画の私有化は、本連

邦法、ロシア連邦土地法典およびその他の連邦の諸法律の定める手続によっ

て実施される。ロシア連邦構成主体の領域上の上記の土地区画の私有化は、

ロシア連邦構成主体の法律の定める時から実施される。

国有または自治体有の下にあり、極北地域の トナカイ牧場および放牧場

に占用されている農地の土地区画は、私有化 してはならない。

5.ロ シア連邦構成主体が、農地の土地区画の取引に関する追加的な規則お

よび制限を含む法律およびその他の規範的法令を採択することは、許され

ない。

6.そ の特定用途および土地保全の諸要件に従った農地の土地区画の利用に

際して発生する諸関係について、本連邦法で規制されない部分には、他の
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連邦の諸法律が適用される。

第2条 本連邦法によって規制される諸関係の当事者

1.本 連邦法によって規制される諸関係の当事者は、市民、法人、ロシア連

邦、ロシア連邦構成主体および地方自治体である。

2.外 国市民、外国法人、無国籍者、ならびにその定款(共 同出資)資 本に

おいて、外国市民、外国法人および無国籍者の持分が50パ ーセ ントを超え

る法人の農地の土地区画に対する諸権利は、本連邦法に従って定められる。

第3条 外国市民、外国法人、無国籍者、ならびにその定款(共 同出資)資 本

において、外国市民、外国法人および無国籍者の持分が50パ ーセン トを超え

る法人の農地の土地区画に対する諸権利

外国市民、外国法人、無国籍者、ならびにその定款(共 同出資)資 本にお

いて、外国市民、外国法人および無国籍者の持分が50パ ーセ ントを超える法

人 は、農地の土地区画を、賃借権に基づいてのみ保有することができる。

第4条 農地の土地区画の限度面積および位置に関する諸要件

1.農 地の土地区画の最小面積 は、 ロシア連邦の土地整備に関する法令の諸

要件に従い、ロシナ連邦構成主体の法律によってζれを定めることができ

る。

農地の土地区画に関する法律行為の結果、その面積および位置が本条の

定める諸要件に適合しないような新 しい土地区画が形成される場合は、そ

のような法律行為の実行は許されない。

人工灌概された農業地の土地区画に対する共有権の持分 、(複数の持分 も)

に基づ く土地区画の分割は、現物で(現 場で)分 割 された土地区画の面積

が、 ロシア連邦の土地整備法令の諸要件に従った、ロシア連邦構成主体の

定める改良された土地のための土地区画最小面積を下回る場合は、許され

ない◎

2.ロ シア連邦構成主体の一っの行政区画の領域上に存在 し、市民、その近
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親者、および、当該市民またはその近親者が、当該法人の定款(共 同出資)

資本を構成する株式(出 資金、持分)に 相当する投票権の総数の50パ ーセ

ントを超える処分権を有す る法人が同時に所有することのできる農業地の

土地区画の総面積は、ロシア連邦構成主体の法律によって定められる。

ロシア連邦構成主体の法律によって定められた農業地のそのような土地

区画の総面積は、一っの行政区画の範囲内で、農業地の総面積の10パ ーセ

ント以上でなければならない。

第5条 所有権がその者 に帰属 し得ない農地の土地区画、または農地の土地区

画に対する共有権の持分の譲渡を行う者の義務

1.農 地の土地区画、 または農地の土地区画に対する共有権の持分が、法律

によって許された事由によってある者の所有の下にあるが、それが本連邦

怯第3条 および第4条 の諸要件の違反を もたらしている場合は、その所有

者は、そのような土地区画または持分を譲渡 しなければならない。本連邦

法の施行の前に取得した農地の土地区画または土地区画の共有権の持分の

譲渡は、本連邦法の施行の日から1年 以内に実行 しなければならない。本

連邦法の施行以後に取得した農地の土地区画、または土地区画の共有権の

持分は、これらの土地区画に対する所有権、もしくは土地区画に対する共

有権の持分の発生の日から1年 以内に、または所有者が、本連邦法第3条

の諸要件の違反を引き起 こした事実にっいて知った日、もしくは知るべき

であった日から1年 以内に譲渡 しなければならない。

所有者が本連邦法第4条 の諸要件に違反 し、本項の定 める期間内に、農

地の土地区画または土地区画の共有権の持分の譲渡を行わなかった場合は、

不動産に対する諸権利およびそれに関する法律行為の国家登記を行う法務

機関は、ロシア連邦構成主体の国家権力機関に、このことを書面で通知す

る義務を負う。

2.ロ シア連邦構成主体 の国家権力機関は、本連邦法第呂条および第4条 の諸
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要件の違反について知った日から1ヶ 月以内に、その所有者が、農地の土

地区画または土地区画の共有権の持分を競売(コ ンクール、オークション)

で売却するよう強制することを求めて裁判所に提訴する義務を負 う。

3.農 地の土地区画 または土地区画の共有権の持分を取得する希望を表明す

る者が存在 しない場合は、ロシア連邦構成主体、またはロシア連邦構成主

体の法律に定めがある場合は地方自治機関が、これら土地区画または持分

を、競売対象の当初価格で取得しなければならない。

第6条 農地の土地区画に対する諸権利の強制的な収用および消滅

1.農 地の土地区画の所有者、土地利用者、土地占有者および土地区画の賃

借人は、当該種類の土地の特定用途、および許可された利用方法に従って

上記の土地区画を利用する義務を負い、土地の劣化 ・汚染 ・ゴミ投棄場化、

土壌の肥沃層の有毒化 ・棄損 ・破壊、および経済活動へのその他の否定的

(有害)な 作用をもたらす場合を含め、 自然対象物としての土地に損害を

与えてはならない。

自然対象物としての土地を含め、環境に与えた損害額の決定は、2002年

1月10日 の 「環境の保護について」の連邦の法律第7号 に従い、環境の分

野の標準値に基づいて行われる。

2.農 地の土地区画の恒久的(無 期限)利 用権、相続可能終身 占有権、およ

び期限付無償利用権は、ロシァ連邦土地法典の定める事由および手続によ

り、強制的に消滅させることができる。農地の土地区画の賃貸借は、ロシ

ア連邦土地法典およびロシア連邦民法典の諸要件に従って、強制的に消滅
ゆ

させることができる。

3.農 地の土地区画 は、それが不適正に利用された場合、裁判手続で、その

所有者から強制的に収用することができる。農地の土地区画の不適正利用

の事例は、ロシア連邦土地法典に従 って定められる。

農地の土地区画の所有者からの強制収用の申請は、自然対象物としての
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土地を含め、環境に損害を与えた不適正利用の場合、ロシア連邦構成主体

の国家権力機関、またはロシア連邦構成主体の法律に定めがある場合は地

方自治機関によって裁判所に提起される。その所有者でない者の土地区画

の不適正な利用のために、土地区画に対するその権利を強制的に消滅させ

る裁判所への訴えは、そのためにロシア連邦土地法典によって定められた

諸規則に従って提起される。

第7条 農地の土地区画の担保

農地 の土地区画の担保は、1998年7月16日 の 「抵当(不 動産担保)に つい

て」の連邦の法律に従 って実行される。

第2章 農地の土地区画の取引の特殊性

第8条 農地の土地区画の売買

1.農 地の土地区画の売買 に際 して、 ロシア連邦構成主体、またはロシア連

邦構成主体の法律に定めがある場合は地方自治機関は、公売による売却の

場合を除き、それが売出された価格で、その土地区画の優先的買取権を有

する。

2.農 地の土地区画の売主 は、 ロシア連邦構成主体の国家権力の最高執行機

関、またはロシア連邦構成主体の法律に定めがある場合は地方自治機関に、

価格および契約のその他の本質的諸条件を示しっっ、土地区画の売却の意

思を、書面で通知する義務を負う。

通知書は受領証と引き替えに手渡されるか、または手交文書という通知

を伴う書留で送付される。

3.ロ シア連邦構成主体、 またはロシア連邦構成主体の法律に定めがある場

合は地方自治機関が、買取 りを拒否するか、または売り出されている土地

区画を取得する意思を、通知書を受け取 った日から1ヶ 月以内に売主 に通

知 しなかった場合は、売主は、通知書で示された価格以上の価格で、1年
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以内に、土地区画を第三者に売却する権利を有する。上記の期間は、ロシ

ア連邦構成主体の国家権力の最高執行機関、またはロシア連邦構成主体の

法律に定めがある場合は地方自治機関に、通知書が届いた日から計算され

る。

土地区画を以前申請した価格より低価格で、または契約の他の本質的諸

条件を変更して売却する場合は、売主は、本条の定める諸規則により、新

しい通知を行う義務を負う。

4.優 先的買取権に違反 して土地区画が売却された場合、ロシア連邦構成主

体、またはロシア連邦構成主体の法律に定めがある場合は地方自治機関は、

所有権移転の国家登記の時から1年 以内、買主 としての権利 および義務の

自らへの移転を、裁判手続で請求する権利を有する。

第9条 農地の土地区画の賃貸借

1.持 分所有の下にある土地区画を含 め、国家台帳登記を済ませた農地の土

地区画は、賃貸することができる。

2.持 分所有の下 にある農地の土地区画を賃貸する場合、土地区画の賃貸借

契約は、持分所有者[複 数]と 、 または他の持分所有者[複 数]が 交付 し

た委任状 に基づいて行動するその内の1人 と締結される。

3.農 地の土地区画の賃貸借契約 は、49年 以下の期間において締結すること

ができる。

本連邦法の定める制限期間を超える期間において締結された賃貸借契約

は、制限期間と等 しい期間において締結されたものとみなされる。

4.農 地の土地区画の賃貸借契約において、本連邦法第8条 および第10条 の

定める特別条件を考慮に入れ、賃貸される土地区画が、賃貸借の期間の満

了後、またはその期間の満了前でも、契約で条件 とされた買取 り価格全額

を賃借人が支払うという条件の下で、賃借人に譲渡してその所有とするこ

とを定めることができる。
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5.法 律 または賃貸借契約に別段の定めがない場合、自らの義務を適正に履

行 した賃借人は、賃貸借契約の期間の満了後、同じ諸条件の下で、新しい

期間の賃貸借契約を締結する優先権を有する。

6.同 一の賃借人が同時に賃借することのできる農地の土地区画の面積は、

制限されない。

7.10年 以上 の期間において締結された賃貸借契約に基づいて、農地の土地

区画を利用する者への経済的刺激は、財政に関する法令および租税 ・公課

に関する法令の定める手続において実現される。

第10条 国有 または自治体有の下 にある農地の土地区画の所有権または賃借権

の市民および法人への供与

1.国 有 または自治体有の下 にある農地の土地区画は、競売(コ ンクール、

オークション)に よってその所有権が市民および法人へ供与される。

本項の規則は、本条第4項 の定める事例には適用されない。

2.国 有 または自治体有の下にある農地の土地区画の賃借権の供与は、農地

の土地区画の賃借申請が一件のみ存在する場合に、供与が提案されている

土地区画の存在に関する情報が、ロシア連邦構成主体の定めるマスメディ

アにおいて、事前に時宜を得て公表されるという条件の下で、ロシア連邦

土地法典第34条 の定める手続 により実施 され る。この場合、土地区画の賃

借権の供与に関する決定の採択は、情報の公表の時から1ヶ月間、他 の申

請が提出されなか ったという条件の下で許される。本項の規定は、本条第

5項 の定める事例には適用 されない。

農地の土地区画の賃借権の供与の申請が二件およびそれ以上存在する場

合は、そのような土地区画は、競売(コ ンクール、オークション)に よっ

て賃借権が供与 される。

3.農 地の土地区画の売出し、およびそのような土地区画の賃貸借契約の締

結権の競売(コ ンクール、オークション)の 組織化および実施 は、 ロシア
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連邦土地法典第38条 に従 って実行 される。

4.市 民 または法人 に賃借権が与え られた土地区画について、賃借人は、賃

貸借契約締結の時から3年間が経過 し、その間その土地区画を適正に利用

してきたことを条件として、その市場価格で、所有権を取得することがで

きる。

土地区画の所有権の供与の決定は、当該土地区画を供与する権限を有 し

ている国家権力の執行機関または地方自治機関に書面により申請が提出さ

れた日から2週 間以内に、その権限の範囲内で、同機関によって採択され

なければならない。

5.国 有 または自治体有の下にある農地の土地区画は、農業生産の実現、ロ

シア連邦の北方、シベリアおよび極東の先住少数民族の伝統的生活様式、

経済活動、および手工業の維持および発展のために、宗教団体(そ の連合

体)、 コサック共同体、科学 ・研究団体、農業部門の教育施設、な らびに

ロシア連邦の北方、シベ リアおよび極東の先住少数民族の共同体に、また

草刈および家畜の放牧のために市民に、ロシア連邦土地法典第34条 の定め

る手続によって賃貸することができる。

この場合、賃貸された土地区画を買い取って所有権を取得することは許

されない。

6.国 有 または自治体有の下にあり、極北地域の トナカイ牧場および放牧場

の占用している農地の土地区画は、市民および法人に、賃借権のみ供与す

ることができる。

第11条 農地の土地区画の相続

相続の承認が、本連邦法第3条 および第4条 の定める諸要件の違反をもた

らす場合は、本連邦法第5条 の定める諸要件が、相続人 に適用される。
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第3章 農地の土地区画の共有権の持分の取引の特殊性

第12条 農地の土地区画の共有権の持分 に関する法律行為の実行の特殊性

1.農 地の土地区画の共有権の持分 に関する法律行為に対しては、ロシア連

邦民法典の諸規則が適用される。

持分所有者は、自らの裁量により、自らの持分を、売却 し、贈与し、交

換し、遺贈 し、担保に供 し、法人の定款(共 同出資)資 本 に出資 し、また

はその有償譲渡に際してロシア連邦民法典第250条 の定める諸規則を遵守

した上で、その他の方法でそれを処分する権利を有する。持分所有者は、

農地の土地区画の共有権の持分を、信託管理に引き渡すことができる。

共有者が5人 を超える場合は、 ロシア連邦民法典の諸規則は、本条なら

びに本連邦法第13条 および第14条 の定める特殊性を考慮 に入れて適用され

る。

2.持 分所有者は、農地の土地区画の共有権の持分を第三者に売却する意思

について、残りの持分所有者に書面で通知し、ロシア連邦構成主体の定め

るマスメディアで通告を公開する義務を負う。

残 りの持分所有者が、書面による通知書の受領または上記の通告の公表

の時から3ケ 月以内に、農地の土地区画の共有権の持分の買取りを拒否し、

またはその取得の意思を表示しなかった場合は、売主は、持分所有者の数

に関わりなく、農地の土地区画の共有権の持分を売却する意思を、本連邦

法第8条 の定める諸規則 により、価格および契約のその他の本質的諸条件

を示 して、ロシア連邦構成主体の国家権力の最高執行機関、またはロシア

連邦構成主体の法律に定めがある場合は地方自治機関に、書面で通知する

義務を負う。

ロシア連邦構成主体、またはロシア連邦構成主体の法律に定めがある場

合は地方自治機関が、書面による通知書の受領または上記の通告の公表の

時から1ヶ 月以内に、農地の土地区画の共有権の持分の買取 りを拒否し、
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またはそれを取得する意思を売主に知らせなかった場合は、売主は、1年

以内に、農地の土地区画の共有権の持分を、通知で示された価格以上の価

格で、第三者に売却する権利を有する。

以前表明された価格より低い価格で、または契約の他の本質的諸条件を

変更 して、農地の土地区画の共有権の持分を売却するためには、売主は、

本連邦法第8条 の定める諸規則に従い、新 しい通知を書面で送付する義務

を負う。

第13条 農地の土地区画の共有権の持分による土地区画の分割

1.持 分所有者 は、農地の土地区画の共有権の持分による土地区画の分割を

請求する権利を有する。農地の土地区画の共有権の持分による土地区画の

分割のために、持分所有者は、農地の土地区画の共有権の持分による土地

区画を分割する意思を、分割される土地区画の予定されている所在地、お

よび本条の定める場合は、残りの持分所有者への補償額を示 して、残 りの

持分所有者に書面で通知し、またはロシア連邦構成主体の定めるマスメディ

アで通告を公表する義務を負う。

分割される土地区画の所在地は、本連邦法第4条 第1項 の定める諸要件

に適合 しなければならない。

分割される土地区画の市場価格が、単位面積当たりの計算で、分割の後

に残る土地区画の単位面積当たりの市場価格を超える場合は、土地区画の

分割を行う持分所有者は、土地区画の分割後、残 りの持分所有者に、補償

金を支払う義務を負う。

補償金額は、分割される土地区画と分割後に残る土地区画の単位面積当

たりの市場価格の差と、分割される土地区画の面積の積で定められる。

2.本 条第1項 で定められた持分所有者への しかるべき通知、または通告の

公表の日から1ケ 月以内に、持分所有者か らの異論がなかった場合、土地

区画の所在地、および本条の定める場合、補償金額にっいての提案は、同
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意されたものとみなされる。

分割される土地区画の所在地および補償金額をめぐる紛争は、持分所有

者によって調停手続を利用 して解決されるが、その実施手続は、ロシア連

邦政府によって定められる。

調停による解決が達成されなかった場合は、分割される土地区画の所在

地および補償金額をめぐる紛争は、裁判所で審理される。

3.持 分所有の下 にある農地の土地区画で、2年 間利用されていない部分に

ついては、ロシア連邦構成主体、またはロシア連邦構成主体の法律に定め

がある場合は地方自治機関は、本条の定める諸規則により、独立した土地

区画として分割することができる。

ロシア連邦構成主体、またはロシア連邦構成主体の法律に定めがある場

合は地方自治機関は、1人 または複数の持分所有者が知 られていない場合

は、上記の土地区画に対するロシア連邦構成主体または自治構成体の所有

権を確認する請求を、また1人 または複数の持分所有者が知 られている場

合は、農地の土地区画の共有権の持分に対する1人 または複数の持分所有

者の所有権の消滅、および上記の土地区画に対するロシア連邦構成主体ま

たは自治構成体の所有権を確認する請求を裁判所に提起する権利を有する。

第14条 持分所有の下にある土地区画の占有および利用の手続の決定の特殊性

持分所有の下にある土地区画の占有および利用の手続に関する決定は、持

分所有者総会によって採択される。来たるべき総会にっいての持分所有者へ

の通知は、その開催の日より1ケ 月以上前に、書面により受領証を受け取っ

て、および(ま 孝は)ロ シア連邦構成主体の定めるマスメディアによる通告

の公表の方法で、実行される。総会のしかるべき通知が行われたという条件

の下で、総会に持分所有者の20パ ーセ ント以上が出席 した場合に、持分所有

者総会は有効とみなされる。決定は、持分所有者総会の出席者総数の3分 の

2以 上の多数 によって採択 され、議事録に公式に記録される。議事録には、
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持分所有者総会の全出席者が署名する。

第4章 移行諸規定および最終諸規定

第15条 土地持分の概念

本連邦法の施行前に、農業地の私有化に際して受け取った土地区画は、農

地の土地区画の共有権の持分である。

第16条 本連邦法の施行前に締結された土地持分の賃貸借契約と関連 した諸関

係の規制

1.本 連邦法の施行前に締結 された土地持分の賃貸借契約は、本連邦法の施

行の日から2年 以内に、 ロシア連邦民法典の諸規則および本連邦法第9条

第2項 に適合させなければならない。

2.本 条第1項 の定める土地持分の賃貸借契約が、本連邦法の施行の日から

2年 以内に、 ロシア連邦民法典の諸規則および本連邦法第9条 第2項 に適

合させ られなかった場合は、その契約には、財産の信託管理契約の諸規則

が適用される。そのような契約は登記を必要としない。

第17条 共有の下にある農地の土地区画の現地における境界の決定

農業地の私有化によって土地持分の所有権を取得 した持分所有者は、土地

整備の諸要件に従い、共有の下にある農地の土地区画の現地における境界の

決定を保障する義務を負う。

第18条 土地持分に対する権利を認証する諸文書

1997年7月21日 の 「不動産に対する権利およびそれに関する法律行為の国

家登記について」の連邦法の施行前に交付された土地持分に対する権利の証

明書、およびそれが欠如する場合は、上記の連邦法の施行前に採択された土

地持分に対する権利を認証する農業地の私有化に関する地方自治機関の決定

の抄本が、不動産に対する権利およびそれに関する法律行為の統一国家台帳

における登記と同等の法律的効力を有する。
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第19条 本連邦法の施行

本連邦法 は、その公布後6ヶ 月を経て施行される。

第20条 規範的法令の本連邦法への適合化

1.ロ シア連邦大統領およびロシア連邦政府は、自らの規範的諸法令を、本

連邦法に適合させなければならない。

2.ロ シア連邦政府 は、6ケ 月以内に、本連邦法の実施を保証する規範的諸

法令を採択 しなければならない。

ロ シア連邦大統領V・ プーチ ン

2002年7月24日

モ ス ク ワ、 ク レム リ ン


